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は じ め に

慶應義塾大学体育研究所　　
所長　植田　史生　

本研究所は、研究活動、教育活動、スポーツ振興の三つを活動の柱としています。「健全な身体
と身体活動に関わる幅広い知識の育成」が不可欠であり、体育・スポーツ活動の積極的な展開が可
能となるようこの三本柱が必要と考えるからです。1991 年の大学設置基準の大綱化以降、教育カ
リキュラムの中心が専門教育に移行していくなか、本塾の保健体育科目も 1993 年から必修が、選
択科目となりました。しかし、体育・スポーツにおける身体活動は、健全な精神、身体的な健康の
維持・増進に関与し、人格形成に大いに役立つものであり、まさに感動教育・体験教育の実践の場
であり必要不可欠であるということができます。大綱化から 17 年経過した現在は、大学での教養
教育の重要性が再認識されています。なかでも、身体知に関しては大学教養研究センターに協力し、
教育の質の向上に寄与するとともに「感動体験を基礎とした新しい教養教育」実現のため努力して
います。

2008（平成 20）年の慶應義塾創立 150 年へ向けて、体育教育の充実を図るために、個人研究は
もとより全所員が協力していくつかのテーマの下に研究活動を行うべく、2006（平成 18）年 4 月
に研究委員会（村松憲委員長）が中心となり 5 つの研究プロジェクトを立ち上げました。このたび
この活動の成果として、研究プロジェクト報告書が、刊行の運びとなりました。

プロジェクトのテーマは、「慶應義塾の体育における一貫教育について」、「産学協同スポーツプ
ロジェクトマネジメント」、「スポーツ技術向上のための指導プログラムの開発」、「塾生の身体機能
および形態の特徴とその評価に関する研究」、「体育・スポーツに関する人文・社会学的研究」です。

「一貫教育校との連携」（リーダー：加藤幸司君）の内容は、慶應義塾における体育の一貫性に
ついて検討するために、一貫教育校の体育に関する連携と交流の現状を調査する。「産学協同スポ
ーツプロジェクトマネジメント」（リーダー：石手靖君）の内容は、塾生を中心としたスポーツ競
技サポートチームの編成を通して、慶應義塾大学、地域スポーツクラブ、企業、地域住民それぞれ
の利潤について調査・検討を行い、これら四者の共同組織を開発する。「技術向上のための研究」（リ
ーダー：村山光義君）の内容は、映像等、各種機器を用いてフォームやスウィングスピードを評価
し、履修学生や体育会部員の運動スキル向上の一助となるような科学的サポートシステムを開発す
る。「塾生の形態・運動機能の評価」（リーダー：佐々木玲子君）の内容は、本研究所独自の、より
専門的な形態・運動機能の評価を塾生に対して行う。「体育・スポーツに関する人文・社会学的研
究」（リーダー：加藤大仁君）の内容は、体育・スポーツに関して、体育原理・体育史・体育社会学・
体育心理学など文系的切り口から研究を行う。

以上のように研究テーマ・内容は多岐に渡り、いずれも体育・スポーツの重要な研究課題であり、
この研究報告が貴重な資料になる事と思います。

最後に、本研究プロジェクトにご協力いただきました皆様に心より御礼申し上げます。
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慶應義塾の体育における一貫教育について

プロジェクトメンバー：加藤幸司（代表），安藤勝英，綿田博人，松田雅之，吉田泰将，西村忍

中央教育審議会の「健やかな体を育む教育の在り方に関する専門部会」が発表した中間報告では、『子ど
もたちにとって必要なもの』を『すべての子どもたちが身に付けられるようにすること』が強調されている。
このミニマムを考えるに当たっては、児童・生徒という限られた期間に留まらず、生涯を通じたスポーツ活
動の在り方に配慮することが重要である。本塾が明治以来とってきた一貫教育制度は、その目的達成へ向け
て大きな役割を担っていると考えられる。しかしながら、現在、幼稚舎から大学に至る体育授業カリキュラ
ムが有機的一貫性をもって実施されているかどうかは明らかでない。

本プロジェクトでは、今後の塾全体の体育教育の一貫性を考えるために、一貫教育校間の体育教育におけ
る連携と交流の現状をまとめたのでここに報告する。
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Ⅰ　はじめに

近年、初等中等教育をめぐり、小中一貫教育や中
高一貫教育について盛んに議論されるようになった。
この動きは平成 9 年 6 月に中央教育審議会が、中等
教育の一層の多様化を推進し、生徒一人一人の個性
をより重視した教育の実現を目指すものとして、公
立校における中高一貫教育の選択的導入を提言した
のを踏まえ、当時の文部省が平成 11 年 4 月に制度
化したことでより活発になってきた。また、初等
中等教育を一貫してとらえ、各学校段階間での連携
を強化するために一貫性・系統性をもったカリキュ
ラムを確立し、より望ましい連携や接続のあり方に
ついて検討する必要性も指摘されている。現在では、
小学校から中学校へ続く段階で、学校生活環境や授
業（指導）方法等の違いの大きさに戸惑いを感じ、
大きなストレスを感じる子どもも多く、何らかの策
が講じられるべき時にきている。一貫教育導入の意
義については中央教育審議会の答申に譲りここでは
触れないが、現実的な課題は、いかにして初等中等
教育としての一貫性を作り上げるかということにな
るであろう。

それでは慶應義塾における一貫教育についてはど
うであろうか。本塾の小学校から大学に至る一貫教
育の構想は、1898 年の組織改編により実現したと
されており、その歴史は古く、塾の誇るべき伝統の
一つであるともいえる。各一貫教育校は福澤の教育
理念を継承し、それぞれの歴史と伝統を土台に、独
自の教育方針とカリキュラムを持って運営されてい
る。現在の塾における一貫教育に関する動きとし
ては、「これからの一貫教育」諮問委員会（2007 年
4 月発足）が、既存校における環境・施設整備と新

しい初等中等教育校の設置について検討を続けて
おり、2011 年 4 月に新しい初等中等教育校を開校
することを発表している。また、「BLS（Basic Life 
Support）」、朗読会（「古事記」、「福澤諭吉の手紙」）
や群読会（「平家物語」）、「高大連携」プログラム、
慶應義塾外国語教育の小・中・高・大の連携を考え
たシンポジウムなど、塾内では様々な活動が展開さ
れている。

こうした一貫教育に関する塾内外の動きの中で、
体育科目という教科としての一貫性についてはこ
れまでどのような議論がなされてきたのであろうか。
それに関連するものとして以下のような議論が見ら
れる。

1998 年に「慶應義塾における体育・スポーツの
あり方を考える懇談会」で、全塾的な体育・スポー
ツに関する将来構想を立案し、慶應義塾で学ぶすべ
ての者、教職員、塾員を対象とした施設の改善・再
構築を提言している。また、「保健体育・スポーツ
活動推進に関する提言」（体育研究所将来構想委員
会）では、現状の問題点と新キャンパスへの課題
として、慶應義塾一貫教育の視点という項目を設け、
新たなカリキュラムの開発、研究と教育のリンク、
人材確保や教材・授業研究のシステム化などの取り
組みを可能にする観点から、一貫教育校との有機的
な連携の重要性を指摘している。体育教育の一貫性
について議論を深めていくことは、多様化と個性重
視の教育という要請に応えるだけでなく、一人一人
のよりよい発育発達を促すためにも必要なことであ
ろう。しかしながら、その後、塾内の様々な条件や
状況の変化によって、これらの提言に関する具体的
な議論の進展は見られない。

このような経緯の中で、本プロジェクトは、慶應
義塾における体育の一貫教育に関する基本的な考え

慶應義塾の体育における一貫教育について

加藤幸司（リーダー），安藤勝英，綿田博人，松田雅之，吉田泰将，西村忍
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表 1　聞き取り項目

一貫教育校への聞き取り項目

学校名　　　　　　　　　　　　　

一貫教育校間の連携・交流

⑴　一貫教育校の横のライン（中学校間、高等学校間）の連携や交流はありますか？

　　あるいは過去にありましたか？

ある　・　ない　・　過去にあった　　

いつ頃？　　　　　　

⑵　⑴で、「ある」または「過去にあった」と回答した場合には具体的に相手校、時期、内容、方法について教

えてください。

⑶　一貫教育校の縦のライン（幼稚舎から中学、高校、大学間）での連携や交流はありますか？

　　あるいは過去にありましたか？

ある　・　ない　・　過去にあった　　

いつ頃？　　　　　　

⑷　⑶で、「ある」または「過去にあった」と回答した場合には具体的に相手校、時期、内容、方法について教

えてください。

⑸　一貫教育校の連携・交流についてどのように考えていますか？

　　（積極的・前向き、消極的、否定的、どちらともいえない）

　　率直なご意見をお聞かせください。

⑹　慶應義塾全体の体育教育の発展のために、今後どのような方向へ進んでいくことが望ましいとお考えです

か？
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方や方向性について検討を進めるための第一歩とし
て、一貫教育校間の連携・交流の現状と考え方につ
いて聞き取り調査を行ったので報告する。

Ⅱ　聞き取り調査の概要

調査対象：慶應義塾一貫教育校
幼稚舎、普通部、中等部、湘南藤沢中
等部、慶應義塾高等学校、志木高等学
校、女子高等学校、湘南藤沢高等部

調査内容：聞き取り項目の用紙を表 1 に示した。イ
ンタヴュアーは、この表に基づいて聞き
取りを進め、その内容を記録した。内容
をまとめる段階で、「連携の考え方」の
表記については、インタヴュアーが直接
聞き取り確認した、あるいは聞き取りの
内容から判断して記入した。

調査実施時期：平成 18 年 10 月から平成 19 年 1 月

調査結果の概要：調査結果の概要を一貫教育校の連
携・交流の現状として表 2 に示した。

Ⅲ　 体育における一貫教育校間の
連携と交流に関する現状

まず初めに、現在の一貫教育校間の縦と横のつな

がりについて見てみよう。中学校間、高等学校間の
横のつながりを意識した連携や交流は、これまで行
われたことはないという回答であった。一方、縦の
つながりはどうかというと、B 中学と C 中学およ
び D 高校から、学校全体としての 4 校懇親会や連
絡会が年 1 回開催されているという回答が得られた。
また A 中学と A 高校との間で教員の人事交流が始
まったという回答があった。

4 校懇親会は A 小学、A 中学、B 中学、C 中学・
D 高校の 4 校が毎年持ち回りで幹事校となって開催
されている交流会で、ふだんはほとんど顔を合わせ
ることのない他校の教員と教科の枠を越えて親交を
深めつつ、情報交換および意見交換をする貴重な場
となっている。この懇親会は全教員の参加が原則と
なっているが、実際の参加人数は開催校（場所、時
期）によっても異なり、C 中学・D 高校での開催を
例にとると、教職員全体で約 100 名、内 C 中学・D
高校からは全教員の約 5 割に当たる 30 名程度が参
加していた。また連絡会と呼ばれるものは、毎年 5
月頃に、A 小学・B 中学・A 高校・B 高校・D 高校
の間で実施される交流会である。いずれも教科の枠
を越えて教員の交流が行われるため、柔軟な発想が
生まれ、様々な角度、視点からそれぞれの担当教科
を見つめ直すことができ、意外な発見があるという。
このような交流によって得られる情報を積極的に活
用していくために、体育という個別の教科の中でも
一つの方向性を持たせるよう、一貫教育校間で一歩
踏み込んだ議論をしていく価値はあると思われる。

体育科教員の人事交流は、平成 19 年度より A 中

表 2　一貫教育校の連携・交流の現状

横の連携 縦の連携 連携の考え方

A 小学 ― なし 前向き

A 中学 なし なし 前向き

B 中学 なし ある 前向き

C 中学 なし ある どちらともいえない

A 高校 なし なし どちらともいえない

B 高校 なし なし どちらかといえば消極的

C 高校 なし なし どちらかといえば消極的

D 高校 なし ある どちらともいえない
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学の教員が週 1 日、A 高校へ出講し、4 時間分の授
業を担当する形でスタートした。この交流は、今後、
教員が相互に乗り入れすることで、双方の学校で行
われている体育教育について理解を深めながら教員
間での議論を活発化し、一貫教育校としてのメリッ
トを生かした、長期の体育教育カリキュラムを編成
していくための一つのきっかけになるものであると
考えられる。

こうしたいくつかの動きのほかに、過去に一度、
情報交換の場として一貫教育校の体育教員が招集
されたことがあったようである。しかし残念ながら、
その場で議論された内容については一切記録が残さ
れておらず、その後は一度も開催されていないため、
議論は進展することなく今日に至っているのが現状
である。

ここで一貫教育校において、開設当初から中学校
と高等学校が中等教育学校に近い実施形態をとって
いる C 中学と D 高校について見ておきたい。

C 中学と D 高校は、中高での 6 年間、塾の一貫
教育を受けることを前提として教育システムが組ま
れている。キャンパスを一にするだけでなく、校舎
を共有していることは、6 年間一体的に中高一貫教
育を行う上で環境的に非常に整えられた条件にあり、
より効率的な教育活動を可能にしている。これは他
の一貫教育校には見られない特色といってよいだろ
う。教員の間では、C 中学と D 高校で一つの学校
であるとする捉え方が根本にあるためか、中学・高
校間の連携という意識はあまりないようである。年
間の指導計画は 1 年生から 6 年生という区分で作成
されていること、教員は体育に限らず中学と高校に
相互乗り入れして授業を行っていること、また体育
祭を中高一緒に実施することなど、学校設立の背景
を考え合わせても、これは当然のことであるともい
えよう。体育については教員が長期シラバスとでも
いうべき長期指導計画案を作成している。この長期
シラバスが十分に生かされ、生徒の発育発達がより
良い方向へ向けられるような教育活動が展開される
ことを期待するものである。

以上、体育における一貫教育校間の連携および交
流の現状を眺めてきたが、C 中学と D 高校のような、
一つの学校として中高一貫教育という 6 年間を見通
した一体的な教育活動を行うことを念頭において設

立された学校を除けば、現段階ではまだそれほど積
極的な連携や交流には至っていないようである。

Ⅳ　 体育における一貫教育校の 
連携と交流についての意見

次に、前述のような現状を踏まえて、各学校では
これからの体育における一貫教育校間の連携や交流
について、どのような意識を持っているかについて
見てみたい。

今後の連携・交流に関する質問に対して得られた
主な意見は以下の通りであった。

1 ．現状では塾の初等中等教育で、体育教育に一
貫性があるとは言いがたい。

2 ．連携・交流には様々な制約がある。特に時間
的な不足が大きい。

3 ．時間、タイミングがうまく合えば、連携や交
流は可能になるかもしれない。

4 ．横のつながりで情報交換するのが第一歩では
ないか。

5 ．縦のレベルではなかなか調整が難しいと思わ
れる。その調整を大学（体育研究所）がして
くれるといい。

6 ．連携・交流について特に考えていないが、体
育に関しては少し連携も図ったほうがよいの
ではないかと思う部分もある。

7 ．体育に関しては、一つの方向性を持って少し
連携した方がよい。

8 ．体育研究所とプロジェクトを組みながら、今
後の一貫教育の発展を考えたい。

9 ．連携・交流は特に考えていない。
10．それぞれの条件がまったく違う学校間で、一

つの目標に向かって授業を行っていくのはと
ても難しいと思う。

11．学校の形態を考えると、連携・交流にはどち
らかといえば消極的にならざるを得ない。 

12．男女共学がネックになっている部分がある。 

これらを見ると、連携と交流の推進に関してのス
タンスが、前向き、どちらかといえば消極的、どち
らともいえない、という三つに分けられるようであ
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前向きな意見の例として、A 小学は、これまで

いずれの一貫教育校とも体育教育に関する連携・交
流の機会をもったことはないが、教員の考え方は積
極的であり、生徒の進学先となる A 中学、B 中学
および C 中学との間で体育教育に一貫性を持たせ
たいと考えている。また A 中学のように、一貫教
育校間の連携・交流について基本的なスタンスは決
してネガティブではなく、ある程度タイミングと場
面が整えば、交流をスタートさせることも可能であ
ろうとしている学校もあった。さらに縦のレベルで
連携していくことは諸々の条件を調整するのが難し
いと考えられるので、横のレベルでの情報交換をス
タートさせることが第一段階になるのではないかと
いう見方もあった。さらに一部にはこうした連携・
交流をコーディネートする役割を生涯スポーツの高
等教育機関である体育研究所に果たしてもらい、大
学とプロジェクトを組みながら体育の一貫教育を発
展させたいという意見も見られた。

どちらかといえば消極的とする立場として C 高
校からは、生徒の構成を考えると、今後の展開に目
を向けても消極的にならざるを得ないといった意
見が出されている。C 高校は独特の立場であり、い
かによい授業を生徒に提供するかということに主眼
を置いており、塾全体の体育教育を考える場合でも、
それぞれ条件の異なる学校間で一つの目標を設定す
ること自体、とても難しいと考えているとのことで
あった。

その他に、一つの学校内においても、連携・交流
についての考え方に、教員間で多少の温度差がある
のも事実のようである。

次に、以上の意見と関連して出された問題、すな
わち連携・交流を進める上で障害となり得る問題に
ついて触れておこう。ほぼどの学校にも共通してい
えることは、絶対的な時間の不足である。これが連
携・交流活動を志向し、計画を進める際のネックに
なっているとする意見が多い。実際にどの教員も多
くの校務を抱えており、その結果、一貫教育校間で
の連携や協力は必要であると十分に認識しながらも、
時間的な制約のためとても手が回らないというのが
現場の声であった。また、学校の所在地の問題が一
部連携・交流の活発化を妨げる要因になっていると

の指摘もあった。しかしながら、中には地の利を生
かして独自の活動を生み出し、それを核とした一つ
のモデル校となることで交流推進の可能性を模索し
ようとする積極的な考えも示されており、所在地の
問題が必ずしもマイナスの方向へ作用するとは限ら
ないのではないだろうか。

どの一貫教育校も、抱えている条件（カリキュラ
ム、体育スポーツ施設設備条件、教員構成や生徒構
成などの人的条件、時間的条件、地理的条件等）は
それぞれに異なり、その限られた条件の中でいかに
児童・生徒によりよい体育教育を展開するかという
ことに力を注いでいる。そうした条件の異なる下で
の教育活動の積み重ねが、連携・交流の考え方に対
するスタンスの相違を生み出す原因の一つになって
いると考えることができる。またこのスタンスの違
いは、“同一の中の多様”と表現されるように、今
日まで塾の一貫教育校がそれぞれ異なった設立の背
景、歴史と伝統を有し、それが学校の個性へと発展
しながら、独立した教育方針を持って教育が行われ
てきた当然の結果であるともいえよう。

こうした状況を十分に踏まえながら、なおかつ、
よりよい発育発達を考慮した、長期に渡る体系的な
体育の一貫教育について議論することは、人生 80
年時代の生涯教育システムの観点からも決して無駄
なことではないと思われる。

そもそも何のための連携・交流なのか。塾の一貫
教育が制度として確立してから久しいが、その中で
体育教育は各学校の枠内で完結しており、小学校－
中学校－高等学校－大学という慶應義塾の一貫教育
のつながりの中で、その制度の利点を生かした、縦
に一本貫くような長期的・体系的な体育教育システ
ムについて議論されたことはなかった。例えば、各
学校では進学してきた生徒の心身の成長を促すため
に最大の努力をするが、出身学校から生徒に関する
情報（身体測定データや体力測定データ等）の提供
を受けることはほとんどなく、進学先の学校へ情報
を提供することもなかったようである。児童・生徒
が心身の健康上、何か問題を抱えていない限り、こ
のような情報のやりとりは行われていないのが現状
である。従って教員は事前に、入学してくる生徒の
体育科目に関係する情報や知識を全くといっていい
ほど持っていない。そのため入学後、新たにそうし
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た情報を収集し積み上げていかなければならないの
である。現在では、個人情報保護法の絡みがあるため、
問題はそれほど簡単ではないが、この法律が成立
する以前においても、各学校で蓄積された貴重な情
報が、体育の一貫教育の中でほとんど生かされてい
ないのである。これは体育に限ったことではないの
かもしれないが、非常に残念なことと思われる。だ
がこれは裏返せば、一貫教育校間の交流を深め、連
携を強めていくことで、今まで利用されることのな
かった蓄積された有益な情報資源が有効に活用され、
各学校の体育教育に生かされる余地が残されている
ことでもある。さらにそれを発展させれば、慶應義
塾全体のユニークで新たな体育教育システムを構築
することへつなげ得るのではないだろうか。指導し
た生徒が次の新しい環境に順応できるよう、体育を
通じて健やかに成長する過程に責任を持つことが重
要である。

Ⅴ　 考えられる今後の連携・交流
の方向性

それでは前述のような現状を打破していくために、
今後どのような連携・交流の方向性が考えられるだ
ろうか。いろいろ議論はあると思うが、仮に一つの
大きな目標を、「幼稚舎から大学まで慶應義塾の体
育教育に一貫性を持たせたシステムを構築するこ
と」と仮定して、どのように連携や交流を図ってい
けばよいのか考えてみたい。

塾の小中学校における体育教育の方針に目を向け
てみると、幼稚舎では水泳教育に力を入れており、
全員が卒業するまでに 1,000 メートル泳げることを
要求している。さらに必修の運動時間が設けられ、
体育の授業とは別に、意識的に運動する機会を設け
ている。普通部では質実剛健をモットーとし、きつ
い運動もあえて行うという方針を採り、自分自身で
健康を維持増進していく意識と行動力の養成をねら
いに掲げている。ちなみに、プールがないため、水
泳の授業は行われていない。中等部では、生徒が汗
をかく、用具の管理・準備・片付けを徹底する、運
動量（運動時間）を確保するという 3 点を重視して
いる。湘南藤沢中等部では、高等部を含めた 6 年間
で生徒の能力と個性を継続的かつ発展的に伸ばして

いくことをねらいとしている。
このように、学校によって体育の教育方針や重視

する点が異なる。それに伴う体育のカリキュラムや
指導も自ずと特色を持つことになろう。そこで塾内
進学の生徒が入学前の学校でどのような体育教育を
受けてきているのかを知るためにも、教員はまず各
学校における体育の教育方針やカリキュラムについ
て知ることが重要である。それを前提として、互い
の学校の体育教育を尊重しながら理解を深め、意見
交換を進めていく過程で、生徒のより良い発育発達
を促すために必要な体育に関する様々な事柄にまで
議論を発展させていくことが可能になるのではない
だろうか。幼稚舎と各中学校との間ではまだ見られ
ないが、前述した通り、平成 19 年度から始まって
いる A 中学・A 高校間での教員の人事交流は、こ
うした一連の作業を進めていくための連携・交流の
きっかけとして今後重要な役割を果たすと思われる。

また体育会の部活動に着目すると、どの学校も程
度の差はあるがコーチの派遣や合同合宿などのイベ
ントを通じて交流している。これを一つのモデルと
して参考にしつつ、柔軟な思考で塾全体の体育教育
を捉え直し、新たな体育教育システムを構築すると
いった作業を試みるのも一つの考え方であろう。例
えば、運動種目によっては 6・3・3・4 年での長期
指導計画を立て、指導内容を検討していくことなど
も考えられる。

具体的な連携や交流の手段・方法はいろいろ考え
られるが、実際には、何か一つの連携・交流活動を
きっかけにして議論を積み上げていく中で、小中 9
年間の新しい教育プログラムやカリキュラムが開発
され、新たな学習スタイルが生み出されるであろう。
同様のことは中学校と高等学校間でもいえることで
あり、最終的には大学での体育教育まで延長させて
考えることが望ましい。繰り返しになるが、われわ
れには何よりもまずオープンマインドで交流し、お
互いを知り、理解することが求められる。慶應義塾
の一貫教育校の一つ一つが独自の歴史を持ち、独自
の伝統を持っている。それを大切にするからこそ、
新しく行動を起こそうとするときの学校間の壁は厚
く高いともいえる。しかし、困難ではあるが、学校
の枠を越えて体育教育の内容について論じる努力を
続けることで、小学校から中学校－高等学校－大学
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にいたる全塾的な体育教育に一貫性を持たせた新し
いシステムを構築することが可能になるのではない
だろうか。

Ⅵ　 一貫教育校間の連携・交流の推進へ 
向けて体育研究所は何をすべきか？

これまで述べてきた考え方を基本にして、一貫教
育校間の連携と交流を推進していくに当たり、大学
で体育授業を展開する体育研究所がどのような活動
を進めていくべきかについて、本プロジェクト研究
の結果を総括し明確化したいと思う。

第一に、体育研究所は、大学における体育教育に
ついて、一貫教育校の教員に対し積極的に情報を提
供していく必要があると考える。体育研究所がどの
ような教育目標を持ち、体育の授業では何を目的と
して、どのような教育プログラムを展開しているの
か、体育・スポーツ科学に関する研究活動の状況な
ど、基本的な情報を発信し、広く塾内に知ってもら
う努力をしなければならない。われわれが一貫教育
校に関する情報を収集するだけの一方向的なもので
はなく、体育研究所からも活動内容・活動状況を知
らせることで、互いに今まで気づかなかった新たな
発見がなされることも期待できる。一貫教育校と
いうことで身近な存在であり、それゆえにかえって
気がつかない点、知らない点がことのほか多い。今
回の調査を実施して、各学校から新たに多くの情報
を得ることができたのも事実である。こうした情報
のやりとりをしていく過程で、例えば、高等学校は
大学体育に対して何を期待しているのか、あるいは
期待していないのか、また、幼稚舎や中学校は体育
研究所との関係をどのように捉えているのか、関係
発展の可能性はあるか等、連携・交流推進のための
様々な議論を活発化させていくことにつなげること
ができるのではないだろうか。

第二に、一貫教育校間の連携・交流活動をコーデ
ィネートし、活動が円滑に進むようサポートしてい
くことが必要であると考える。前述の大学からの情
報の流れと関連して、一貫教育校は、進学先となる
学校（例えば幼稚舎なら普通部、中等部、SFC 中
等部）の体育教育やスポーツ活動に関する情報を収
集し、それを生徒に提供する機会を設けることも重

要であると思われる。教育する側の教員だけが情報
を持つのではなく、学ぶ側である生徒も情報を共有
することは、生徒が自分の身体や健康に関する意識
を高め、長い目で見た、運動を取り込んだライフス
タイルを形成することに役立つであろう。このよう
な活動を実践していくには、学校間の調整や協力が
うまくなされなければならない。体育研究所は、全
塾的な立場からそのサポートができるように機能し
なければならないだろう。大学へ入学した学生に対
する教育だけでなく、塾全体を見渡したサポートが
より重要になってくるのではないだろうか。

第三に、慶應義塾における体育の一貫教育を発展
させるための研究活動を、一貫教育校とともに進め
ていくことが必要であると考える。このテーマに沿
った研究活動は、各学校が単独で進めるよりも、学
校間で連携をとりながらプロジェクト研究の形で包
括的に取り組んだ方が、それぞれの持てる資源を有
効に活用し、より大きな成果をあげることが期待で
きる。ただしそのためには、一貫教育校と体育研究
所間の研究協力体制を整備しなければならず、今後
より一層、緊密なコミュニケーションを形成してい
かなければならないであろう。

以上挙げた 3 点は、本プロジェクトが、一貫教育
の充実という目的へ向けて、体育研究所がとるべき
活動の方向性を示したものであるが、最後に大学に
おける体育の現状について簡単に触れておきたい。

本塾大学における体育科目は 1992 年の大学設置
基準の大綱化に伴う教育カリキュラムの改定以来、
総合政策学部と環境情報学部を除き、選択科目ある
いは自由科目として扱われている。体育研究所は、
体育実技、体育学講義および体育学演習を開講し、
日吉キャンパスでは主に 1、2 年生を中心に授業を
展開している。また三田キャンパスにおいても学生
が体育の授業を履修し、身体運動の機会を確保でき
るよう、綱町グラウンド・武道場で授業を開講して
いる。さらに体育・スポーツ科学に関する研究活動
とスポーツを通じた体育教育活動の融合を図り、慶
應義塾におけるスポーツ振興の推進に力を入れてい
る。

こうした中で、近年、体育実技履修者数は、年間
約 7,000 ～ 8,000 名（延べ人数）の間で推移してい
る。一方、4 割強（2006 年度データ）の学生が体育
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実技を履修せずに卒業している。この体育科目の履
修状況に関して、一貫教育校出身学生の何割が履修
し、反対に何割の学生は履修しなかったのかという
数字を残念ながら押さえていない。体育実技を履修
しない理由は様々であるが、本調査の流れからいえ
ば、一貫教育校出身の学生が大学において体育科目
を履修しないことがないことを望むものである。も
っと積極的ないい方をすれば、大学へ入学したら当
然のように体育科目を履修する、という意識をもつ
ようになっていて欲しいということである。大学が
生涯スポーツの高等教育機関における最後のステー
ジであることを考えると、一貫教育校の出身者に限
らず、体育科目を履修せずに卒業していく学生がい
るということは、スポーツの価値に気づかせ、スポ
ーツを生活化してライフスタイルを豊かにする動機
づけを与えるという観点からも、非常に残念である
と感じざるを得ない。

こうした現状を見てくると、慶應義塾における体
育の一貫教育にはまだまだやるべき課題が残されて
いると同時に、多くの可能性も残していると思わず
にはいられない。
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産学協同スポーツプロジェクトマネジメント
―日吉キャンパスの可能性―

プロジェクトメンバー：石手靖（代表），植田史生，須田芳正，加藤幸司

Ⅰ　はじめに

昨今、地域社会と大学との連携に関わる話題は多
く、世間の関心が高まっているようである。同様に、
企業と大学との関係についても例外ではない。

数十年前、大学のある街では大学生が街に溢れ、
いわゆる大学街、学生街を形成していたが、慶應
義塾大学が位置する地域（ここでは三田と日吉）を
見ても、学生街といった色は薄れ、大学の存在しな
い他の街並みとほとんど変わらないのが現状である。
この地域は、都市部であり居住者の減少、居住年数
の浅い住民の増加で地域住民の連帯感の希薄化も明
らかに進んでいる。また、大学の方はと言えば大学
生の気質も変わり自分自身の大学に対する帰属意識
が昔に比べれば低下しているように感じられる。

さて、世間の人々は当然豊かで文化的な生活を望
んでいる。その中で、スポーツに関しては、健康や
体力を意識しており、豊かな生活を送るための一要
素であると考えている。多くの地域で、その住民の
スポーツへの意識に関する調査が実施されており、
その報告には年齢や性差の違いはあるものの、「ス
ポーツ活動はしたいがあまり身近でない（施設や価
格の問題も含む）」という意見が目立つ。スポーツ
に関する情報量の不足や、情報発信方法の問題もあ
るようにうかがえる。

そこで、本プロジェクト研究では、スポーツを通
じて地域社会に対してできること、また、大学生に
対してできることを考え、その活動の推進力となる
仕組みや組織の構築を目指すものである。つまり、
スポーツを通じた大学と地域スポーツクラブ、企業、
そして地域住民相互の有益な関わり方に焦点を当て、
調査、研究を進め、「慶應義塾および地域社会にお
ける健康増進、人格形成、社会教育の実践」、「地域
に浸透したスポーツの振興およびスポーツ愛好者の
獲得」、「地域における経済性の発見と活性化」を目
的とするものである。

このことは体育研究所の教育方針「未来を切り開
く為の行動力に溢れた塾生を育てる」に繋がり、ひ
いては慶應義塾 21 世紀グランドデザインの基本方
針「21 世紀の基盤たるべき人を育み、学問と価値
を創り、世界に貢献することを通して国際的に尊敬
される学塾となるために、感動の湧き出る教育を実
践し、新しい知的価値の創造と蓄積に精励し、新た
なる実業の世界を切り拓くこと」を実践することと
確信している。次項以降でこの 2 年間の活動につい
て報告する。
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Ⅱ　YOKOHAMA FCとの提携

1．背景

これまで体育研究所では、塾生および教職員、そ
して一般市民を対象として、積極的にスポーツ振
興活動を実践してきた。その間に主催した数多く
のスポーツイベントの中で“KEIO  Ball-Games  
Festa（2002・2003 年）”及び“塾長杯フットサル
大会（2003 年～）”の開催においては、当時、横浜
市港北区日吉に事務所のあったプロサッカーチーム

「YOKOHAMA FC」と会場の借用やイベントにお
けるゲストの派遣等で協力をした。その後もこれま
でにイベントの企画運営に関するミーティングを重
ねる毎に、同じ地域でスポーツの発展に携わる組織
として、地域における人と人との親交、交流の促進
や人々の健康増進に対して、より積極的な動きはで
きないものだろうかとの議論が活発となった。

大学とプロサッカーチームとの提携の事例を幾つ
か挙げると、その内容は、大学のサッカー部がプロ
チームのサテライトチーム（二軍）となったり、プ
ロチームが大学へ出資することにより、大学施設

（グランド等）の定期利用をしたり、反対に大学が
プロチームへ出資し、広告宣伝効果を得るというも
のであった。

それに対して今回の内容は、市民クラブとして立
ち上がった YOKOHAMA FC の地域に愛され支え
られるチームづくりの信念と体育研究所の体育・ス
ポーツに関する研究とが連携協力することにより、
地域に浸透したスポーツの振興や地域における経済
性の発見と活性化などに寄与できると考えた。大学
にとっては新たな教育現場と貴重な研究材料の確保
であり、地域スポーツクラブにとっては地域貢献と
収益確保が成立する。地域住民（子供達）にとって
は身近で良質の環境の中、サッカーというスポーツ
が学べるのである。このような共同事業が大学と地
域スポーツクラブを中心とした新しいビジネスモデ
ルの確立に繋がると考えたのである。

2．記者会見の開催

2006 年 8 月 7 日（月）15:00 ～ 16:10、日吉キャ
ンパス来往舎 1F シンポジウムスペースにて記者会
見を開催した。会見には奥寺康彦氏（YOKOHAMA 
FC 代表取締役）、太田博喜氏（YOKOHAMA FC
営業部長）、植田史生（体育研究教授・同所長）、石
手靖（体育研究所助教授・本研究プロジェクトリー
ダー）が壇上に上がり、司会は広報室の小川健氏が
務め、約 30 名のマスメディア関係者、塾生、教職
員等の出席があり、提携内容の説明等が発表された。

3．連携協力の概要

塾生を中心としたスポーツ競技サポートチームの
編成を通して、慶應義塾大学、地域スポーツクラブ、
企業、地域住民それぞれの便益について調査・研究
を行い、これら四者の共同組織を開発することであ
る。つまり、慶應義塾大学・横浜 FC による共同組
織を構築し、塾生を中心としたスポーツ競技サポー
トチームを編成すること、そして、慶應義塾大学・
横浜 FC の拠点という地域の特性を生かしたスポー
ツ関連活動の実践である。

4．主な活動

⑴　短期サッカークリニック無料体験会、及び短期

サッカークリニックの開催

2006 年 11 月 13 日（月）15:30～18:30、 慶 應 義

記者会見の様子
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塾大学下田サッカーグランドにて近隣在住の幼稚
園年中・年長児及び小学生に呼びかけ、地域のニ
ーズ調査として無料体験会を実施した。指導は
YOKOHAMA FC 普及部コーチと塾生数名が担当
し、学年別 4 クラス（各 60 名定員）に計 157 名の
参加があった。また同年 12 月 4 日（月）、11 日（月）、
18 日（月）15:30 ～ 18:30、計 3 回、短期のクリニ
ックを開催し、計 159 名が参加した。

⑵　YOKOHAMA FC・KEIO サッカースクールの

開催

2007 年 4 月 9 日（月）より 2008 年 3 月末までの
毎週月曜 15：45 ～ 19：35、計 39 回（8 月および
祝祭日を除く）の予定で、「YOKOHAMA FC・
KEIO サッカースクール」と銘打ち、慶應義塾大学
下田サッカーグラウンドにおいて、近隣地域の幼稚
園年中児～中学校 3 年生を対象に、株式会社横浜フ
リエスポーツクラブサッカースクール事業部との連
携で、大学のある地域性を生かしたサッカースクー

ルの展開を開始した。
その目的は、健康増進、人格形成、社会教育の実

践であり、地域社会に浸透したスポーツの振興、そ
して地域住民のスポーツへの意識および健康、体力
に関する調査研究である。

スクールの学年別登録者数はほとんどのクラスで
定員に対して満員となり、キャンセル待ちも受付け
ている状態となった（2007 年 7 月 24 日現在）。内
訳は幼稚園生 40 名、小学生 121 名、中学生 36 名の
合計 197 名である。

スクールの開催に先立ち、2007 年 3 月 25 日（日）
午前 10 時と午後 1 時開始の 2 回、日吉キャンパス
日吉記念館前仮設教室にて、YOKOHAMA FC ク
ラブの紹介、YOKOHAMA FC と体育研究所の提
携についての説明、スクールの指導指針およびスタ
ッフ、年間スケジュール等それぞれ約 2 時間ずつの
説明会を行った。ほとんどのスクール受講生と父母
の方々が出席し活発な質疑となり、スクールへの期
待感が感じられた。

低学年クラスを丁寧に指導する塾生コーチ 完成したばかりの人工芝グランドで楽しむ子供達
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真剣に聞き入る父母の皆さん
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Ⅲ　セミナーの開催

第 1 回コンディショニングセミナーを、2007 年
7 月 7 日（土） 13:00 ～ 15:00、日吉キャンパス 423
番教室において、西村忍氏（体育研究所助教）を講
師として「熱中症について」と題し開催した。一般
市民（主に前記サッカースクールの父母）、30 名の
参加があった。

Ⅳ　インターンシップ科目への協力

2007 年度慶應義塾大学商学部・短期インターン
シップ科目「社会との対話」において、ホームゲー
ムの運営に関わる業務や地域でのイベント活動の
運営、それらの観客動員に関する方法、調査、分
析業務をその内容として、YOKOHAMA FC 事業

部を研修先として準備した。その結果、平島恵君
（商 2）が YOKOHAMA FC 事業部を研修先に選び、
夏季休業中の 2 ～ 3 週間研修し、その成果報告会が
2007 年 12 月 4 日（火）17:00 ～ 17:30、日吉キャ
ンパス来往舎シンポジウムスペースにて行われ、「9
月 15 日横浜 FC ホームゲームを機に長期的な観客
動員方法を考察する」とのテーマで発表を終えた。

Ⅴ　公開講座の開催

各国のスポーツの捉え方を紹介しながら、スポー
ツを生活の一部として捉えることの面白さや楽しさ
を伝えること、日本におけるスポーツの文化的価値
の理解と向上を目的に、塾生及び教職員、一般市民
を対象に公開講座を開催した。大テーマは「スポー
ツと文化　―過去、現在そして未来―」、講師には、
マーティー・キーナート氏、奥寺康彦氏、小笠原清
忠氏の 3 名を招聘し 3 回シリーズでの開催となった。

各講演では、日本におけるスポーツの文化的価値、
スポーツの本質および特性をそれぞれの立場から的
確に指摘した。（この公開講座の内容は刊行物とし
て発行された（2008 年 3 月 31 日））。

初回はマーティー・キーナート氏（株式会社楽天
球団社長補佐・東北大学特任教授）で、タイトルは

「日本のスポーツはどこへ行くか」（10 月 26 日（金）
J19 番教室　16:30 ～ 18:00）、参加者は 70 名であ
った。日米を通じてスポーツビジネス界に身をおき、
自身もスポーツマンであり、滞日 35 年の経験から
スポーツを通じて日米の比較、日本の教育に警鐘を
鳴らした。

第 2 回は奥寺康彦氏（株式会社横浜フリエスポー
ツクラブ代表取締役会長）で、タイトルは「ドイ
ツにおける、スポーツクラブと地域の共生」（11 月
2 日（金）来往舎シンポジウムスペース　16:30 ～
18:00）、参加者は 50 名であった。日本国内最初の
のプロサッカー選手であり、横浜フリエスポーツク
ラブ（横浜 FC）代表取締役会長、欧州のトップリ
ーグで 10 年の長きに渡り中心選手として活躍され
た経験からスポーツクラブ組織のあり方等を語った。

最終回は小笠原清忠氏（弓馬術礼法小笠原教場
三十一世宗家・慶應義塾大学非常勤講師）でタイ堂々と発表する塾生
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トルは、｢ 小笠原流弓馬術礼法とスポーツ ｣（11 月
6 日（火）来往舎シンポジウムスペース　16:30 ～
18:00）、参加者は 38 名であった。宗家という立場
から礼法伝承に日夜心を砕かれ、昨今の礼儀作法の
乱れを危惧された。

Ⅵ　その他実施した活動

⑴　日吉地区盆踊り大会出店

　2007 年 8 月 4 日（土）＠日吉台小
　・ロータリークラブとの接点
　・キックターゲット及びグッズ販売

⑵　ヒヨシエイジ企画参加

　2007 年 10 月 5・6 日（土・日）＠日吉記念館
・COMMUNI FIELD 参加
・こどもフットサル教室開催

Ⅶ　終わりに

本プロジェクト研究は、まだまだ途中の段階であ
る。したがって、一つ一つの活動を地道に続け、実
施する調査研究の成果をフィードバックし一歩ずつ
進めていきたいと考えている。今後このプロジェク
トによりスポーツ界での活躍を目指す塾生に対して、
実践に基づく教育機会を提供し、スポーツ界で活躍
できる新たな人材の育成をしたいと考えている。ス
ポーツ振興、地域の活性化、競技力向上等における

共同研究を行い、その成果を定期的に発表し、慶應
義塾大学日吉キャンパスから YOKOHAMA FC と
慶應義塾大学とで創造する新たなスポーツ文化を発
信していきたいと考える。いつでも誰もがスポーツ
に親しめる機会と心のゆとり、絆の生まれる文化的
な場所づくりを目指すのである。

参考資料

⑴　平成 16 年度県民ニーズ調査（神奈川県、県民
部広報県民課、平成 17 年 3 月）

⑵　県民の体力・スポーツに関する調査（神奈川県
教育庁教育部スポーツ課、平成 14 年 3 月）

⑶　市民スポーツ活動実態把握・スポーツに関する
意識調査（横浜市教育委員会、平成 16 年 3 月）

研究助成

⑴　平成 19 年度調整予算（日吉）プロジェクト事
業（春申請）　事業題目：スポーツの文化的価
値向上についての新たな授業展開　￥627,775

（講演会講師謝金等）
⑵　平成 19 年度調整予算（日吉）プロジェクト事

業（秋申請）　事業題目：スポーツの文化的価
値向上についての新たな授業展開　￥1,600,000

（印刷製本費等）

謝辞

　本プロジェクト研究に多大なご協力とご支援をい
ただきました皆様に深甚なるお礼を申し上げるとと
もに心より感謝申し上げます。

興味津々の参加者 熱弁を振るう講師



スポーツ技術向上のための 
指導プログラムの開発

　　プロジェクトメンバー：村山光義（代表），佐々木玲子，篠原しげ子，吉田泰将，野口和行，村松憲，
　　　　　　　　　　　　   加藤幸司，清水靜代，西村忍，内山孝憲＊，鈴木文菜＊

本プロジェクト班は、スポーツの指導場面において技術向上を支援するために活用できるプログラムの開
発をめざして研究を展開した。その大きな枠組みは「映像フィードバックを利用した指導」「スイングスピ
ードの簡易評価を用いた指導」の 2 つであり、本報告では、2007 年度までの成果として以下の 3 つの内容
についてまとめた。

①　映像の遅延再生によるフライングディスク投法技術の指導プログラム
②　録画映像の効果的呈示によるテニスのサービス技術の指導プログラム
③　剣道における素振り速度の評価システムの開発
本プロジェクトのねらいは、村松と村山の報告（2 番目の課題）の冒頭にもあるように、「技術習得」を

目的とする授業を行う上で、自己の変容を意識させて学びの質を高めるための指導プログラムに科学的視点
を加えることである。その 1 つとして「動作映像をフィードバックする」ことを考えた。具体的には、映像
分析ソフトウェアである DARTFISH 社製 Dart Trainer Team Pro（以下 Dart Trainer）を導入し、運動動
作後の即時的な再生や呈示、録画映像の分析による指導ポイントの抽出などによって、指導効果を高めるプ
ログラムについて検討した。この検討は、今回の体育研究所プロジェクトに先立って、フライングディスク、
テニス、剣道（日本剣道形）などの授業を対象に 2005 年より継続してきた。

1 番目の報告は、Dart Trainer の映像遅延再生機能を用い、フライングディスク・サイドアームスローの
技術指導について検討したものである。映像をフィードバックすることで課題達成率が向上するという先行
報告（体育研究所紀要、2007 年）を基礎に、対象者数を増やすとともに、技術要点を限定的に教示する効
果を検証した。その結果、先行研究と同程度の成果が確認され、指導パターンとして一定の仕組みを確立す
ることが出来たと考えられる。特に、20 名を超える受講者でも遅延再生を連続してスムーズに授業が展開
できる点が特徴である。

2 番目の報告は、Dart Trainer の自動スロー再生（シナリオ）機能を用いた、テニスのサービス技術の指
導例を報告した。その結果、スロー再生はより受講者の援助となっていることが明らかとなり、時間的な効
率ではやや劣るものの、指導者の科学的視点を伝える上でも大いに役立つプログラムとして提案できる。な

＊慶應義塾大学理工学部物理情報工学科
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お、この事例研究に先立ち、ボレー技術における予備的検討を行い、授業展開をより精査してサービス指導
に結びつけたことも付け加えておく。また、日本剣道形の授業においても、Dart Trainer の遅延再生やシ
ナリオ機能を用いて映像をフィードバックすることを実践してきている。今後、より多様な指導場面に応用
していくとともに、効率的に授業の指導プログラムに組み込む方法を検討していきたいと考える。

次に、大きな枠組みの 2 つ目である「スイングスピードの簡易評価を用いた指導」に関して、剣道におけ
る素振り速度の評価システムの開発について 3 番目に報告した。竹刀やラケット、バットなどの道具を用い
たスポーツにおいて、スイングスピードの向上が技術的要素となることがある。この点について指導現場で
簡便に評価ができれば受講者の動機付けを高めることにつながると考えられる。そこで、小型のセンサとし
て汎用的に活用が期待できる加速度センサを用いた、スイングスピード評価システムの開発を目指した。本
報告はその第一段階として、剣道の素振り動作を取り上げ、計測用竹刀の開発を進めた。これに際し、慶應
義塾大学理工学部物理情報工学科の内山孝憲研究室に協力を仰ぎ、共同研究として計測器の製作、評価パラ
メータの検討を行った。

剣道の素振り動作については、これまで、剣先速度向上のための指導法に関する研究成果があり（例えば、
体育研究所紀要 2002 年、2005 年）、剣先速度最大値の出現局面が上級者ほど竹刀停止に近づくことを手が
かりに、加速度センサの情報から速度評価をする手段を検討した。その結果、振り下ろし方向の加速度の変
化時間は、剣先速度最大値から竹刀停止時間に相関が認められた。また、加速度の時間変化を示す加加速度

（躍度）も時間的パラメータと相関が認められ、総じて一定時間内の加速度の変化から速度を評価できる可
能性が示された。今後、実際の授業で活用できるよう研究を継続するものである。

本プロジェクトに関連する報告および研究助成

論文発表

村山光義，村松憲，佐々木玲子，清水靜代，野口和行（2007）動作映像の即時フィードバックを用いた技術
指導の効果―フライングディスク・サイドアームスロー導入時の事例―、慶應義塾大学体育研究所紀
要 46,1-15.

学会発表

村山光義，村松憲，佐々木玲子，清水静代，野口和行（2006）動作映像の即時フィードバックを用いた技術
指導の効果―フライングディスク・サイドアームスローの事例―、第 57 回日本体育学会発表、予稿
集 p.184

吉田泰将，村山光義，加藤幸司，内山孝憲（2007）加速度センサを用いた竹刀剣先速度評価システム開発の
試み、第 40 回日本武道学会発表

研究助成

平成 17 年度慶應義塾学事振興資金　共同研究
　映像による即時フィードバックを用いた運動学習システムの開発、代表者：佐々木玲子
平成 18 年度慶應義塾学事振興資金　共同研究
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体育・スポーツにおける技術の獲得において、自
己の動作映像を見ることは極めて有効と考えられ、
多くの指導場面で動作を撮影し技術改善に役立てる
ことが行われてきた。マルチメディア化が進んだ現
在、映像・画像などの視覚的情報をより多様な方法
で指導に活用することが試みられてきている。例え
ば、映像を運動後に即時にフィードバックするシス
テムの開発（小澤ら 2003、清水ら 2004）、複数の動
画映像の同期や静止画像を軌跡として重ね合わせて
比較をする（工藤 2005）などがある。また、書籍
のテキスト情報と映像情報を組み合わせた電子教材
を CD-ROM 版（島ら 2003）およびインターネット
サイト（高松ら 2000、島 2004）で活用する試みな
どもある。

我々も、こうした映像情報の活用が、学校授業
の技術導入のような教育場面においてどの程度効
果をもたらすか、また、そのための新たな指導プ
ログラムの開発について検討を始めた。具体的に
は、映像分析ソフトウェアである DARTFISH 社製
Dart Trainer Team Pro（以下Dart Trainer）（http://
www.dartfish.co.jp）を活用し、フライングディスク・
サイドアームスローの導入授業において、映像の即
時フィードバックの有無による技術向上について報
告した（村山ら 2007）。Dart Trainer はパーソナル
コンピューター（PC）とデジタルビデオカメラを
連結するソフトウェアで、ビデオ映像の分析・加工
処理も可能なプログラムである。動画の取り込み中
に「イベント」と呼ばれる分類のための信号を挿入し、
必要なシーンを呼び出すためのタギング機能や、入
力映像の遅延再生、再生速度や時間を予め設定して

繰り返し再生する機能等の他、2 台のビデオカメラ
からの映像を処理可能で、取り込んだ 2 映像の時間
的比較・重ね合わせ等、オンライン・オフラインに
亘って多彩な機能を持つ。この中で、ビデオ遅延再
生機能（名称＝ In The Action 機能の Live Delay）
を用い、履修者が順次自己の動作映像を確認して練
習を繰り返すことができる授業展開を実現し、フラ
イングディスク投法技術の向上に与える効果を検討
した。主な結果をまとめると以下のようである。

1 ．真っ直ぐなディスクをターゲットに投げる課
題において、1 回目と 2 回目の達成率の比較
を行った。その結果、映像をフィードバック
した群の方が 2 回目に向上する者が多く、フ
ィードバックしない群は停滞もしくは成功試
技ができないままの者が多かった。 

2 ．授業後のアンケート調査において、自己の到
達レベルの評価は、映像フィードバックをし
た群でやや高い傾向にあった。

3 ．1、2 より映像を見ることによって早期の技
術獲得に効果があるといえる。

4 ．映像の分析から、「手首の位置が下がり、デ
ィスク外側を傾けて投げ出せるようになる」

「リリースポイントが体の横になり、前方に
腕を投げ出さずにディスクを回転させられ
る」という動作形態の変化が技術向上のポイ
ントとなることが示された。

5 ．今後、動作形態の類型化を利用し、個別の技
術指導と映像フィードバックをより効果的に
組み合わせる指導プログラムを構築してゆく
ことが課題である。

以上のように、Dart Trainer を用いた授業プロ
グラムによって一定の効果を得ることが出来た。し
かしながら、サイドアームスロー技術獲得の遅い者

フライングディスク・サイドアームスローの技術指導
―映像の遅延再生と技術要点の絞込み指導による効果―

村山光義，野口和行
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へのより効果的な指導の要領について継続的に実践
研究を進めることが次の課題となった。

Ⅱ　本研究のねらい

本研究では先行研究の継続として、フライングデ
ィスク・サイドアームスローの技術獲得における効
果的な指導プログラムについて検討を行った。通称
フリスビーとよばれるフライングディスクは、1975
年以降に普及振興が進み、現在多くの学校教育場面
でも実施されている（日本フライングディスク協
会 1990、大島 2004）。フライングディスクにおいて
は、ディスクを投げる技術が多様である。その中で
もサイドアームスローはバックハンドスローに比較
し、一般にあまり知られていないこともあり、指導
経験上、技術獲得に時間がかかる難易度の高い技術
と考えられる。先行研究において、このサイドアー
ムスロー導入時に自己の動作映像を即時に見て練習
することで、技術向上が得られる者の割合が多くな
った（村山ら 2007）。しかしながら、映像を見ても
全く課題を達成できない者も一定数存在した。そこ
で本研究では、先の研究から得られた「失敗」のパ
ターンを基に、想定されるポイントを限定して助言
をし、映像とともにチェックしながら練習を行わせ
るプログラムを実践した。さらに複数の授業クラス
を対象に学生数を増やし、一連の映像フィードバッ
ク指導における技能向上の程度を把握するとともに
先行研究と比較することをねらいとした。

Ⅲ　方法

大学の体育実技におけるフライングディスク・サ
イドアームスロー技術指導を対象に、予め限定的な
技術の留意点を意識させるとともに映像の即時フィ
ードバックを行うプログラムを実践した。先行研究

（村山ら 2007）と同様の課題に対し、1 回の授業時
間内における達成率を調べるとともに先行研究との
比較を行った。

1．対象

平成 18・19 年度、慶應義塾大学体育実技「フラ
イングディスク」及び「ニュースポーツ」の受講者。
2 名の教員の担当する合計 7 コマの授業で、受講者
合計は 99 名であった。なお、ニュースポーツの授
業は、フライングディスク以外の種目も実施するが、
フライングディスクの投法技術から授業を開始する
ため、内容が同じサイドアームスロー導入の時限を
設定した。

2．技術課題とその留意点

フライングディスク（以下：ディスク）は投げ出
される際の角度によって曲線的な軌道や上昇・下降
などの変化を伴った飛行をする。逆にボールのよう
に直線的にパスをするためにはディスクは進行方向
に対して左右がほぼ水平な角度を取って投げ出され
る必要がある。このように、ディスク投法においては、
ディスクの回転・推進力・角度（飛行姿勢）・方向
の要素を的確に操作する必要があるとされる（日本
フライングディスク協会 1992）。サイドアームスロ
ーにおいても上記の 4 要素が重要となるが、指導の
導入段階ではディスクがカーブしてしまうケースが
圧倒的に多い。そこで本研究でも先行研究（村山ら
2007）と同様に、授業の導入段階として、「地面と
平行に真っ直ぐなディスクを投げる」ことを最初の
課題とした。

指導に当たって受講者には、「強い回転をかける
ことに加えて、正しいリリースポイントで、ディス
ク角度をコントロールする」ことが課題達成の要素
であることを伝えるとともに、ディスクを「真っ直
ぐに投げられない」原因として、以下の点をあらか
じめ強調して説明した。

1 ）回転：手首の強いスナップが必要なため、正
しい握り方を確認するともに「手首を速く動
かす」ことを強調する。

2 ）リリースポイント：体側、腰を通過するあ
たりで投げるために「手を体の横で止める」
ことを強調する。フォロースルーを小さくし、
前方に投げ出すように前腕を振り過ぎないと
いう意味。
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3 ）角度：リリースポイントでディスクが水平
になる必要があり、それ以前の過程でディス
クの傾きを余分につくる必要がある。これを
阻害する動きとして肘を屈曲するとディスク
外側が持ち上がり、逆の角度が付いてしまう。
そのため、「手を肘より低くする」ことを強
調する。

教員は、3 つの留意点について下線で示した言葉
を用いて限定的に教示することを心掛けた。

3．映像の即時フィードバックシステム

先行研究（村山ら 2007）に従い、Dart Trainer
のビデオ遅延再生機能（名称＝ In The Action 機能
の Live Delay）を用いて映像の即時フィードバッ
クを行った。図 1 が本研究の動作撮影と映像の即時
フィードバックのシステムを示している。2 台のデ
ジタルビデオカメラを用い、ディスクを目標のター
ゲットに向って投げる試技者の側方と後方から同時
に撮影した。映像はデジタルビデオテープに録画さ
れると同時に IEEE1394 ケーブルによって PC に送
られ、40 秒遅延して画面に映し出される。試技者
は投動作を 5 回連続した後、PC の前に移動し自己
の動作映像を確認した。

4．授業展開（時間配分）

1 ）授業方針の説明：サイドアームスロー導入

に当り、ビデオカメラ撮影による自己映像を
補助として練習することおよび目標とする課
題・留意点について説明した。（約 5 分間）

2 ）基本的説明：サイドアームスローの握り方、
回転のかけ方について説明した。ディスクを
立てて前方に投げることで、正しい握り方で
回転をかけることを二人一組になり練習した。

（約 5 分間）
3 ）横投げへ移行：実際のサイドアームスローを

教員が実演しながら、強調する留意点を繰り
返し説明した。つまり、「手首を速く動かす」

「手を体の横で止める」「手を肘より低くする」
に注意する。これに引き続き練習を開始した。

（約 10 分間）
4 ）撮影の説明：まず、図 1 に示すようなセッ

ティングで撮影することを全体に説明した。
14m 先のターゲットへ連続して 5 投を行う。

［このターゲットは、アキュラシーと呼ばれ
るフライングディスク競技のもので、高さ
1m、1.5m 四方の枠内に一定距離・角度から
ディスクを通過させる数を競うものである

（日本フライングディスク協会 1990）］。この
際、「真っ直ぐなディスクを投げること」「タ
ーゲット通過ではなく、ディスクの直進性を
意識すること」を指示。二人一組の各組を順
番に準備させて撮影を行った。（約 5 分間）

5 ）撮影 1 回目：撮影後 PC 前に移動して映像を
確認した。教員は映像を一緒に見ながら 3 つ

図 1  動作の撮影および映像フィードバックのシステム
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の留意点を限定的に指摘した。その間に次の
受講者が試技を続けるため、映像は連続し、
課題を指摘できる時間はほぼ遅延再生されて
いる 40 秒間であった。（約 25 分間）

6 ）撮影後の再練習：1 回目と 2 回目の撮影まで
の待ち時間は二人一組の練習を継続した。

7 ）撮影 2 回目： 1 回目の撮影同様に 5 回の試
技を行い、連続的に自己映像を見ながら教員
から向上具合についてコメントをもらった。

（約 25 分間）
8 ）自己評価アンケート（内省記録）：全員の撮

影終了後、全体的な講評を行い、アンケート
調査を実施した。（約 10 分間）
アンケート内容は先行研究（村山ら 2007）
とほぼ同様で、ａ）授業時間内で到達した自
分レベルの 5 段階評価、ｂ）自分の課題（原
因）は何であるか（回転・リリースポイント・
角度など）、ｃ）投げる時に意識したこと、ｄ）
技術向上のために役立った項目（映像・教員
の指摘・両方かなど選択）、ｅ）技術指導に
対する意見や、授業の感想、であった。
※ｄ）について先行研究は順位付けをしたが、
本研究では映像と教員の指摘の有効性につい
て 1 つを選択させた。

5．分析内容

後方からの映像を用い、1 回目と 2 回目の撮影試
技（計 10 投）の内、ディスクが水平に投げられた
数を個人別に集計した。ターゲットから方向が逸れ
てもディスクが左右水平となって曲がらずに進むこ
とを重視し、「真っ直ぐ」を判定した。これは、結
果的にカーブしてターゲットに到達しても水平なデ
ィスクを投げなければ意味がなく、逆に、方向が逸
れても、まずは水平なディスクで直進する方が重要
と考えているからである。

また、内省記録アンケートから、「授業時間内に
おける技術到達レベル」に関する自己評価、「自己
の課題」、および「技術向上のために役立った項目」
について実際の課題達成率との比較を行った。

Ⅳ　結果

1．練習後の課題成功数の比較

後方からの映像を用い、1 回目と 2 回目の各 5 回
の試技中「真っ直ぐ」投げられた回数を個人別に集
計した。「真っ直ぐ」の判定には、ディスクが左右
に傾かず、地面とほぼ水平に進むことを重視し、タ
ーゲットに入ってもディスクが傾き、カーブしてい
るものは失敗とした。逆に、ターゲットから方向が
逸れても、直線的なディスクを投げられた場合は課
題達成として数えた。実際の試行について先行研究

（村山ら 2007）を例に示したものが図 2 である。図
2 の①・②が「真っ直ぐ」の課題成功例、失敗例が
図 2 の③・④である。①から④の順番で、リリース
時のディスク角度が右下がり、（地面と）平行、右
上がりと異なることがわかる（ディスク上の線）。
④はディスクがカーブしてしまう典型的な例であ
り、リリース時の右上がり角度が明らかに強い。逆
に、①では、リリース時に右下がりの角度で投げ出
されるが、その後、平行を保って直進している。②
と③の角度について同様にみえるが、②の方がリリ
ース時にわずかに右下がりを保持している。

図 3 は全受講生の成功投数について 1 回目、2 回
目別に人数で示したものである。1 回目は 62 名が 1
投も成功しておらず、1 投成功者も 14 名であった。
一方、映像フィードバック後の練習によって 2 回目
は 0 投以外のいずれの投数も人数が増加し、最終的
に 0 投であった者は 24 名に減少した。この変化を
各試技者の 1 回目、2 回目で見てみたものが図 4 で
ある。1 回目に 1 投も成功試技ができなかった者が
多かったが、2 回目にはそれぞれに向上し、一気に
投数を増やした者もいることがわかる。また 1 回目
に 1 投、2 投の者も 2 回目でさらに向上する例の方
が多い。最初から 3 投以上投げられた者の中には 2
回目に低下する者もわずかにいたが、総じて 2 回目
の向上が確認できる。

次に、先行研究（村山ら 2007）との比較をした
結果を図 5 に示す。先行研究では映像のフィードバ
ックの有無で課題達成率に違いがあり、映像フィー
ドバックの有効性が示された。本研究は対象数を増
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図 2　「真っ直ぐなディスクを投げる」課題の成功例①②と失敗例③④
（村山ら 2007 より）

図３　全受講生の 1回目，2回目別成功投数

①

③

②

④
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図 4　1回目、2回目別成功投数割合

図 5　成功投数割合の先行研究（村山ら 2007）との比較
（上：1回目、下：2回目）
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やして、映像フィードバックの効果の程度を再検証
する意味もあった。図 5 は、先行研究の映像フィー
バックあり（22 名）、映像フィードバックなし（29 名）、
本研究の映像フィードバックに加え技術ポイントを
絞り込んで指摘する（99 名）、の 3 パターンを比較
している。上図が 1 回目、下図が 2 回目の成功投数
別人数割合である。上図の 1 回目を見ると、いずれ
も約 60% が 0 投であり、1、2 投成功も 10% 程度で
あり、どの群も成功率が低く差がない。一方、2 回
目においては、映像フィードバックにより 0 投の者
が 20% 前後に減少するのに対し、映像フィードバ
ックがない場合、ほぼ 2 倍の 40% が依然 0 投とい
う結果になっている。映像フィードバックを行って
いる先行研究と本研究の差に着目すると、先行研究
では 1 投、5 投が多く、本研究では 2 投、3 投が多い。
つまり、5 投成功は少ないものの 1-3 投がいずれも
約 20% となり、先行研究に比較して成功率が高い
方にシフトしているとみることができる。しかしな
がら、まったく課題を達成できなかった 0 投の者は、
先行研究よりやや多い 24% となり、底辺レベルに
おいて大きな改善は見られなかった。

2．練習後の自己評価アンケートの比較

⑴　授業時間内における技術到達レベルと自己の課題

表 1 は、授業時間内における技術到達レベルと技
術課題（回転、リリースポイント、角度）に関する
自己評価について集計したものである。中間的な到
達レベルと考えられる「ときどき真っ直ぐに投げら
れるようになったが、まだ安定しない」が約 50%
と最も多かった。また、「まったく真っ直ぐに投げ
られなかった」という最低レベルは 3% に過ぎなか
った。1、2 番目の「最初から真っ直ぐ投げられた」

「練習によって、ほぼ真っ直ぐに投げられるように
なった」が合計で 22.2%、4 番目の「偶然に成功し
た感じ」が 24.2% であることから、全体として自己
評価は正規性のある分布と捉えられた。一方、各到
達レベル別に自己の課題（複数回答可）についてみ
てみると、どのレベルも角度を挙げる者が最も多
く、次にリリースポイントが多い傾向となっている。
しかし、「最初から真っ直ぐ投げられた」という評
価群では角度が 75% を占めるのに対し、4 番目の

「偶然に成功した感じ」の群では角度が 91% に加え、
回転、リリースポイントも 54% と高く、「まったく
真っ直ぐに投げられなかった」という 3 名はほぼす
べてが自己の課題と捉えていた。

表 2 は技術到達レベルの自己評価と実際の成功投
数の関係を見たものである。およそ自己評価に対応
し、「最初から真っ直ぐ投げられた」という評価群
で 1、2 回目とも 3-5 投に分布し、「練習によって、
ほぼ真っ直ぐに投げられるようになった」の群も 2
回目に 3-5 投にシフトしている。さらに「ときどき
真っ直ぐに投げられるようになったが、まだ安定
しない」「偶然に成功した感じ」では、1 回目の 0-1
投から 2 回目の 1-3 投へのシフトが見られる。注目
すべきは、「まったく真っ直ぐに投げられなかった」
という 3 名であるが、2 投目に 0 投ではなく、やや
過小評価であるといえる。

表 3 は、技術課題（回転、リリースポイント、角
度）に関する自己評価と 2 回目の実際の成功投数の
関係を示している。複数回答ではあるが、全体とし
て、回転を課題に挙げた者は 24.2%、リリースポイ
ントが 53.5%、角度が 76.8% となり、回転に比較す
れば角度の制御がより難易度の高い課題といえる。
しかし、角度を挙げる者が 0、1 投で 8-9 割、2 投・
5 投で割合が下がるというばらつきがあるのに対し、
リリースポイントはいずれの成功投数もほぼ 5 割程
度で、むしろ 4、5 投でやや高めであるのは特徴的
な結果である。

⑵　技術向上のために役立った項目

こつをつかみ、技術向上のために助けとなった項
目について以下の 4 つから 1 つを選択してもらった。

①　映像を見て、自分の欠点がよくわかり、技術
向上に役立った。

②　映像では自分の欠点がよくわからなかったが、
教員の指摘の方が技術向上に役立った。

③　映像も教員の指摘も自分の欠点がよくわかり、
技術向上に役立った。

④　映像も教員の指摘も、自分にはよくわからな
かった。

その結果、④のいずれも役に立たなかった、と
いう回答はなかった。表 4 はこの① - ③の回答数
および 2 回目の実際の成功投数の関係を示したもの
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表１　技術到達レベルと技術課題に関する自己評価

自己評価人数 回転 リリース 角度

　　　　割合 自己評価人数に占める割合

１．自分は、最初からほぼ真っ直ぐに投げ
られたと思う。

8 1 2 6
8.1% 12.5% 25.0% 75.0%

２．練習によって、ほぼ真っ直ぐに投げら
れるようになった。

14 1 8 10
14.1% 7.1% 57.1% 71.4%

３．ときどき真っ直ぐに投げられるように
なったが、まだ安定しない。

50 10 30 38
50.5% 20.0% 60.0% 76.0%

４．たまに真っ直ぐに投げられる時もある
が、偶然に成功したような感じである。

24 13 13 22
24.2% 54.2% 54.2% 91.7%

５．全く真っ直ぐに投げられなかった。 3 2 3 3
3.0% 66.7% 100.0% 100.0%

表２　技術到達レベルの自己評価と成功投数の関係

1 回目 0 投 1 投 2 投 3 投 4 投 5 投
割合 割合 割合 割合 割合 割合

１．自分は、最初からほぼ真っ直ぐに
投げられたと思う。

0 0 0 2 3 3
25.0% 37.5% 37.5%

２．練習によって、ほぼ真っ直ぐに投
げられるようになった。

5 1 4 1 2 1
35.7% 7.1% 28.6% 7.1% 14.3% 7.1%

３．ときどき真っ直ぐに投げられるよ
うになったが、まだ安定しない。

33 10 5 1 0 1
66.0% 20.0% 10.0% 2.0% 2.0%

４．たまに真っ直ぐに投げられる時も
あるが、偶然に成功したような感じ
である。

22 2 0 0 0 0
91.7% 8.3%

５．全く真っ直ぐに投げられなかった。 2 1 0 0 0 0
66.7% 33.3%

2 回目 0 投 1 投 2 投 3 投 4 投 5 投
割合 割合 割合 割合 割合 割合

１．自分は、最初からほぼ真っ直ぐに
投げられたと思う。

0 1 0 1 2 4
12.5% 12.5% 25.0% 50.0%

２．練習によって、ほぼ真っ直ぐに投
げられるようになった。

2 0 1 6 3 2
14.3% 7.1% 42.9% 21.4% 14.3%

３．ときどき真っ直ぐに投げられるよ
うになったが、まだ安定しない。

13 11 13 10 3 0
26.0% 22.0% 26.0% 20.0% 6.0%

４．たまに真っ直ぐに投げられる時も
あるが、偶然に成功したような感じ
である。

9 8 4 1 1 1
37.5% 33.3% 16.7% 4.2% 4.2% 4.2%

５．全く真っ直ぐに投げられなかった。 0 1 1 1 0 0
33.3% 33.3% 33.3%
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である。人数割合を見ると、③の「映像と指摘のい
ずれも役立った」が 50.5%、次に②の「映像よりも
教員の指摘」が 26.3%、①の「映像が役立った」が
23.2% であった。成功投数との関係を見ると、①の
教員の指摘よりも映像のみが役立ったと感じた者は
5 投成功者に多く 0-1 投では少ない。また、②の映
像のみでは良く分からなかった者は 5 投を除き全体
にまんべんなく 2-3 割存在するといえる。また、0、
1 投の 6 割程度は映像も教員の指摘も役立ったと感
じている。つまり、映像のみで技術向上に結びつき、
投数が伸びたと言う者はあまり多くなかった。

Ⅴ　考察

1．映像フィードバックの効果

本研究は、映像フィードバックがある場合は、な
い場合に比較して成功率が高まるという先行研究

（村山ら 2007）を基礎にして、映像フィードバック
を用いたフライングディスク・サイドアームスロー
の導入授業を展開した。先行研究の 22 名（映像フ
ィードバックあり）と 29 名（映像フィードバック
なし）に対し、本研究は合計 99 名の対象者におい
てデータを検討した。このため、本研究の方がより
平均的な傾向を示すデータとして捉えられる。その
結果、図 5 に示したように、1 回目は約 6 割の者が
0 投、約 1.5 割が 1 投という低い成功率であり、こ
の傾向は 3 つの群でほぼ同様であった。つまり、授

表３　技術課題に関する自己評価と 2回目の成功投数の関係

全体 0 投 1 投 2 投 3 投 4 投 5 投

人数
割合

人数
各投数内に占める割合

回転 24 5 8 5 4 1 1
24.2% 20.8% 38.1% 26.3% 21.1% 11.1% 14.3%

リリースポイント 53 12 10 11 10 6 4
53.5% 50.0% 47.6% 57.9% 52.6% 66.7% 57.1%

角度 76 20 19 13 15 7 2
76.8% 83.3% 90.5% 68.4% 78.9% 77.8% 28.6%

各投数の人数 99 24 21 19 19 9 7

表４　技術向上のために役立った項目

全体 0 投 1 投 2 投 3 投 4 投

人数
割合

人数
各投数内に占める割合

１．映像を見て、自分の欠点がよくわか
り、技術向上に役立った。

23 2 2 7 4 2
23.2% 8.3% 9.5% 36.8% 21.1% 22.2%

２．映像では自分の欠点がよくわからな
かったが、教員の指摘の方が技術向上
に役立った。

26 6 7 4 6 2
26.3% 25.0% 33.3% 21.1% 31.6% 22.2%

３．映像も教員の指摘も自分の欠点がよ
くわかり、技術向上に役立った。

50 16 12 8 9 5
50.5% 66.7% 57.1% 42.1% 47.4% 55.6%
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業においてサイドアームスローを始めて指導する際
に、初期レベルとして 6 割以上の対象は「全く真っ
直ぐ投げることできない」と捉えることができる。
次に、2 回目について先行研究の映像フィードバッ
クと本研究を比較すると、1-3 投が約 2 割ずつに増
加した。また、いわゆるコツをつかんだと推測され
る 3 投以上の成功者は 34% ほどになり、映像フィ
ードバックがない場合のそれと比較して多い。し
かし、0 投については先行研究同様 2 割ほどであり、
大幅な改善は認められなかった。総合すると、映像
フィードバック実施は 2 回目の課題成功率向上に寄
与することがあらためて確認され、本研究の要点を
絞り込んだ教示を加えた効果は、2 投以上成功する
者の増加に影響を与えたと考える。

Knudson と Morrison（2007）によれば、視覚的
なビデオによる介入指導が伝統的な教師のフィー
ドバックより優れているという研究結果は支持さ
れていない。ビデオの再生だけでは改善に必要な運
動様態を知覚させることが難しく、運動者の行動の
観察学習やモデリングなどを加える必要がある、と
いうものである。そうした時、ビデオ映像が運動技
能の質的分析を改善するために有益性を持つことは
否定できない（Franks & Miles 1991）。確かに、単
に映像を見るだけでは、コツを体得することは難し
い。しかし、Knudson と Morrison（2007）の主張は、
1990 年以前の研究結果を元にしたものであり、21
世紀を迎えた現在、コンピュータによる映像処理は
かなりの進歩をしている。事実、我々の利用してい
る Dart Trainer は映像遅延再生の他、スローや等
倍速などを予め組み合わせて繰り返し再生できるシ
ナリオ機能など、指導現場で求められていた方法を
実現している。問題は、視覚的なフィードバックを
助けとして技術向上の糸口をどのように与えること
が出来るかであり、映像情報は教員の指導を大いに
援助すると考えられる。

2．限定的な留意点の教示の効果

本研究のアンケート調査からは、技術向上に役立
った項目は、映像単独ではなく、映像と教員の助言
が半数であった（表 4）。我々も単に映像を与える
ことが目的ではなく、映像から何を意識（知覚）さ

せるのかを念頭において、限定的な視点を加えるた
めに、留意点を 3 つに絞り込んだ。実際、2、3 投
成功する者の割合は先行研究よりも多くなり（図 5）、
要点を絞り込んで強調することが影響していると考
える。佐藤（2000）は自己観察による効果的な学習
活動おいては、運動実施の際、つねに自分の動きや
姿勢に注意を向けた学習態度が不可欠と同時に、ど
のようなポイントがあるのかという観察の要点を指
導していくことが必要としている。つまり、学習者
に観察のための注意を促すと同時に、指導者が観察
の要点を的確に示していかねばならない。先行研究
の調査時を含めて、過去の授業においてもサイドア
ームスローの技術指導時には、回転・リリースポイ
ント・角度という技術のポイントが重要であること
は説明して来たが、本研究では先行研究の映像分析
から得られた失敗のパターンを元に、「手首を速く
動かす」「手を体の横で止める」「手を肘より低くす
る」という言葉に限定して指導を行った。

Knudson と Morrison（2007）によれば、フィー
ドバックには、運動遂行時の筋運動感覚のように、
運動する者が結果の情報として内的にそして即座に
利用可能となる内在的フィードバックと、運動完了
後に外部情報として生じる外在性の付加的フィード
バックがある。また、図子（2003）は、技術トレー
ニングの方法論として運動の観察から評価・診断を
する場合、自己観察法と他者観察法があるとしてい
る。自己観察法は自己の内面から生まれる感覚を手
がかりに運動遂行者が感じている身体感覚・意識に
基づく観察法で、一方、他者観察法は自己の外から
映像や連続写真を見るように他者の視点で行う観察
法である。自己の動作映像を見ることは付加的フィ
ードバックであり、他者観察法といえる。付加的フ
ィードバックを与える際にはいくつかの原則が挙げ
られる（Knudson と Morrison 2007）。例えば、フ
ィードバックは「遅らせないこと」「具体的である
こと」「手がかりとなる言葉や決まり文句を使うこ
と」「与えすぎないこと」などである。以下にこれ
らの観点を中心に本研究の結果を考察する。

フィードバックを遅らせない、すぐに行う、とい
う点は、内在的な筋感覚や運動記憶を修正に結びつ
けるための重要な介入となる。本研究がデザインし
ている即時的な映像フィードバックはまさに内在的
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フィードバックへの介入として極めて短時間に行わ
れ、他者観察法として効果的であると考えられる。
次に、具体的であることや手がかりとなる言葉を与
えるという教示内容の面を考える。本研究の場合、

「腕を振りすぎるな」「リリースポイントを遅らせる
な」よりも「手をからだの横で止めるようにする」
という教示の方が具体的である。投げ出す位置がど
こであるかを限定して指示することがより具体的で
わかりやすさにつながると考えられる。また、「手
を肘より低くして投げる」とは、ディスクの傾き・
角度を生み出すための 1 つの手段であった。水平な
ディスクを投げ出すために、予めディスクに角度を
つけるための手がかりとなると言葉であるといえよ
う。

最後に、多くを言い過ぎて重要なポイントがぼけ
てしまうという「与えすぎ」の防止についてみてみ
る。技術の要素を回転・リリースポイント・角度の
3 つの観点で限定的に言葉をかけたが、この 3 要素
は回転→リリースポイント→角度の順にほぼ獲得の
難易度が高まる。これは、アンケートによる自己課
題の結果（表 3）のように、回転は比較的多くの者
が達成し、角度を課題に挙げる者が最も多いことか
らも示される。また、先行研究の失敗パターンの分
析（村山ら 2007）においても同様のことが示され
ている。従って、教員側は受講者が 3 つの要素のど
の段階まで達成できているかによって、教示の内容
をほぼ瞬時に選定して与えることができる。そのた
め「回転も、リリースも」とフィードバックを与え
すぎずに指導ができたと考えられる。

以上のように、本研究の教員の言語的な付加的フ
ィードバックは、その原則面に照らし合わせてかな
り効果的な方法となっていたと考えられる。本項の
冒頭にも述べたように、受講者アンケートの技術向
上に役立った項目（表 4）で「教員の指導が役に立
った」「映像と教員の指導両方が役に立った」とす
る回答が多かった。つまり、単に映像を見るだけで
はなく、映像を助けとして自己の課題を限定して練
習を行い、技術向上を実感するものが多かったと考
えられる。こうした点から、映像に加えて限定的な
留意点を教示したことで、2、3 投成功する者の割
合は先行研究よりも多くなる結果が導かれたと考え
る。

3．今後の課題

本研究のフライングディスク・サイドアームスロ
ーの導入指導に映像の即時フィードバックと回転・
リリースポイント・角度の留意点を限定的に教示す
る指導プログラムは、「真っ直ぐなディスクを投げ
る」課題達成に有効であることが示された。しかし、
課題を達成できない者への効果は先行研究と同程度
であった。この点は依然、問題として残る。前項で
示した付加的フィードバックの原則の中で「初心者
には特に頻繁なフィードバックを行う」「変化に富
んだ方法を行う」というものがある（Knudson と
Morrison 2007）。この点を考えれば、人数の多い授
業という形態の中で、初めてサイドアームスローを
習う場合、フィードバックの頻度が足りない、一律
的なフィードバックであるために自己観察がうま
くいかない者が一定数残るのも当然となる。ただ
し、Dart Trainer の遅延再生を用いた一連のプロ
グラムを導入授業に行うことは、受講生の多い場
合に、多数の者への効果を重視すれば、一定の有
効性が認められる。従って、2 回目以降の授業展開
で、より個別の対応を進める方策と合わせて指導プ
ログラム構築する必要性があろう。つまり、最初は
全体の向上率を重視し、次に個々へ対応するという
順序を選択し、受講人数に合わせて工夫する。具体
的には、Dart Trainer の分析機能（Analyzer）・画
像の重ね合わせ機能（StroMotion Fixed）等を活用
し、翌週に画像等をフィードバックすることが可能
である（この点は先行研究でも考察している、村山
ら 2007）。また、内在的記憶との時間的な関係を考
えれば、再び映像フィードバックをし、スロー再生
等によるより多様な外在的フィードバックを個別に
行うことも考えていく必要があろう（スロー再生機
能を用いた指導については、村松らの次報告を参照
されたい）。

Ⅵ　まとめ

本研究では、映像遅延再生機能を持つ Dart 
Trainer を活用し、フライングディスク・サイドア
ームスローの導入授業において、映像の即時フィー
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ドバックと技術要点を絞り込んだ教示による技術向
上について検討した。その結果、「真っ直ぐなディ
スクを投げる」という課題において、向上が認めら
れ、非達成者（0 投）は 60% から 20% 程度まで減
少した。また、先行研究より 2、3 投の成功者の割
合が高く、具体的で限定的な要点を指導した影響が
あったと考えられた。今後、映像フィードバックに
一律的な要点指導と非達成者への個別指導とをいか
に組み合わせ、指導プログラムを構築してゆくかが
課題である。
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Ⅰ　研究の背景

大学授業でスポーツ実技を行う目的は様々である
が、様々な大学の履修要項は「技術習得」を含むこ
とが多い。また大学スポーツ実技授業における「技
術習得」には、大きく二つの側面があると考えられ
る。一つは、技術が向上した結果、スポーツを楽し
みやすくなる、という側面。もう一つは、自分自身
が技術を習得していく過程に注目しながら体を動か
すことで、運動学習について理解を深めやすくなる
という側面である。遊んでいるうちに、いつの間に
かうまくなった、というのが前者である。何故うま
くなったのか、その過程に注目していないので、自
分が何故うまくなったのか、具体的にどこが変化し
たのか、という点はわからないことが多い。スポー
ツをとにかく楽しむ、というのであれば、この方向
性も魅力的である。一方、ある明確な観点に注目し、
自分自身の動作を理解しようとしながら進んでいく
のが後者である。この場合、自分がうまくなった理
由や、どこが変化したのか、などを意識できている
ことが多い。高等教育機関である大学で「技術習得」
をうたう授業を行うのであれば、後者の側面をもっ
ていることも意義深いと考えられる。

技術習得の過程を学生に意識させ、運動学習につ
いて学ばせるための方法に、映像フィードバックを
用いる方法がある（射手矢 2003、田中 2003、村山
ら 2007）。映像フィードバックを技術習得・運動学
習に用いることの意味や歴史的背景については、村
山ら（2007）が述べている。映像フィードバックを
授業中に行うことで、学生が技術習得の過程を強く
意識し、自然に運動学習について学べる可能性が高
い。村山ら（2007）は等倍速（実際の動作と同じ速

さ）での映像フィードバックを行い、一定の効果を
報告しているが、打具を用いるスポーツなどで、よ
り速い局面に着目する場合には、スロー再生での映
像フィードバックが有効と考えられる。ゴルフ、バ
ドミントン、テニス、野球などのスウィングは非常
に速く、注目する観点によっては、等倍速の再生か
ら有益な情報を得ることが困難な場合もあると思
われる。本研究では、市販の映像解析ソフトを用い、
スロー再生での映像フィードバックの導入について
検討する。

今回対象としたのはテニスである。テニスは世界
的に広く認知されており、大学体育実技の中でも履
修希望者数が多い。しかしながら、ゲームを楽しめ
るようになるまでに、学生も教員もかなり苦労する
場合も多い。これはテニスというスポーツが、比較
的反発性の高いボールと打具（ラケット）の組み合
わせを用い、限られた空間の内側にボールをコント
ロールする必要があるため、技術的に高い精度が求
められるためと考えられる。また「テニスで苦手な
ショットは何か」と学生に聞くとサービスと答える
場合が大変多い。サービスは他のショットと異なり、
コート内の約 4 分の 1 の面積しかない場所にボール
をバウンドさせる必要がある。しかもその場所がネ
ットに近い部分であるため、スピードのあるサービ
スをその部分に入れるためには、高い技術が必要と
なる。指導経験上、テニスの中でもサービスは、特
に技術習得が難しいと感じる。

ビデオフィードバックを行う際に、何らかの観点、
課題を設定することが有効と考えられる。ただ単に
ビデオを観ても、特に初心者はどこをみればよいの
かわからず、とまどう可能性が高いと思われる。本
研究ではこれまでの指導経験上、サービスにおいて、
注目するとパフォーマンスが向上する可能性が高い

大学テニス授業への映像フィードバック導入事例
―自動スロー再生機能を用いて―

村松憲，村山光義
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と思われる 3 つの観点を取り上げ、これを学生に意
識させた。その上で、スロー再生でのビデオフィー
ドバックが学生にどのように評価されるのかをアン
ケート調査により検討する。本研究は、テニスのサ
ービスを対象に、スロー再生ビデオフィードバック
の、スポーツ実技授業における有効性を検討するこ
とを目的とした。

Ⅱ　方法

1．対象

2007 年 12 月に行われた大学体育実技「テニス」
の 1 限（中級クラス）、2 限（初級クラス）、3 限（初
級クラス）授業を対象とした。

参加人数は、1 限が 12 名、2 限が 15 名、3 限が
18 名であった。1 限の中級クラスは「高校の部活」

「大学のサークル」「民間のテニススクール」などで
テニスの経験を持つ者が多く、2 限、3 限の初級ク
ラスでは、前述のようなテニスの経験を持つ者が数
名のみいた。当日は、2007 年度秋学期の 11 回目の
授業であり、それまでにサービスの技術指導は度々
行っていた。

2．授業の流れ

授業の最初に当日の授業の流れについての簡単な
説明と、ビデオフィードバック時に注目すべき 3 つ
の課題（後述）について説明した。1 限は 4 名ずつ

からなる 3 グループ、2 限は 4 名、4 名、4 名、3 名
という 4 グループ、3 限は 4 名、4 名、4 名、3 名、
3 名という 5 グループに分かれた。使用したテニス
コートは、1 限が 3 面、2 限が 4 面、3 限が 5 面で
あった。そのうちの 1 面を、ビデオフィードバック
に用い、その他のコートは、人数に応じてダブルス
のゲーム形式練習または打ち合い形式の練習を行っ
た。授業担当者（1 名）がビデオフィードバックを
行い、もう 1 名の体育教員がその他のコートでゲー
ムや練習が円滑に進むよう、ゲームや練習に加わる
などして授業を補助した。

ビデオフィードバックを行うコートでは、数分の
サーブ練習の後、1 名ずつ、ビデオフィードバック

（詳細は後述）を受けた。各学生はビデオフィード
バックを受けた後、同じコートでビデオフィードバ
ックを妨げないように気を付けながらサービス練習
を行った。その後 2 度目のビデオフィードバックを
受けた。この様子を図 1 に示す（4 名の場合。3 名
の場合も同様に行う）。

3．課題

学生に呈示した課題は「全身を有効に使ってサー
ブする」であり、具体的には以下の 3 点であった：
1）トスを上げた左腕をなるべく長くあげていよう、
2）トスをややネット方向に上げ、打ち終わったら
ベースラインの中に入ろう、3）利き腕はなるべく
何もしないで流れに任せよう（脱力しよう）。これ
らはこれまでの授業でも説明してきた内容であった
が、改めて、教員の実技を交えながら説明した。

図 1　ビデオフィードバックを行うコートにおける時間の流れ
（VFはビデオフィードバックを表す）



33

大
学
テ
ニ
ス
授
業
へ
の
映
像
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
導
入
事
例 

写真１　映像処理ソフトがインストールされたパソコン、
　　　　ビデオカメラ、フィードバック中の学生と教員

写真２　フィードバック中のパソコンで表示する映像の例

図２　全体の配置図
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4．ビデオフィードバック

パソコンにインストールした映像解析ソフト
Dart Trainer Pro（DARTFISH 社製）の「シナリ
オ機能」を用い、下記の手順でビデオフィードバッ
クを行った。この映像解析ソフトは、村山ら（2007）
が用いたものと同じモデルである。使用したビデオ
カメラは IXY DV M5（キャノン社製）で、毎秒 30
フレームの画像を撮る一般的な家庭用モデルであ
った。このビデオカメラを iLink ケーブルによりパ
ソコンに接続した。使用したパソコンは Dynabook 
Qosmio G10/390 （東芝社製、17 ワイド液晶）であ
った。ビデオカメラもパソコンも、テニスコートに
設置してある外部電源に接続した（写真 1、図 2）。

1 ）教員はリモコンで録画ボタンを押す
2 ）学生はサーブを 1 球打つ。打ち終わったらす

ぐに、パソコンのところに行く。
3 ）教員はリモコンの停止ボタンを押す。停止ボ

タンを押したことにより、あらかじめ設定し
ておいた「シナリオ機能」が作動し、50％の
スピードでのスロー再生が 2 回繰り返される。
この間に学生は教員の解説を聞きながらスロ
ー再生画面を見る（写真 2）。

基本的には以上の手順でビデオフィードバックを行
ったが、適宜、リモコンの一時停止ボタンとコマ送
りボタンを押すことにより、コマ送りでのビデオフ
ィードバックも併用した。

5．アンケート

ビデオフィードバック実施日の授業中の最後に、
アンケートを実施した。図 3 に、実際に使用したア
ンケート用紙を示す（実際のサイズは A4）。アン
ケート用紙は表と裏からなっており、表面で、3 つ
の課題それぞれの主観的技術達成度、3 つの課題そ
れぞれに対してどの授業内容が有効だったかの順番

図 3　実際に使用したアンケート用紙。左図が表面で、右図が裏面。
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付けを記入する。主観的技術達成度としては、「最
初からほぼできていたと思う」「最初はできていな
かったが、この時間内にほぼできるようになったと
思う」「最初はできていなかったが、この時間内に
少しできるようになったと思う」「全く（または殆ど）
できるようにならなかったと思う」の 4 つを呈示し
た。学生は 3 つの課題それぞれに対して、この中の
1 つを選ぶ。授業内容としては、「教員の実技見本」

「実技見本時に行った、言葉による説明」「ビデオ映
像を見ること」「ビデオ映像を見ながら行った個別
説明」の 4 つを呈示した。学生は 3 つの課題それぞ
れについて、これら 4 つの内容に対して有効と思う
順に、番号をつける。裏面には、当日のビデオフィ
ードバックについての意見と、当日の授業全体につ
いての意見を自由記入形式で記入する。アンケート
への記入内容が、学生への成績評価と全く関係がな
いことを、アンケート用紙上および口頭で説明した。
また、記入に十分な時間をかけることができるよう
に、通常よりも 10 分程度、早めに実技を終了した。

Ⅲ　結果

1．主観的到達技術レベル

図 4～図 6はそれぞれ、課題 1 ～ 3 の、主観的
到達技術レベル、を時限別に示す。

課題 1 ～ 3 とも、全体としては「最初はできてい
なかったが、この時間内に少しできるようになった
と思う」が最も多いが、時限によって傾向はやや異
なる。課題 1 は課題 3 と比較して、「最初はできて
いなかったが、この時間内にほぼできるようになっ
たと思う」という学生は多く、逆に「全く（または
殆ど）できるようにならなかったと思う」という学
生は少なかった。

2．どの内容が有効だったか

図 7～図 9はそれぞれ課題 1 から 3 の、また図
10は課題 1 から 3 全体について、4 つの授業内容
が何番目に有効と思ったか、その人数を示す。いず
れの課題においても、「ビデオ映像を見ながら行っ

た個別説明」を 1 位とする学生が圧倒的に多かった。
「2 位」と考える学生が最も多かったのが「ビデオ
映像を見ること」である。経験者の多い1限では、「教
員の実技見本」を 1 位に挙げる学生は 0 ～ 2 名であ
ったが、経験者の少ない 2、3 限では、1 位に挙げ
る学生が比較的多く、特に課題 2 においては、2、3
限合わせて 10 名であった。

3．自由記入欄について

「本日行ったビデオフィードバックについてご意見

をお聞かせください」については、
・自分の悪いところが見られてよい
・自分のサーブのフォームでなぜ無駄にスピンがか

かってしまうのか、自分もサーブのフォームがい
かにバランスが悪いかがよくかわった

・自分が思っているのとは違って衝撃を受けた。で
も参考になった

・非常にためになった。またやってほしい
・自分のイメージと実際の動きが少し違っていたの

で、見ることで少し誤差を埋められたと思う
・2 回目を失敗してしまったが、失敗を見ることに

も意味があったように思う
・自分では自分の動きを見ることができないのです

ごく新鮮。上手な人の見本を見て、それを真似し
ようとすることで良くなる部分も多いけど、実際
に自分の動きを見ると、特にできていない所がよ
くわかったり、今まで言われて意識していたこと
が意外と形になっているのがわかったりしてうれ
しかった

・この機会がなければ自分がサーブを打つ姿を見る
ことはなかったと思うので、とても貴重な体験だ
った。映像を見ながらの指導は、言葉だけのもの
よりも理解しやすく、自分の欠点に気づきやすい

・自分のフォームを確認することは、いい経験にな
った。今回自分の悪かった点を直せるように、残
り数回の授業で意識しながら打ちたい。今後、デ
ジカメでストロークとかボレーも撮ってみようと
思う

・ビデオを見ることによって、いかに自分がへんて
こなフォームでサーブをしていたか、よく分かっ
た
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図 6　課題 3の、主観的到達技術レベル

図 7　課題 1について、4つの授業内容が何番目に有
効と思ったか

図 8　課題 2について、4つの授業内容が何番目に有
効と思ったか

図 9　課題 3について、4つの授業内容が何番目に有
効と思ったか

図 10　 課題 1～ 3全体について、4つの授業内容が何
番目に有効と思ったか
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・いいやり方だ。実際に自分のプレーを見て、自分
の欠点を見つけられると思う。更に、ビデオを見
ながら説明と指導を受けたのが分かりやすい

・スロー再生することで、よりわかりやすく自分の
ダメな所がわかった。これからも続けて欲しい

・ビデオをみると、「何か変！」とは感じるが、説
明を受けないと、何が変なのか、どうすれば良い
のか、よくわからない。しかし問題を指摘しても
らった後は、とても役に立った

・客観的にフォームの確認ができてよかった。サー
ブだけでなく、ストロークでもビデオフィードバ
ックしたい。ビデオを見ることが、注意点を認識
するのにとても大事

・教員から直接フィードバックを受けられると、学
生一人一人を真摯に指導しようとしている気持ち
が感じられ、とてもよかった

・どこをどうしたらよいか、具体的にわかったので、
今回のビデオフィードバックを取り入れた授業は
とてもよかった

・スロー映像を見るのは初めてでいい勉強になった。
自分のフォームは考えていたのと大分差があった

・言葉による指摘だけではいまいちピンと来ない事
でも映像として自分のフォームを客観手に分析す
ると、とても分かりやすく、非常に有効な練習方
法。ボレーでも見てみたい

・最初の方の授業でやりたかった。ビデオを見てす
ぐ試合だと、コートに入れなければいけないので、
あまり意識して打てない

・スロー再生や、コマ送りができるのがとても有効
だった

「その他、今日の授業について自由にご意見をお聞

かせください」については、
・非常に参考になった
・たくさん試合もできたし、サーブでこれから意識

すべきことがわかったのでよかった
・もっと基礎練習がしたい。ビデオはどんどん活用

すべき。見本よりもイメージがつくりやすい
・ラリーが続けられなかった。試合中にもアドバイ

スをし合うことが大切だと思った
・これからもビデオフィードバックを多く使って欲

しい。毎回個人の動作を撮り、ＤＶＤを作成すれ

ば、自分の成長を感じられる
・自分を客観的に見ることができて、新たな発見が

あった。とても有意義な授業だった
・ビデオフィードバックの内容を意識しながら練習

ができた

などの記入があった（類似した記入内容は一つにま
とめた）。

Ⅳ　考察

1．映像フィードバックの効果

　「ビデオ映像を見ながら行った個別説明」を最も
有効と答えた学生が多いこと、「最初はできていな
かったが、この時間内に少しできるようになったと
思う」と答えた学生が多いことを合わせて考えると、
テニスサービスの動作改善にとって、スロー再生を
用いたビデオフィードバックが有効であったと考え
られる。また、自由記入欄への記述内容からも、有
効性がうかがえる。ビデオ映像を見ながら個別説明
を行うのが今回の授業内容の中で最も高い評価を得
るであろうことは、予想通りであった。一方で、「テ
ニス経験が少ない学生からは、『ビデオ映像を見る
こと』という部分は、『教員の実技見本』や『実技
見本時に行った、言葉による説明』と比べて、あま
り評価されないのではないか」と予想していた。ど
のようなフォームが好ましいのか、というイメージ
も乏しい学生にとって、映像を見せるだけでは効果
を感じられないのでは、と考えたからである。と
ころがアンケート結果によると、未経験者中心の 2、
3 限の学生が、「ビデオ映像を見ること」を 1 位ま
たは 2 位に選んだ数は、「教員の実技見本」や「実
技見本時に行った、言葉による説明」を大幅に上
回っていた（図 7 ～ 10）。経験者中心の 1 限の学生
においては、その傾向は更に強かった（図 7 ～ 10）。
このことは、未経験者でも経験者でも、教員の実技
見本やその際に行う言葉による説明よりも、ただ単
にビデオ映像を見せるだけの方が、学生からの評価
が高い、という可能性を示唆しており、今後授業計
画をたてる際に大いに参考になる結果である。ビデ
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オ映像を見せるだけであれば教員がパソコンに張り
付く必要はなく、クラス全体を見渡し、安全管理等
につとめることができる。その結果、補助教員なし
でビデオフィードバック授業を行うことが可能にな
るかもしれない。ただしスロー再生を行うには今回
使用したソフトウェアの場合はリモコンのボタンの
録画ボタンと再生ボタンを 1 回ずつ押す必要がある
ため、何らかの工夫が必要となる。

2．フィードバック時の再生速度

自由記入欄には、スロー再生やコマ送りを高く評
価する内容も複数あった。もしも今回、等速でのビ
デオフィードバックを行っていたら、アンケート結
果がどのように異なったのかは明らかでないが、当
日、フィードバックを担当した教員が受けた印象で
は、スロー再生ですら、動きが速すぎて学生の理解
が難しく、コマ送りにしてやっと理解したというケ
ースも多々あった。今回のアンケートでは、スロー
再生とコマ送りのどちらが有効だったかという質問
項目を設定しなかったため、学生の評価については
明らかでないが、今後、速い動作を対象とする場合、
50％スピードでのスロー再生よりももっと遅いスピ
ードでのスロー再生、またはコマ送りも選択肢にい
れるべきであろう。ただし当然のことながら、再生
速度を遅くすればその分、再生に時間がかかる。例
えば今回、録画ボタンを押してから停止ボタンを押
すまでの時間は 5 秒程度であるが、50％スピードで
再生すると、2 回再生するのに 20 秒かかる。これ
が 25％スピードでの 2 回再生となると、40 秒かか
ってしまう。授業時間の中でビデオフィードバック
にかけられる時間と学生数を考慮しながら計画を立
てる必要がある。

3．実施時期

ビデオフィードバック実施日は、第 11 回目の授
業日であった。サービスの指導、練習は初回を除い
て毎回行ってきた。また、授業中にビデオフィー
ドバックを行ったのは 1 ～ 3 限とも、初めてであ
った。今回呈示した 3 つの課題は、繰り返し学生に
伝えていた。それにもかかわらず、3 つの課題とも、

「最初はできていなかったが、この時間内に少しで
きるようになったと思う」（図 4 ～ 6）と答えた学
生が多かったことは、ビデオフィードバックの大き
な効果を示唆するものである。大学の授業は、春学
期、秋学期それぞれ 13 回程度ある。今回、第 11 回
目に実施したため、気づいた点を改善するための練
習を、残りわずか 2 回の授業で行うことになってし
まった。13 回のうちどのタイミングでビデオフィ
ードバックが有効なのかは、本研究からは明らかで
ないが、自らのフォームを確認し、改善点を認識し
てからの練習量がある程度多い方が、技術習得にと
っては有効かもしれない。

4．映像フィードバック授業に適した課題

3 つの課題のうち、課題 3「利き腕はなるべく何
もしないで流れに任せよう（脱力しよう）」につい
ては、「全く（または殆ど）できるようにならなか
ったと思う」という学生が 8 名と、他の課題と比べ
て多かった。もともと他の課題よりも難易度が高い、
ということも考えられるが、映像で課題の達成度合
いを確認するのが比較的難しい、ということも一
因と考えられる。課題 1「トスを上げた左腕をなる
べく長くあげていよう」のように、映像で確認する
のが比較的容易である課題で「全く（または殆ど）
できるようにならなかったと思う」と答えた学生が
3 名のみであり、また「最初はできていなかったが、
この時間内にほぼできるようになったと思う」と答
えた学生が課題 3 と比較して著しく多かったことか
らも、映像で達成度合いが確認できる課題に、ビデ
オフィードバックが向いている可能性があるといえ
るだろう。

5．問題点

ビデオフィードバックを行う上での問題点につい
て考えてみたい。まず、今回の授業のように教員が
フィードバックに専念する場合、他の学生に対して
指導・安全管理が不十分となる点が挙げられる。今
回はもう一人の教員が授業に協力したことでこの問
題は解決したが、いつも他の教員の都合がつくとは
限らないため、教員が一人でも行えた方が実用的で
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ある。その意味でも、上述したように、今回のアン
ケート結果で、単に「ビデオ映像を見ること」とい
う指導内容が比較的高い評価を受けていたことは大
いに参考になる。次に、授業準備にやや時間・手間
がかかる、という点が挙げられる。今回の場合では、
事前にシナリオ機能を作成した上で、授業開始の
約 50 分前にテニスコートに入り、ビデオカメラや
パソコンの設置などを行った。実際に行う作業とし
ては、電源の確保、三脚とビデオカメラとパソコン
の接続、パソコンの設置（学生が見やすい高さにパ
ソコンを置く必要がある）、ビデオカメラの画角設
定（どの範囲を撮影するか）、ソフトウェアの動作
確認などである。今回はこれらを教員 2 名で行った
が、1 名で行うと、特に画角設定に苦労する可能性
がある。また今回は外部電源が確保できたが、運動
施設によっては、確保できない場合もある。その場
合、今回行うビデオフィードバックはパソコンを使
用するため、予備バッテリーを準備するなどの工夫
が必要になる。

Ⅴ　まとめ

スロー再生を用いたビデオフィードバックを、大
学体育授業におけるテニスのサーブに活用すること
について、学生が有益と判断したことが明らかとな
った。教員の実技見本や口頭での説明よりも映像に
よるフィードバックが高評価を受けていたことは、
今後の授業計画を立てる上で大いに参考にすべきで
あると考えられる。
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Ⅰ　研究の背景

剣道は、竹刀を持ち相手と対峙し、その相手のさ
まざまな隙をとらえて、有効打突を競い合うもので
ある。その有効打突に関して、財団法人全日本剣道
連盟（1999）は試合･審判規則の中で次のように規
定している。「充実した気勢、適正な姿勢をもって、
竹刀の打突部で打突部位を刃筋正しく打突し、残心
あるもの」とし、小手、面、胴、突の各部位を、打
突の機会や強さ、身体のさばき、手の内、冴えを総
合的に判断し決定することが示されている。

また、まず初心者は、構えや足さばきを学んだ
後、有効打突につながる竹刀操作の方法を体得する
ために、空間停止する「素振り」と呼ばれる動作を
指導される。この「素振り」は、多くの指導書の中
では、「上下振り」「斜め振り」の説明が中心で、一
般的に練習の場面で行われている「正面素振り」す
なわち「竹刀を送り足で前進後退を繰り返しながら、
まっすぐに振りかぶり、正面の位置まで振り下ろす
もの」（植田ら、2002）に関する記述はほとんど見
られない。これは、高野佐三郎（1915）や持田盛二、
さらには中野八十二（1974）などの著した指導書が
参考にされていることが考えられる。

そこで筆者らは、剣道の習熟度に関係なく、正し
い竹刀操作と正しい打突動作を習得するために、代
表的な練習法として考えられている「正面素振り」
について、先行研究を見出せなかったため、さまざ
まな角度から研究を進めてきた。

例えば植田ら（2002）は、「剣先の停止位置」「左
右拳の高さ」「筋の使い方」に着目し、「正面素振り」
において、「右拳を右肩の高さで停止させる」方法
と「右拳を胸の高さ（剣先が頭頂点の高さ）で停止
させる」方法の相違について報告している。その内
容は、後者が対人的な感覚を身につける方法として
適しており、現代剣道にあった指導法であると結論
付けている。

しかし、正面素振りの振りかぶり方法については
未だ、不明確なままである。中野ら（1970）は、唯
一、「正面素振り」の実施に際して、「つねに体勢を
整え、構えを正し、気合を込めて、正確に動作する
ことが大切である。」と説明している。また財団法
人全日本剣道連盟の「剣道社会体育教本」（1999）
では、空間打突の中の、「正面打ち」において、「両
腕の間から相手の面が見えるぐらいの位置まで振り
かぶり、正面まで振り下ろす。」との表現にとどま
っている。すなわち、具体的な振りかぶりの方法に
ついて経験則を超えた表現をしないように、抽象的
な指導に終始している。

植田ら（2002）は、剣道の正面素振りに関する意
識調査を行い、その考察の中で振りかぶりの意識に
ついて、「左拳」に最も高い意識をおいていること、
左手の握りが緩まないこと、両腕や剣先を意識して
自分の正中線上を振りかぶること、に注意して正し
い動作となるよう、回答者が心がけていると報告し
ている。さらに振りかぶり方について、年代別の回
答を見ると、素振りのタイプは以下の 4 つに分けら
れる。

加速度センサを用いた竹刀剣先速度評価システム開発の試み
吉田泰将＊，村山光義＊，加藤幸司＊

内山孝憲＊＊，鈴木文菜＊＊

＊慶應義塾大学体育研究所
＊＊慶應義塾大学理工学部物理情報工学科
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＜素振りのタイプ＞
素振り①：竹刀が臀部に当たるまで振りかぶる（振

り上げ角度 270 度）
素振り②：竹刀が身体後方で斜め下、床面に向かう

ように振りかぶる（振り上げ角度 225 度）
素振り③：竹刀が身体後方で床面と平行になるまで

振りかぶる（振り上げ角度 180 度）
素振り④：竹刀が頭上斜め上方向に高く向かうよう

に振りかぶる（振り上げ角度 135 度）

すると、各年代ともに、素振り④が 50% 以上の
回答で、素振り③は 2 番目に多く、素振り④③を合
わせて、80% 以上を占めたと報告している。これ
までの指導書や剣道関係の雑誌における特集、また
警視庁剣道教本（1968）や財団法人全日本剣道連盟

「剣道社会体育教本」（1999）などによる素振り④を
啓蒙するような記述や写真による説明により、意識
する場合の基準になっていたことが推測される。

そこで稽古や試合の場面において、実際に正面を
打つことにつながる「正面素振り」に着目し、特に
正面の高さで停止する際の、振りかぶり方の相違に
よる剣先の速度の変化に焦点を当て、動作分析を試
みた（図 1）。

測定の結果より、剣道の有効打突を求めて「正面
素振り」を練習する場合、自分の頭頂点の高さを目
標にして、その停止位置に近いところで剣先最高速

度が出現するように行うことが重要となり、そのた
めには、素振り③をイメージして、結果的に素振り
②の振り上げ最高位置となり、振り下ろしていくこ
とが求められることが理解できた。

さらに、指導に際して有効であると考えられる点
が得られたので、指導場面で指導対象者に意識させ
るポイントを整理すると以下のとおりである。

1 ）左手の握り（特に小指・薬指）を緩めないよ
うに振りかぶる。

2 ）両腕の間から相手が見えるように振りかぶる。
3 ）両肘が顔の横までくるように振りかぶる。
4 ）振りかぶり最高時の剣先位置を観察し、素振

り③から素振り②の位置となっていることを
確認し、そうなっていない場合は修正するよ
う助言する。

このようなポイントを踏まえ、数多く正面素振り
を実施することにより、体の運用、手の内の冴え、
正しい姿勢の保持、全身の筋力強化、肩関節の柔軟
性の向上、心肺持久力の向上などを図る。剣道にお
いて有効打突を求めていく中で、正しい正面素振り
は重要な要素であり、正しい指導とそれに伴う各人
の実践が必要であると結論付けた。

指導対象者に対して、このような指導を施した場
合、それが剣先のスピードに影響し、目指すところ
の剣先の冴えのある素振りとなるかどうか、評価で
きないか？　簡易な方法でそれを評価する方法はな

図 1　素振りの局面
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いものか考えた次第である。

Ⅱ　本報告のねらい

これまでの研究の成果を受けて、指導現場でスイ
ングスピードを評価する方法として、加速度センサ
を用いた剣道竹刀の素振り速度評価システムについ
て検討するに至った。この計測システムは録画映像
の分析等の事後処理が不要となり、指導現場に有効
である。しかし、剣道の素振りにおいては最大速度
の出現局面が技術レベルによって異なることがわか
っており、上級者ほど竹刀停止直前に最大速度が得
られる。従って、単に素振り速度を知るのみならず、
自己の素振り動作パターンを認識させ改善に取り組
ませる指導が重要となる。こうしたスポーツ技術向
上に寄与する指導プログラムの開発を課題として、
動作映像の即時フィードバックによる技術指導の効
果（フライングディスクやテニス）についても検討
を行ってきている。本研究も、剣道の素振り指導に
おける、スイングスピード評価システムと動作映像
の即時フィードバックを融合させた技術指導を実践
することを視野に入れている。今回は剣道の素振り
指導における、スイングスピード評価システムの開
発について報告する。

Ⅲ　方法

1．加速度計測システム（1号器および2号器）

・竹刀先端部に加速度センサ（H48M、日立金属）
を内蔵するよう固定した（図 2 ･図 3）。
竹刀の先端部から 42 ｍｍの位置に内蔵する形
で固定し、ケーブルを通してパソコンに記録す
るため、このようなダイヤグラムとした。加
速度センサは Y 軸と Z 軸の 2 軸のもので、縦
4.8mm 横 4.8mm 厚さ 1.5mm のものを使用した。
アンプを 2 つ使用して増幅した。竹刀の全長は
約 120cm、総重量は 530g である。

・センサの出力をインスツルメンテーションアン
プ（INA118, Burr Brown）で増幅した。

（ゲイン：1 号器 51 倍、2 号器 34 倍）。
・カットオフ周波数 1026Hz のローパスフィルタ

を構成するように、ゲイン調整用の抵抗にコン
デンサを並列に接続した。センサの電源は、単
4 乾電池 4 本で 6V とした。これにより、セン
サの感度（室温、動作電圧 5V で 0.75mV/g）
は、0.9mV/g となる。加速度信号を AD 変換
器（サンプリング周波数 5000Hz、計測時間
10or15s）を介して、計算機に入力してファイ
ルに保存した。

・2 号器の作成
1 号器の結果を踏まえて、①計測可能な加速度

図 2　ダイアグラム
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範囲を拡大すること、②ノイズ対策を行うこと、
③竹刀の中を通すケーブルの固定法を改善する
ことを念頭に 2 号器の作成を行った。

2．計測方法

・実験 1：4 名の被験者を対象に 1 号器を用いて
5 回の素振りを 1 セットとし、足を動かさず連
続 6 セットの計測を行った。被験者は上級者

（経験年数 36 年）1 名、初級者（学校授業時経
験者）2 名、初心者 1 名であった。

・実験 2：1 号器では上級者の加速度データが飽
和してしまったため、出力ゲインを 34 倍に変
更した 2 号器を作成し、5 名の中級者を対象に
同様の素振りの計測を行った。

・実験 1・2 を以下の条件で計測を行った。
・同時に各動作を 2 台のハイスピードビデオカ

メラ（Nac、HSV-500C3　フレームレートｆ
250sec.）で 2 方向より撮影した（図 4）。

・カメラと加速度信号の同期は、ライトを点灯し、
ライトに供給する電圧を加速度信号と同時に計
測することによって行った。

・画像解析から得られた速度合成は、図 5 のよう
な波形を示す。

Ⅳ　評価パラメータ　

図 6 に計測データから選択した評価に使用するパ
ラメータを示す。
 1 ）竹刀軸方向加速度

竹刀の軸方向の加速度は、軸方向の並進の加
速度と竹刀の回転による遠心力による加速度
を含む。遠心力は、竹刀の回転角速度の 2 乗
に比例する。（センサ情報）

 2 ）振り下ろし方向の加速度
振り下ろし方向の加速度（竹刀の軸に直交す
る方向）は、竹刀の速度がピークに達した後、
竹刀を静止（停止）するときに大きな変化を
示す。（センサ情報）

 3 ）x 方向変位
竹刀が、振りかぶりで前方から後方へ、振り
下ろしでは後方から前方へ移動する様子を表
す。竹刀の静止（停止）を知ることができる。

（ビデオ情報）
　 4 ）z 方向変位

x 方向変位と同様に、竹刀の静止（停止）を
知ることができる。（ビデオ情報）

　 5 ）速度合成
最大速度になるタイミングが画像解析では、
経験者と未経験者の差として現れる。

図 3　実物の写真
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図 4　実験風景

図 5　速度合成
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これらのことを考慮して、下記のような評価
指標を定めた。（ビデオ情報）

　 6 ）T1
画像解析によるデータから、速度合成が最大
値になる時間からｘ方向の変位が変化しなく
なるまでの時間を求めた。なお静止したこと
は、変位データを目視して判断した。（ビデ
オ情報）

　 7 ）T2
竹刀を静止するために観測される振り下ろ
し方向の加速度が、peak to peak で 10% か
ら 90% に変化するときに要する時間である。
経験者は未経験者に比べて、より静止位置に
近い時に最大速度に達するため、静止する際
の加速度よりも短時間に大きく変化すること
を予想した。（センサ情報）

　 8 ）T3
竹刀の軸方向の加速度が最大になって、それ
に直交する方向の加速度が最大になるまでの
時間である。（センサ情報）

図に示したパラメータ以外に考えられるもの
として次のものがある。

　 9 ）vmax-vmin
竹刀先端の速度最高値が観測されてから最小
値が観測されるまでの時間（ビデオ情報）

　10）躍度（Jerk）
振り下ろし方向の加速度が peak to peak で
10% から 90% まで変化する時の傾き。加加
速度のこと。（センサ情報）

　11）振り下ろし方向最高加速度（センサ情報）

Ⅴ　結果及び考察

1．実験 1

⑴  T1 と T2 の関係（図 7）
T1（竹刀先端部速度が最大になってからｘ方向

変位が変化しなくなるまでの時間）は上級者にお
いて短くなる傾向にある（吉田ら 2005）ことから、

図 6　局面と評価パラメータ
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図 8　速度最大－最小 vs 躍度

図 7　T1と T2の関係
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加速度センサから得られるパラメータと T1 の関係
を見ることとした。（尚、実験 1 については 2007 年
第 40 回日本武道学会において報告済みである。）
T1 と T2（振り下ろし方向加速度が peak to peak
で 10% ～ 90% に変化する時に要する時間）を見て
みると、ｒ＝ 0.465 の有意な相関が見られる。しか
しながらばらつきが大きいのも事実である。この理
由には、軸方向の加速度が最大になる時間と、速度
合成が最大になる時間は一致しておらず、速度には
並進速度の成分も大きいことが影響していると考え
られた。さらに、T2 は T3 にかかわらず一定とな
る傾向が認められた。以上から加速度の変化時間で
ある T2 を指標に、速度を推定できる可能性が示さ

れた。

⑵　躍度を利用する可能性（図 8）　

さまざまなパラメータについて検討した上で、浮
かんできた指標がある。躍度あるいは加加速度と呼
ばれる加速度の変化率を表す単位である。ここで速
度が最大から最小に変化するまでに要した時間との
関係についてみると、このような有意な相関が見ら
れる。これは振り下ろし方向の加速度の変化率、傾
きに着目するものである。

加速度は力に比例する（F = ma）ことと対応さ
せれば、躍度は力の時間変化に対応していると言え
る。そこで竹刀に振り降ろされるように作用してい

図 9　T1との相関
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る力を、いかに短時間に、竹刀を止めるように作用
する力に変化させることができたかを評価できると
考える。

速度最大－最小（この最小とは速度が零になるこ
とを期待している時間と考えた）と躍度の関係のグ
ラフでは、以下のことが考えられる。

⑴　速度最大－最小が長いということは、竹刀を
止めるのに時間が掛かったということで、躍
度が小さくなる。

⑵　速度最大－最小が短いということは、竹刀を
止めるのに時間が掛からなかったということ
であり、躍度が大きくなる。

このことから、剣先の冴えと呼ばれるものと関係
があるのではないかと思われる。

2．実験Ⅰおよび実験 2の合成結果 
　（図 9-1：上．9-2：中．9-3：下）

改良を加えた 2 号器による実験 2 のデータを実
験 1 に加え、総合して分析を試みた。図 9-1 におけ
る中程度の相関があり、T1 が短いほど T2 も短く
なる傾向がある。しかし、T1 が 160ms を超えると
ばらつきが大きくなり、逆に T1 が 130ms 以下に
なるとほぼ T2 が 40ms 付近に収束する。図 9-2 の
T3 についても T2 と類似した傾向が示された。図
9-3 によると、躍度は T1 と負の相関があり、T2・
T3 よりも相関係数が高い。

以上を踏まえると、T1 は 130ms-160ms の範囲
に比較的集中しており、130ms 以下と 160ms 以上
との境界を形づくる。この T1 全体を推定する上で
有効なのが躍度と言える。T2・T3 は T1 が 130ms
以下では収束する傾向があり、T1 の 130-160ms の
範囲との判別がつきづらい。逆に言えば、T1 が
160ms以上竹刀最高速度出現から竹刀停止までに時
間がかかる素振りについては、T2・T3 のパラメー
タが有効となる。指導場面におけるひとつのパター
ンとして、まず T2 の短縮を見て 100ms 以内になり、
収束する傾向が出てきた場合、躍度の高まりを次の
指標として与えることも有効かもしれない。最終的
な躍度の高まりの前段階として T2 の一定範囲への
短縮があると考えるのである。

剣道において「剣先の冴え」は有効打突の判定の

要素となる「打ちの強さ」や「打ちの音」を良くす
ると言われている（中野、坪井ら 1970、1974）。こ
の冴えは、振り上げた両肘を、脇を閉めるように
肩関節を中心に上腕部を回転させ、次に肘関節を
中心に前腕部を、さらに手首の関節によって左右の
握りに力を伝えて、竹刀をまるで鞭を振るうように
操作することによって生じる。従って、各関節の脱
力がなされていることが前提となる（植田、吉田ら
2002）。結果的に冴えのある素振りを体感するため
には、振り下ろし時に刃音がなるほどのスピードが
必要で、それを「手の内」の作用で一瞬にして停止
させる。このときに加速度センサの情報である躍度
が高まるものと考える。

Ⅵ　まとめ

・加速度センサを用いて、経験者と未経験者の剣道・
正面素振りの違いを定量化した。

・画像分析に比べて、センサのデータ処理の方が、
時間や手間がかからず、指導現場に反映しやすい
ものと考える。

・竹刀の最高速度が観測されてから、竹刀が停止す
るまでの時間を短縮することにより、竹刀の振り
下ろし方向の最高加速度が向上することが示唆さ
れた。

・加速度センサから得られる情報を利用して、正
面素振りの質の向上を図るには、① z 軸加速度が
10% ～ 90% に変化する時間（評価指標：T2）を
短縮する。②躍度（Jerk）を増加する、の 2 点を
意識させるような指示を行うことを考える。

・このような研究成果を剣道のみならず他のスポー
ツにも応用し、指導現場に有効に活用していくこ
とを期待したい。

Ⅶ　今後の課題

これまでのデータに加えて、小学生から 6 段・7
段の高段者までそれぞれの初心者と経験者の素振り
に関するデータを収集する必要がある。そのために
は、財団法人全日本剣道連盟が定めている試合規則
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に沿った竹刀の基準（長さ・重さ・太さ）ごとの加
速度センサ付の竹刀の作成を行わなければならない。
これは男女によっても異なる基準であるため、小学
生は男女共通、中学生男女、高校生男女、大学生・
一般男女の 7 種類の竹刀が必要となる。

それと同時に、アドバイスに用いる指導内容を簡
素化し、その指示によって素振りの内容が変化し、
よりよい形となり評価値も上がるといった検証を行
うため、動作映像の即時フィードバックを加えた技
術指導ができるよう研究を進めたい。

そのためには、ピエゾ抵抗型 3 軸加速度センサを
用いたゴルフスウイング技能評価システムの開発

（仰木ら 2004）におけるビデオによる視覚情報と腰
部・左手首・クラブヘッドの加速度情報を総合評価
するシステムを参考に、剣先の加速度情報に加えて、
左手首や肘などの加速度と合わせて評価することも
視野に入れて検討を進めたい。
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塾生の身体機能および形態の特徴と 
その評価に関する研究

プロジェクトメンバー：佐々木玲子（代表）, 村山光義, 村松憲, 奥山（清水）靜代, 牛山潤一

〈本研究プロジェクトの目的〉

本プロジェクト研究は､ 慶應義塾大学に在籍する学生（以下､ 塾生）の健康な学生生活を支える「身体」
に焦点を当て､ その実態を把握するとともに塾生に対するフィードバックも含めた､ 有意義なシステムを構
築するための基礎的研究である｡

その内容および目標とするところは以下に示すものである｡
1 . 体育研究所の施設を有効活用し､ かつ塾生にとって有意義な（興味深い）項目を備えた形態・機能測

定を実施し､ 基礎的データを収集する｡
2 . 得られた測定値データより､ 塾生（青年期）の身体特性を明らかにする｡
3 . 蓄積された資料より､ 評価の基準となるような塾生の標準値を定める｡
4 . 身体機能測定・評価システムとして活用するための基盤を整備する｡

〈2年間の研究経過と実績〉

1 年目は､ 前年（2005 年）度から実施した塾生の形態・機能測定プログラム「Nice Body への道」測定プ
ロジェクトを元に､ 体育研究所内のプロジェクト研究として立ち上げた｡ 実施期間､ 測定項目､ 測定方法の
見直しを行い､ 対象者 1 名について約 60 分程度の所要時間を見積もり､ 測定を計画､ 実施した｡ 測定の実
施にあたっては以下のような流れで行い､ 測定期間は､ 春学期､ 秋学期それぞれ 1 期ずつとした｡ なお､ 測
定の内容については､ 本誌報告Ⅰに記載した｡

「1. 測定対象者の募集（ポスター掲示､チラシの配布､授業での告知､体育研究所ホームページへの掲載）
→　申込者に対する実施日時の調整と連絡（e-mail）→　測定実施（体育研究所測定実験室）→　結果のフ
ィードバック（自宅への郵送）」

年度内のデータをまとめ､ 塾生の形態・機能特性についての報告を行った（本誌報告Ⅱ「超音波法を用い
た塾生の形態評価について｡ 慶應義塾大学体育研究所紀要」､ 報告Ⅲ「塾生の内中膜複合体厚について」）｡  

2 年目は､ 前年度に引き続き同様の方法で測定を行い、さらにデータの蓄積に努めた｡ 個々の測定項目に
おいて若年者の特徴として抽出できるものについては､ それに関する分析を行い報告した（本誌報告Ⅳ「様々
な重心動揺指標を用いた本塾塾生の平衡機能の評価｡ 慶應義塾大学体育研究所紀要」､「筋厚および皮下脂肪
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厚からみた男女大学生の形態特性｡ 第 62 回日本体力医学会」､「男女大学生にみられる静的立位時身体動揺
特性の個人差の要因に関する検討｡ 第 62 回日本体力医学会」）｡ また､ 両年度とも研究内容､ 結果等について､
日吉研究ポートフォリオへの出展により公開した｡

また､ 2 年間に蓄積されたデータを元に､ 塾生の評価基準値（ノルム）を作成した｡ しかしながら詳細な
分析を行ったうえで作成するには至らなかったため､ 適正な評価であるかどうか検討していくことを次への
課題としたい｡ さらに､ この測定・評価を継続的に実施していくシステム作りに向けて今後も検討を重ねて
いく必要があると考える｡

〈成果報告〉

（論文､ 報告書等）

1 ）村松憲, 牛山潤一, 清水靜代, 村山光義, 佐々木玲子：超音波法を用いた塾生の形態評価について. 慶
應義塾大学体育研究所紀要, 46-1, 17-24, 2007．

2 ）牛山潤一, 政二慶, 村松憲, 奥山靜代, 村山光義, 佐々木玲子：様々な重心動揺指標を用いた本塾塾生
の平衡機能の評価. 慶應義塾大学体育研究所紀要, 47-1, 13-24, 2008．

（学会発表等）

1 ）佐々木玲子, 村松憲, 奥山靜代, 村山光義, 牛山潤一：筋厚および皮下脂肪厚からみた男女大学生の形
態特性. 第 62 回日本体力医学会, 2007.9．

2 ）牛山潤一, 村松憲, 奥山靜代, 村山光義, 佐々木玲子：男女大学生にみられる静的立位時身体動揺特性
の個人差の要因に関する検討. 第 62 回日本体力医学会, 2007.9．

3 ）佐々木玲子：塾生の形態・運動機能の評価システム作成に向けての基礎的研究　―体育研究所プロジェ
クト研究―.「Hiyoshi Research Portfolio　2007」出展企画, 2007.11．

〈課題に関連する研究助成金〉

1 ）平成 17 年度学事振興資金　共同研究　（86 万円）
　　「超音波装置を用いた塾生の身体組成に関する研究」：研究代表者　村松憲
2 ）平成 17 年度学事振興資金　個人研究　（20 万円）
　　「身体活動量の違いが末梢血管の形状および機能に及ぼす影響」：研究代表者　清水靜代
3 ）平成 18 年度学事振興資金　共同研究　（80 万円）
　　「塾生の身体機能および形態の特徴とその評価に関する研究」：研究代表者　佐々木玲子
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Ⅰ　はじめに

人が健康な日常生活を円滑に営むためには、適度
な身体活動を継続することが必要である。さらにそ
の身体活動を快適に行うためには、活動の源である
筋の量や身体の組成、およびその身体を動かすため
の機能を維持・向上させていくことは極めて重要と
なる。現代の生活環境下においては、特に意識して
実施しない限り、日常生活における十分な身体活動
量を保つことは難しいのが現状であり、大学生もそ
の例にもれない。青少年の体力・運動能力は、その
測定値の推移から 1980 年頃をピークに低下し続け
ていることが指摘されている（西嶋、2002）。その
ことからも、それを支える身体そのもの、および運
動にかかわる機能の低下も十分予想できる。

一方、機能的側面とは別に現代の若者は自身の形
態的側面（見た目）には関心が高く、必要以上に「細
い」身体を求める傾向にある。特に女子の痩せ願望
は昔も今も変わらない（矢島、1996）。しかし、見
た目はスリム、あるいは体重は標準的であっても、
身体組成に着目すると、筋量が少なく脂肪量が多い、
いわゆる「隠れ肥満」が潜んでいることも報告され
ている。重量としての負荷は小さくても、動く原動
力である筋量が少なければ、結果的に運動を快適に
持続することは難しくなる。

身体活動の源である筋の量や身体の組成、および
その身体を動かすための機能を適切に把握し、維
持・向上させていくことは極めて重要となる。もし、
自身の身体をもう少し詳細に、客観的に知ることが
できれば、よい状態を保持する動機付けになるので
はないだろうか。さらにそれが自身の健康の維持・
増進につながっていくことが望ましい。

身体各部位の皮下脂肪厚、筋厚について測定した
報告（Abe et al、1994、安部と福永、1995）では、
広範にわたる年齢層を対象としているものであり、
両項目について学生を含む若年成人に焦点を絞って
測定されたものはほとんど報告されていない。我々
が対象とする学生の年齢の標準的データを得ること
は必要であり、意義あることと考えられる。同時に、
四肢の測定部位の筋硬度ならびに発揮筋力、さらに
平衡機能をみる指標として直立時の重心動揺、など
筋機能にかかわる項目を測定した。特に、後者につ
いては近年、転倒防止などの観点から高齢者の平衡
機能に関連した報告は数多くみられる。しかしなが
ら、若年者のデータはきわめて少ない。青少年の体
力低下が指摘されている現在においては、高齢者だ
けでなく若い年齢層のデータも蓄えておく必要があ
るだろう。同様に、循環系機能についても高齢者に
関しては多くの報告があるが、若年者について言及
したものはほとんどない。日常の活動を含めて身体
運動に影響を及ぼすと思われる機能についても把握
することが必要と考え、安静時の血管形状にも着目
した。

以上のことから、本研究は、本学学生（塾生）の
形態、特に自身の身体として関心が高いと思われる
ところを含んだ部位、および機能についてその特徴
を把握し、塾生へのフィードバックを行うことを念
頭におき、評価基準を作成することを目的として行
った。

我々は体育・スポーツ活動を通じて、心身ともに
健康な状態で学生生活を送ることを支援する立場に
あるが、こうしたデータの蓄積によって学生の現状
を把握することは、どのような働きかけをしていく
ことが望ましいかを考えていく資料となるものであ
る。

塾生の形態および身体機能特性とその評価　～評価ノルム作成の試み
〈本プロジェクト研究班のまとめ〉

佐々木玲子，村松憲，牛山潤一，奥山靜代，村山光義

報告Ⅰ
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本研究では推進期間中（約 2 年間）、測定項目の
適切性についても検討を行い、内容の修正を行いな
がら実施した。したがって実施期間によって測定項
目は多少異なっている。本稿では、この期間中に実
施したデータをもとに塾生の特徴と評価基準につい
て報告する。

Ⅱ　方法

1 ．対象：本測定を行うにあたり、「身体の形態・
機能測定プロジェクト“Nice Body への道”」
と銘打ち、慶應義塾大学に在籍する学生（以下、
塾生）に対してボランティアでの参加を募った。
対象者は、男子 168 名、女子 230 名であった。
測定に当たっては、対象者に対して事前に、本
研究の目的、内容、測定に伴う危険性、参加へ
の任意性、および個人情報の取り扱いの厳重性
を説明した上で、測定への参加の同意を書面に
て得た。

2 ．測定期間：2005年11月から2008年1月であった。
この期間のうち、各学期ごとに一定の測定日時
を設定（計 5 期）し、各期ごと事前に対象者を
募った。

3 ．測定場所：体育研究所内、測定実験室、他。
4 ．測定項目および方法：

1 ）身長、体重、体脂肪率（インピーダンス法お
よび腹部皮脂厚による推定法）

・インピーダンス法による体脂肪率は、タニタ、
BM-003 により計測し、皮脂厚からの推定は、
腹部皮脂厚をもとに Abe ら（1994）の計算
式を用いて体脂肪率を算出した。

2 ）上腕長および周径囲、大腿長および周径囲、
下腿長および周径囲、腹部周径囲（臍の高さ
の水平囲）

・測定部位の詳細は報告Ⅱ（村松ら、2007）を
参照。

3 ）上腕前後部、大腿前後部、下腿後部、および
腹部（臍横）の皮脂厚と筋厚

・皮脂厚および筋厚は、超音波 B モード法
（ALOKA 社製 ECHO CAMERA SSD-900）
によって測定した。測定部位および方法の詳

細は報告Ⅱ（村松ら、2007）を参照。
4 ）上腕、大腿および下腿の筋硬度
・上腕前部、大腿前部、および下腿後部について、

筋硬度計（井元社製 PEK-1）を用いて安静
時立位状態の筋硬度を測定した。測定点は3）
の超音波測定部に一致する筋腹部であった。

5 ）血圧、総頚動脈内中膜複合体厚
・血圧は標準水銀柱式血圧計を用い、総頚

動脈内中膜複合体厚は超音波 B モード法
（LOGIQBOOK, GE 横河メディカル）により
測定した。測定方法の詳細は報告Ⅲ（奥山ら）
を参照。

6 ）静的姿勢動揺
・床反力計（Kisler, Type9281C）上での立位

姿勢における足圧中心の同様を測定した。測
定方法および分析の詳細については、報告Ⅳ
を参照。

7 ）静的肘関節屈曲および膝関節伸展筋力
・一般に多くの運動において用いられる上下

肢の代表的な筋群を主働筋とする運動形態と
して、肘関節屈曲と膝関節伸展動作を選んだ。
どちらも静的筋力発揮を全力で行い、約 3 秒
間保持し、発揮中の最大値を計測した。肘関
節屈曲は椅座位で机上に肘を約 90°に固定し
て行った。膝関節伸展は椅座位で膝関節を
90°に保持した状態で行った。各試行とも最
大下の力発揮を数回行った後、全力の試行を
2 回行った。2 回のうちの値の大きい方を個
人の測定値とした。

＊なお、上記の 7 項目のうち、5）については、
2005 年 11 月から 2006 年 1 月の期間、7）につ
いては、2006 年 6 月から 2008 年 1 月の期間で
の測定項目である。

5 ．データ処理：測定された対象者個々の値から、
それぞれの項目について男女別に平均値および
標準偏差を算出した。それらをもとに、塾生内
における評価基準（ノルム）を作成した。
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男子 年齢
( 歳 )

身長
(cm)

体重
(kg)

体脂肪率
(BI；%)

体脂肪率
(fat；%)

上腕
周径囲
(cm)

大腿
周径囲
(cm)

下腿
周径囲
(cm)*

腹囲
（cm）  *

内中膜複
合体厚
(mm)**

最高血圧
(mmHg)**

最低血圧
(mmHg)**

mean 20.7 172.1 63.7 16.8 12.9 27.4 50.2 36.2 74.5 0.53 117.7 67.9 

sd 1.7 5.4 7.0 3.7 2.1 2.5 3.5 2.5 4.8 0.07 13.2 8.1 

max 33.5 187.3 82.4 30.5 23.0 34.0 58.7 41.7 87.8 0.70 144.0 89.0 

min 18.2 159.0 47.1 9.4 10.9 17.8 41.3 25.0 62.0 0.38 88.0 50.0 

上腕前
皮脂厚
(mm)

上腕
前筋厚
(mm)

上腕後
皮脂厚
(mm)

上腕
後筋厚
(mm)

大腿前
皮脂厚
(mm)

大腿
前筋厚
(mm)

大腿後
皮脂厚
(mm)

大腿
後筋厚
(mm)

下腿
皮脂厚
(mm)*

下腿筋厚
(mm)*

腹部
皮脂厚
(mm)

腹部筋厚
(mm)

mean 2.1 31.9 5.8 27.0 5.0 53.6 5.6 65.0 4.8 68.2 7.2 15.4 

sd 0.7 3.8 2.2 5.1 2.0 6.1 2.1 5.8 1.4 5.1 4.6 2.8 

max 5.0 41.5 13.9 46.6 14.8 70.8 14.1 83.8 8.5 80.4 29.3 21.9 

min 1.1 22.6 2.2 15.5 2.0 40.4 2.8 49.8 0.8 52.0 2.6 10.0 

上腕筋力
_ 右 (N)

上腕筋力
_ 左 (N)

大腿筋力
(N) 右

筋硬度上
腕

(kPa)

筋硬度
大腿
(kPa)

筋硬度
下腿
(kPa)

開眼時
平均軌跡

速度
(cm/s)*

閉眼時
平均軌跡

速度
(cm/s)*

n = 168
　* ：n=78
　**：n=88

mean 234.7 222.1 491.0 42.1 46.5 52.0 0.9531 1.1869 

sd 48.7 47.4 160.2 7.9 3.3 4.8 0.2844 0.3501 

max 392.8 357.2 896.3 76.3 53.6 61.1 1.9300 2.4600 

min 91.2 108.3 107.5 12.4 37.6 42.3 0.5170 0.5910 

女子 年齢
( 歳 )

身長
(cm)

体重
(kg)

体脂肪率
(BI；%)

体脂肪率
(fat；%)

上腕
周径囲
(cm)

大腿
周径囲
(cm)

下腿
周径囲
(cm)+

腹囲
(cm)+

内中膜
複合体厚
(mm)++

最高血圧
(mHg)

++

最低血圧
(mHg)

++

mean 20.2 158.7 51.0 24.6 18.4 24.4 48.3 34.4 71.0 0.49 101.8 63.5 

sd 1.5 5.5 5.3 3.9 2.8 1.9 3.0 2.1 5.2 0.06 11.0 8.1 

max 28.1 174.2 71.2 37.1 27.6 31.5 60.0 40.3 86.5 0.66 122.0 82.0 

min 18.3 140.5 34.0 15.6 13.5 18.6 39.5 26.8 57.5 0.32 80.0 48.0 

上腕
前皮脂厚
(mm)

上腕
前筋厚
(mm)

上腕
後皮脂厚
(mm)

上腕
後筋厚
(mm)

大腿前
皮脂厚
(mm)

大腿
前筋厚
(mm)

大腿
後皮脂厚
(mm)

大腿
後筋厚
(mm)

下腿
皮脂厚
(mm)+

下腿筋厚
(mm)+

腹部
皮脂厚
(mm)

腹部筋厚
(mm)

mean 3.6 23.8 11.5 17.3 11.6 47.1 12.1 54.8 8.3 14.9 11.1 12.6 

sd 1.3 2.9 2.8 3.7 3.1 5.3 3.7 5.4 2.1 6.5 1.9 4.0 

max 7.7 31.5 24.9 31.5 22.4 60.0 31.0 73.0 15.7 35.7 21.1 23.3 

min 1.5 15.5 4.5 10.0 4.0 33.1 4.2 40.9 4.7 3.4 6.6 4.7 

上腕筋力
_ 右 (N)

上腕筋力
_ 左 (N)

大腿筋力
(N) 右

筋硬度
上腕
(kPa)

筋硬度
大腿
(kPa)

筋硬度
下腿
(kPa)

開眼時
平均軌跡

速度
(cm/s)+

閉眼時
平均軌跡

速度
(cm/s)+

n = 230
　+  ：n=156
　++：n=71

mean 117.1 111.9 304.9 43.1 45.2 49.2 0.8765 1.0347 

sd 25.8 25.6 99.8 5.5 3.0 4.5 0.3639 0.2406 

max 242.5 227.5 581.9 53.6 55.5 59.2 4.7380 1.7504 

min 57.0 44.1 53.4 31.0 36.7 36.7 0.4624 0.5218 

表 1　各測定項目の平均値
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Ⅲ　結果と考察

1．測定値からみた塾生の特徴

各項目の測定値を表 1 に示した。
身長、体重は、男女とも同年代の全国平均値（首

都大学東京体力標準値研究会、2007）とほぼ同等の
値であり、平均的な体格だといえる。また、体脂肪
率も含め、塾生を対象にした過去の報告（村山ら、
1994、近藤ら、1998、佐々木ら、1998）における値
とも同様であった。しかしながら、中には体脂肪率
で肥満に分類されるような高値を示すものも含まれ
ており、そういった事例は見逃さないようにしなけ
ればならないであろう。

本研究で得られた皮下脂肪厚および筋組織厚の値
を最も近い年齢層（20-29 歳）の先行研究データ（安
部と福永、1995）と比較してみると、男女とも皮下

脂肪厚は塾生の方がどの部位でも低い値を示した。
一方、筋組織厚は逆に男女とも塾生が大きい値を示
した。このことは、比較データの年齢範囲が 20-29
歳で本研究の対象者よりも高い年齢が含まれている
ことも一つの要因と考えられ、単純に本集団を評価
することはできない。このことからも値の評価を考
えた場合には、生活環境の類似した年齢の近い集団

（たとえば、学生など）独自のデータが必要であろう。
測定値の性差をみると、皮脂厚は全測定部位にお

いて女子の値が男子を大きく上回るものであった
（図 1）。四肢における皮脂厚の値は、上腕前部、下
腿後部が他の部位に比べて小さく、腹部では大きい
傾向にあり、これは男女ともに共通であった。筋厚
は全測定部位において、男子の値が女子を上回るも
のであった（図 2）。周径囲についても筋厚と同様
にどの部位においても男子の方が女子よりも有意に
大きな値であった。皮脂厚、筋厚、周径囲ともすべ
ての部位において男女間には統計的に有意な差がみ

図 2　男女別にみた各部位の筋厚

図 1　男女別にみた各部位の皮下脂肪厚
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られた（p<0.01）。丸山ら（1991）は日本人青少年
を対象に、超音波法を用いて身体の多数の部位の皮
下脂肪分布を調べ、その性差をみているが、どの部
位においても男性より女性の方が脂肪が厚かったこ
とを報告している。

なお、皮下脂肪厚、筋組織厚および周径囲に関す
る詳細な分析は、報告Ⅱ（村松ら、2007）の論文に
まとめた。

上肢、下肢の発揮筋力を代表するものとして、そ
れぞれ肘関節屈曲と膝関節伸展運動による静的最大
筋力を測定した。一般に筋量が多いほどそれによる
発揮筋力は大きいことから、肘関節屈曲力とその主
働筋である上腕前部の筋組織厚、膝関節伸展力とそ
の主働筋である大腿前部の筋組織厚の関係をみた

（図 3）。男子の肘屈曲力ではある程度の相関がみら
れたが（r=0.54）、男子の膝伸展、および女子では
それらの関係性は低かった。単純にある部位（一

点）の筋組織厚と筋力の比較であり、必ずしも主働
筋の筋断面積を量的に反映しているとは限らないこ
とが関係しているかもしれない。また、この結果は、
筋量と筋力の関係性が低いことを示すというよりも、
日常的に全力発揮を含んだ運動を行うことがほとん
どない者が大半を占める本対象者にとって、身体の
ある一部において全力を出すということの難しさが
現れているのではないかと考えることができる。局
所における力発揮よりはむしろ、筋力を必要とする
パフォーマンステストなどを実施するほうがその関
係性をみるには適しているかもしれず、検討を要す
るところである。

血圧は、ほとんどの者が、一般の評価基準である
収縮期血圧 120mmHg 以下、拡張期血圧 90mmHg
以下、であり、「至適血圧」と評価された。総頚動
脈の中内膜複合体厚については、血管壁の内面が周
囲より突出した隆起性病変（プラーク）の評価基準

図 3　筋組織厚と最大筋力の関係
　（上；上肢，　下；下肢）
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評価基準表

皮脂厚・筋厚

男子 薄い やや薄い ふつう やや厚い 厚い

上腕前部
皮脂厚 (mm) 1.3 未満 1.3 ～ 1.5 1.6 ～ 2.0 2.1 ～ 2.3 2.4 以上

筋厚 (mm) 26.9 未満 26.9 ～ 28.7 28.8 ～ 32.5 32.6 ～ 34.4 34.5 以上

上腕後部
皮脂厚 (mm) 4.0 未満 4.0 ～ 4.8 4.9 ～ 6.5 6.6 ～ 7.4 7.5 以上

筋厚 (mm) 20.9 未満 20.9 ～ 24.0 24.1 ～ 30.4 30.5 ～ 33.6 33.7 以上

大腿前部
皮脂厚 (mm) 3.0 未満 3.0 ～ 3.7 3.8 ～ 5.5 5.6 ～ 6.4 6.5 以上

筋厚 (mm) 47.6 未満 47.6 ～ 50.5 50.6 ～ 56.7 56.8 ～ 59.8 59.9 以上

大腿後部
皮脂厚 (mm) 3.3 未満 3.3 ～ 4.2 4.3 ～ 6.1 6.2 ～ 7.1 7.2 以上

筋厚 (mm) 58.4 未満 58.4 ～ 61.0 61.1 ～ 66.3 66.4 ～ 69.0 69.1 以上

下腿後部
皮脂厚 (mm) 3.2 未満 3.2 ～ 3.8 3.9 ～ 5.4 5.5 ～ 6.1 6.2 以上

筋厚 (mm) 63.5 未満 63.5 ～ 65.9 66.0 ～ 71.0 71.1 ～ 73.5 73.6 以上

腹部
皮脂厚 (mm) 3.3 未満 3.3 ～ 4.9 5.0 ～ 8.2 8.3 ～ 9.9 10.0 以上

筋厚 (mm) 12.4 未満 12.4 ～ 13.7 13.8 ～ 16.5 16.6 ～ 17.9 18.0 以上

女子 薄い やや薄い ふつう やや厚い 厚い

上腕前部
皮脂厚 (mm) 2.3 未満 2.3 ～ 2.8 2.9 ～ 3.8 3.9 ～ 4.3 4.4 以上

筋厚 (mm) 20.5 未満 20.5 ～ 21.8 21.9 ～ 24.4 24.5 ～ 25.8 25.9 以上

上腕後部
皮脂厚 (mm) 9.0 未満 9.0 ～ 10.2 10.3 ～ 12.9 13.0 ～ 14.2 14.3 以上

筋厚 (mm) 14.0 未満 14.0 ～ 15.8 15.9 ～ 19.6 19.7 ～ 21.5 21.6 以上

大腿前部
皮脂厚 (mm) 8.8 未満 8.8 ～ 10.3 10.4 ～ 13.4 13.5 ～ 14.9 15.0 以上

筋厚 (mm) 42.8 未満 42.8 ～ 45.2 45.3 ～ 50.2 50.3 ～ 52.7 52.8 以上

大腿後部
皮脂厚 (mm) 8.4 未満 8.4 ～ 10.2 10.3 ～ 14.0 14.1 ～ 15.8 15.9 以上

筋厚 (mm) 49.7 未満 49.7 ～ 52.3 52.4 ～ 57.8 57.9 ～ 60.6 60.7 以上

下腿後部
皮脂厚 (mm) 6.3 未満 6.3 ～ 7.3 7.4 ～ 9.4 9.5 ～ 10.5 10.6 以上

筋厚 (mm) 53.4 未満 53.4 ～ 55.9 56.0 ～ 61.0 61.1 ～ 63.5 63.6 以上

腹部
皮脂厚 (mm) 8.6 未満 8.6 ～ 11.7 11.8 ～ 18.2 18.3 ～ 21.4 21.5 以上

筋厚 (mm) 9.1 未満 9.1 ～ 10.0 10.1 ～ 12.0 12.1 ～ 13.0 13.1 以上

体脂肪率

男子 少ない やや少ない ふつう やや多い 多い

インピーダンス法（％） 9.7 未満 9.8 ～ 13.9 14.0 ～ 18.2 18.3 ～ 22.5 22.6 以上

超音波法（％） 11.1 未満 11.1 ～ 11.8 11.9 ～ 13.4 13.5 ～ 14.2 14.3 以上

女子 少ない やや少ない ふつう やや多い 多い

インピーダンス法（％） 17.0 未満 17.1 ～ 20.9 21.0 ～ 24.7 24.8 ～ 28.6 28.7 以上

超音波法（％） 15.3 未満 15.3 ～ 16.7 16.8 ～ 19.6 19.7 ～ 21.1 21.2 以上
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周径囲

男子 細い やや細い ふつう やや太い 太い

上腕部（cm） 24.9 未満 24.9 ～ 26.1 26.2 ～ 28.7 28.8 ～ 30.0 30.1 以上

大腿部（cm） 46.8 未満 46.8 ～ 48.5 48.6 ～ 52.0 52.1 ～ 53.8 53.9 以上

下腿部（cm） 33.7 未満 33.7 ～ 35.0 35.1 ～ 37.7 37.8 ～ 39.1 39.2 以上

腹囲（cm） 70.1 未満 70.1 ～ 72.3 72.4 ～ 76.8 76.9 ～ 79.0 79.1 以上

女子 細い やや細い ふつう やや太い 太い

上腕部（cm） 22.4 未満 22.4 ～ 23.4 23.5 ～ 25.5 25.6 ～ 26.6 26.7 以上

大腿部（cm） 45.2 未満 45.2 ～ 46.7 46.8 ～ 50.1 50.2 ～ 51.8 51.9 以上

下腿部（cm） 32.0 未満 32.0 ～ 33.0 33.1 ～ 35.2 35.3 ～ 36.3 36.4 以上

腹囲（cm） 65.7 未満 65.7 ～ 68.4 68.5 ～ 74.0 74.1 ～ 76.9 77.0 以上

筋力

男子 弱い やや弱い ふつう やや強い 強い

肘屈曲力・右（N） 188.3 未満 188.3 ～ 213.4 213.5 ～ 263.6 263.7 ～ 288.7 288.8 以上

肘屈曲力・左（N） 177.9 未満 177.9 ～ 201.8 201.9 ～ 249.9 250.0 ～ 274.0 274.1 以上

膝伸展力・右（N） 333.4 未満 333.4 ～ 414.9 415.0 ～ 578.1 578.2 ～ 659.6 659.7 以上

女子 弱い やや弱い ふつう やや強い 強い

肘屈曲力・右（N） 91.4 未満 91.4 ～ 104.6 104.7 ～ 131.2 131.3 ～ 144.4 144.5 以上

肘屈曲力・左（N） 87.7 未満 87.7 ～ 100.7 100.8 ～ 126.8 126.9 ～ 139.9 140.0 以上

膝伸展力・右（N） 200.1 未満 200.1 ～ 250.8 250.9 ～ 352.4 352.5 ～ 403.2 403.3 以上

姿勢動揺

男子 動揺が小さい ふつう 動揺が大きい

姿勢・開眼時平均軌跡速度 (cm/s) 0.65 ～ 未満 0.65 ～ 1.27 1.28 ～ 以上

姿勢・閉眼時平均軌跡速度 (cm/s) 0.87 ～ 未満 0.87 ～ 1.57 1.58 ～ 以上

女子 動揺が小さい ふつう 動揺が大きい

姿勢・開眼時平均軌跡速度 (cm/s) 0.63 ～ 未満 0.63 ～ 1.00 1.01 ～ 以上

姿勢・閉眼時平均軌跡速度 (cm/s) 0.77 ～ 未満 0.77 ～ 1.27 1.28 ～ 以上
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1.0mm に照らし合わせると、全対象者がそれ以下
であり、「適正」と評価された。

本研究継続期間中、5 期に分けて測定を実施した
が、各期ごとに測定方法、測定値について検討し、
より適切な測定項目が設定できるよう多少の変更を
行った。一定時間内で一定数の対象者の測定を行う
ために、測定方法の簡便性と測定値の評価が一般学
生にとってわかりやすいかどうかということから判
断し、血圧および総頚動脈形状の測定は 1 期のみの
測定とした。しかしながら、項目そのものの測定意
義は大きく、1 期において一定数のデータを収集で
きたため、若年者のデータとして別途分析、検討を
行った。（報告Ⅲ、奥山ら）

筋硬度については、測定値の評価に関して一般的
な基準値がなく、値そのものの絶対的な評価ができ
ないため、本研究において求められた平均値を評価
の基準とした。本測定において収集したデータ等を
もとに、一定の基準を設けることができるよう今後
検討したい。

立位時の足圧中心動揺についても、近年高齢者に
ついてのデータは報告されているが、若年者のもの
はほとんどなく、今後平衡機能を評価する指標とし
て基準が設けられるよう検討していきたい。なお、
足圧中心動揺についての詳細な分析は、報告Ⅳ（牛
山ら、2008）の論文にまとめた。

2．評価基準の作成

各項目についての評価基準は、平均値と標準偏差
（sd）を用いて作成した。各項目とも、平均値に対
して +1/2sd から－ 1/2sd までを 5 段階評価の 3 と
し、その上下に 1sd ずつの区切りで 1 段階ずつとし
た。表 2 に基準表を示した。

本プロジェクト研究においては、測定データの蓄
積をしつつ、同時に、測定を実施した対象者にでき
るだけ早く結果をフィードバックすることも実践の
課題とした。したがって、データの分布について詳
細に検討することができず、平均値と標準偏差を用
いて簡便な段階評価を行うかたちとなった。今後の
継続を見据えて、作成の方法および定期的な改訂に
ついてなど、さらに検討しなければならない課題は
残されている。

3．対象者への結果のフィードバック

測定を行った対象者に対して、各期終了後、数週
間以内に郵送にて結果をフィードバックした。測定
結果が平均値と併記され、評価基準表に従って段階
的な評価語が付されたシート（図 4）および各項目
の内容説明等が各個人に送付した。

4．今後の課題と展望

過去において本塾では、必修科目としての体育実
技の授業の中で行われた体力測定データから塾生の
体力水準ならびにその推移を把握することができた

（松田ら、1989、村山ら、1994）。その後体育科目が
選択制となった後も、体育科目の授業を利用したり、
トレーニングルームの使用者で実施するなどの方法
で、新たな体力測定項目のデータを収集して評価を
行う試みをしてきた（近藤ら、1998）。しかしながら、
ここ数年ではそのデータも中断し、塾生の身体能力
水準の現状をとらえることができていない現状であ
る。前述したように、体育・スポーツ活動を通じて、
心身ともに健康な状態で学生生活を送ることを支援
する立場の我々にとって、その対象となる塾生の現
状を把握することは、彼らにどのような働きかけを
していくことが望ましいかを考えていく基礎ともな
ることである。また、塾生も身体については興味を
持つ者も多く、自身の現状を知ることは、健康な心
身を獲得するのに有効な、運動やスポーツの実施へ
の契機になることも考えられる。

今回は、形態を中心とした身体の測定項目であっ
たが、どのように動ける身体を保持しているかを知
ることも重要である。本研究では、運動機能として
の最大筋力を測定したが、測定の都合上、局所的筋
群を主働筋とする静的な筋力発揮様式であった。一
般に特別運動を日常的に行っていない者にとっては、
単一箇所での最大筋力の発揮はそれほど容易ではな
い。そういった形態よりもむしろ体力測定のような
パフォーマンステストを実施した方が個人の運動遂
行レベルを評価するには適しているかもしれない。
総合的に評価する場合には考慮すべき点かと思われ
る。

またさらに、塾生だけでなく広い年齢層にも対応
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図 4　フィードバック用評価シート（例）
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できるような体育研究所としての測定・評価システ
ムを構築できるよう、さらに進めていきたいと考え
る。
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In order to investigate anthropometric and physical 
status of Keio University students, skeletal muscle 
thickness, adipose tissue thickness, circumference 
of extremities, and body weight were measured 
in 90 male and 75 female student volunteers. 
By using ultrasonography, skeletal muscle and 
adipose tissue thickness were measured at 
anterior and posterior aspects of upper arm and 
thigh, abdomen and subscapular regions. In males, 
the extremity circumference showed a stronger 
correlation with the skeletal muscle thickness than 
the adipose tissue thickness, whereas in females, 
the converse was observed. In male and female 
volunteers, the adipose tissue thickness was more 
strongly correlated among the different sites of 
measurement than the skeletal muscle thickness. 
No significant correlation between skeletal 
muscle thickness and adipose tissue thickness 

was observed among male volunteers in any of 
the measurement sites. However, in the female 
volunteers, the skeletal muscle thickness showed 
a correlation with the adipose tissue thickness at 
the anterior aspect of the upper arm and at the 
abdomen. 
The present study discusses the anthropometric 
and physical status of the Keio University students. 
However, the sample size was not sufficient for us 
to conclude that the subjects were representative 
of entire student population at Keio University. 
Besides, the present study only performed a cross-
sectional measurement. Future studies will have to 
be performed to address these issues.

キーワード：超音波法、筋厚、皮脂厚
Key words: ultrasonography, muscle thickness, 
adipose tissue thickness,
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【はじめに】

一般に、自分自身の身体の形態に対する人の関心
の高さは、書店に並ぶ様々な雑誌の表紙や、各種広
告を見れば一目瞭然である。形態を自分の希望する
方向に変化させるために、スポーツクラブなどでは
各種のプログラムが準備され、また様々な場所で栄
養補助食品やトレーニング器具なども数多く販売さ
れている。このことからも、形態に対する人の関心
は市場経済においても大きな存在になっていること
がうかがえる。

形態を測定する方法としては、身長や上腕長など、
2 点間の距離を測定する方法、胸囲など、周囲の長
さを測定する方法、体重など質量を測定する方法な
どが一般的に行われてきた。例えば、腕の周囲の長
さを測定すれば、腕が太い・細い、といった情報は
得られる。しかし、腕が太いといっても、筋が多く
て太いのか、脂肪が多くて太いのかといった情報は
この方法からは不明である。筋と脂肪が、機能的に
全く異なる組織であることは言うまでもないが、見
た目にも大いに異なる印象を与えている。だからこ
そ、特に機能を気にしない人の間でも、「脂肪を燃
やそう」とか「筋肉をつけよう」といったキャッチ
フレーズが、よく使われているのである。

安全で正確に脂肪と筋の厚さを測定するのが、超
音波法である。超音波法は、生体内に発射された
超音波（周波数が高く、人間には聞こえない音波
で、魚群探知機にも利用されている）が、密度の変
わる部分で反射する性質を利用して、脂肪の厚さや
筋の厚さを測定する方法である。超音波法を用い
て、皮下脂肪や筋の厚さを測定することの妥当性に
ついては、福永ら（1989)、Kawakami ら (1993)
が報告しており、いくつもの研究が、皮下脂肪の厚
さ（以下皮脂厚）や筋の厚さ（以下筋厚）を超音波
法によって測定している（Eston ら 1994, Kanehisa
ら 2004, Kanehisa ら 2005）。また、この方法は、人
体への悪影響が殆どないと報告されており (Brown 
1984)、測定の準備も殆ど不要であるため、気軽に
実施できるという利点がある。そのため、多くの被
験者を短時間で扱う状況では特に有用である。

Abe ら（1994）は、117 名の日本人の、全身 9 箇

所の皮脂厚、筋厚を報告している。被験者は男性が
34.0 ± 8.6 歳（平均±標準偏差、以下同）、年齢の
範囲は 21 ～ 51 歳、女性が 30.7 ± 10.6 歳、年齢の
範囲は 18 ～ 51 歳であった。これまで大学生の皮脂
厚と筋厚の両方を測定した論文は、我々の知り得た
範囲では殆ど発表されていない。年齢によって皮脂
厚や筋厚に変化が生じる可能性も考えられる（福永
ら 1995, Kanehisa ら 2004）ので、我々が教育現場
で関わる大学生のデータが標準的なのかどうかを判
定するには、同年代のデータが必要であろう。

本研究では、皮脂厚と筋厚に加えて、周囲長を測
定したが、これにより周囲長の大きい被験者は皮脂
厚が大きいのかそれとも筋厚が大きいのか、という
観点からの検討も可能になる。　

本研究は、慶應義塾大学に所属する大学生の皮脂
厚、筋厚を測定した結果を報告し、測定の意義及び
研究の方法を含む今後の展望について検討すること
を目的とした。

【方法】

A) 被験者

慶應義塾大学に所属する大学生に対し、ホームペ
ージ、ポスター、チラシ等により広く被験者を募っ
た。被験者は、男性は 90 名、女性は 75 名、計 165
名であった（年齢等は表 1 に記載）。測定に先立ち、
測定の内容、測定によっておこり得る危険性、測定
開始後でも被験者の意志で測定を中止できること、
個人情報は厳重に取り扱うことなどを文書で説明し、
同意の署名を得た。

B) 測定項目

1 ）以下の 6 部位について、超音波法で皮脂厚と筋
厚を測定した。なお測定したのは被験者の右側の
みであった。
部位の決定は、Abe ら (1994) に準じたが、より
厳密に決定するために以下のように定めた。なお、
使用した超音波装置は、ALOKA 社の SSD-900
であった。
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表 1　測定結果一覧

年齢
（歳）

身長
（cm）

体重
（kg）

上腕周径囲
（cm）

大腿周径囲
（cm）

体脂肪率
（超音波法）

上腕前部

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

男子学生
（n ＝ 90）

平均値
標準偏差

20.8
1.1

171.9
5.7

63.6
7.1

27.5
2.6

50.5
3.4

13.7
3.0

2.2
0.8

32.5
3.9

女子学生
（n ＝ 75）

平均値
標準偏差

20.4
1.5

159.0
5.1

51.3
6.5

24.5
2.2

48.6
3.5

20.5
3.8

4.3
1.6

25.1
3.3

上腕後部 大腿前部 大腿後部 肩甲骨下部 腹部

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

皮脂厚
（mm）

筋厚
（mm）

男子学生
（n ＝ 90）

平均値
標準偏差

5.7
2.4

27.2
4.3

5.0
2.0

54.2
6.1

5.8
2.2

66.1
6.0

7.7
2.9

23.3
4.4

7.1
4.9

15.6
2.8

女子学生
（n ＝ 75）

平均値
標準偏差

11.2
3.1

16.2
3.3

11.5
3.1

46.3
5.9

12.3
3.7

54.4
5.4

11.5
3.7

14.1
2.9

14.7
7.4

11.4
1.9

表 2　各部位の筋厚間の相関係数

上腕前 上腕後 大腿前 大腿後 肩甲骨下 腹部

上腕前 0.30 0.34 0.47 0.38 0.55

上腕後 0.20 0.42 0.26 0.43 0.41

大腿前 0.25 0.50 0.43 0.27 0.39

大腿後 0.23 0.37 0.34 0.33 0.43

肩甲骨下 0.05 0.30 0.44 0.17 0.38

腹部 0.41 0.41 0.27 0.26 0.06 ↑男子

↓女子
・網掛け部分は有意でない相関を示す
・表の左上から右上を通る斜線よりも上が男子、下が女子の値である

表 3　各部位の皮脂厚間の相関係数

上腕前 上腕後 大腿前 大腿後 肩甲骨下 腹部

上腕前 0.75 0.78 0.68 0.71 0.79

上腕後 0.73 0.83 0.75 0.75 0.76

大腿前 0.47 0.56 0.81 0.70 0.71

大腿後 0.52 0.74 0.52 0.61 0.65

肩甲骨下 0.67 0.61 0.40 0.44 0.73

腹部 0.74 0.69 0.37 0.43 0.74 ↑男子

↓女子
・すべて有意な相関を示す
・表の左上から右上を通る斜線よりも上が男子、下が女子の値である
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a) 上腕前部：肩峰点と腕橈関節を両端とする線
分を、近位から 6:4 に分ける地点で、上腕二
頭筋と上腕筋が超音波画像上見られる部位

b) 上腕後部：同じく肩峰点と腕橈関節を両端
とする線分を、近位から 6:4 に分ける地点で、
上腕三頭筋が見られる部位

c) 大腿前部：大転子と膝関節とを結ぶ線分を、
1:1 に分ける地点で、大腿直筋と中間広筋が見
られる部位

d) 大腿後部：同じく大転子と膝関節とを結ぶ線
分を、1:1 に分ける地点で、半膜様筋、半腱様
筋、大内転筋が見られる部位

e) 腹部：腹直筋は臍の高さまでに 3 つの腱画が
ある（Gray ら 1995）が、近位から 2 番目と 3
番目の腱画の間の部位。この場所は通常、臍
よりもやや近位または臍の高さに位置する。

f) 肩甲骨下部：肩甲骨下角のすぐ下方で広背筋
がみられる部位。測定に際しては、超音波プ
ローブを肩甲骨下角に接近させる。

2 ）以下の 2 部位について、周囲長を巻尺により測
定した。
a) 上腕部：肩峰点と腕橈関節を両端とする線分を、

近位から 6:4 に分ける部位
b) 大腿部：大転子と膝関節とを結ぶ線分を、1:1

に分ける部位

3）身長・体重を測定した。

【結果】

表 1 に、各測定項目の平均値と標準偏差を、男女
別に示した。男子では肩甲骨下部の皮脂厚が最も多
く、上腕前部で少なかった。女子では腹部の皮脂厚
が最も多く、上腕前部で少なかった。全体に、女子
は男子の約 2 倍の皮脂厚を示した。筋厚は男女とも
大腿後部で最も多く、全体に男子が女子を上回っ
た。図 1-1A・B は、それぞれ男子上腕周囲長と上
腕前皮脂厚・筋厚の関係を、図 1-2A・B は、それ
ぞれ男子上腕周囲長と上腕後皮脂厚・筋厚の関係を
示している。図 1-3A・B は、それぞれ女子上腕周
囲長と上腕前皮脂厚・筋厚の関係を、図 1-4A・B は、
それぞれ女子上腕周囲長と上腕後皮脂厚・筋厚の関
係を示している。男女とも、これらいずれの関係
も、有意（p<0.05）であった。すなわち、上腕周囲
長が大きい被験者は上腕部の皮脂厚・筋厚が有意に
大きい、という傾向がみられた。男子においては上
腕周囲長とより相関が高いのは筋厚であり、女子に
おいては逆に皮脂厚であった。図 2-1A・B は、そ
れぞれ男子大腿周囲長と大腿前皮脂厚・筋厚の関係
を、図 2-2A・B は、それぞれ男子大腿周囲長と大
腿後皮脂厚・筋厚の関係を示している。図 2-3A・
B は、それぞれ女子大腿周囲長と大腿前皮脂厚・筋
厚の関係を、図 2-4A・B は、それぞれ女子大腿周
囲長と大腿後皮脂厚・筋厚の関係を示している。男
女とも、これらいずれの関係も、有意（p<0.05）で
あった。すなわち、大腿周囲長が大きい被験者は大
腿部の皮脂厚・筋厚が大きい、という傾向がみられ

表 4　各部位の皮脂厚と筋厚の相関係数

男子 女子

上腕前部 － 0.08 0.38

上腕後部 － 0.13 0.07

大腿前部 0.05 － 0.25

大腿後部 0.06 － 0.01

肩甲骨下部 0.11 0.18

腹部 － 0.11 0.32

太斜文字は有意（p ＜ 0.05）な相関を示す
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図 1-1A　男子の上腕周囲長と上腕前皮脂厚

図 1-2A　男子の上腕周囲長と上腕後皮脂厚

図 1-1B　男子の上腕周囲長と上腕前筋厚

図 1-2B　男子の上腕周囲長と上腕後筋厚

図 1-3A　女子の上腕周囲長と上腕前皮脂厚

図 1-4A　女子の上腕周囲長と上腕後皮脂厚

図 1-3B　女子の上腕周囲長と上腕前筋厚

図 1-4B　女子の上腕周囲長と上腕後筋厚
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図 2-1A　男子の大腿周囲長と大腿前皮脂厚

図 2-2A　男子の大腿周囲長と大腿後皮脂厚

図 2-1B　男子の大腿周囲長と大腿前筋厚

図 2-2B　男子の大腿周囲長と大腿後筋厚

図 2-3A　女子の大腿周囲長と大腿前皮脂厚

図 2-4A　女子の大腿周囲長と大腿後皮脂厚

図 2-3B　女子の大腿周囲長と大腿前筋厚

図 2-4B　女子の大腿周囲長と大腿後筋厚
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た。女子大腿後部を除いては、大腿周囲長と相関が
高いのは皮脂厚よりも筋厚であった。表 2 は、筋厚
に部位間でどのような相関がみられるかを示してい
る。男子ではいずれも有意な相関がみられたが、女
子においては 15 の組み合わせのうち 4 つ（上腕前‒
上腕後、上腕前‒肩甲骨下、大腿後‒肩甲骨下、腹部
‒肩甲骨下）において有意な相関がみられなかった。
表 3 は、同じく皮脂厚に部位間でどのような相関が
みられるかを示している。すべての組み合わせにお
いて有意な相関がみられた。すなわち、ある部位の
皮脂厚が大きい被験者は他の部位の皮脂厚も大きい、
という傾向がみられた。表 4 は、各部位の、筋厚と
皮脂厚の相関係数を示す。男子ではいずれの部位に
も有意な相関はみられなかったが、女子では上腕前
部と腹部で正の相関がみられ（p<0.05)、大腿前部
では負の相関が見られた（p<0.05)。

【考察】

A) 先行研究との比較

皮脂厚と筋厚の両方について大学生を対象とし
た論文は、インターネット上の文献検索システム

（MEDLINE や JDream Ⅱなど）を用いて調べた範
囲では発表されていない。しかし、皮脂厚に関しては、
丸山ら（1991）が超音波法を用いて、本研究の被験
者に比較的近い年代の男性（n=59, 年齢 21.9 ± 1.4
歳）および女性（n=66, 年齢 21.3 ± 0.9 歳）について、
超音波法を用いて報告している。それによると、男
子の皮脂厚が、上腕前部、上腕後部、大腿前部、大
腿後部、腹部、肩甲骨下部、の順に、5.1 ± 2.4mm，
4.9 ± 2.4mm，6.6 ± 2.7mm，4.1 ± 2.0mm，8.5 ±
6.2，6.1 ± 2.6mm であった。女子の皮脂厚は同じく、
10.5 ± 4.0 mm，10.3 ± 3.6 mm，12.3 ± 3.4 mm，
10.0 ± 4.2 mm，17.2 ± 8.2，8.5 ± 4.1 mm，であった。
男女共に、上腕前部において本研究の 2 倍以上の値
を示している他は、本研究の結果と比較的類似した
値を示している。上腕前部における本研究との顕著
な違いが、測定部位の若干の違いによるものなのか、
被験者の違いによるものなのかは明らかにできない。
しかし、他の部位では類似した値を示すことを考え

ると、測定部位の違いの影響が大きいと考えられる。
また、佐々木ら（1998）は、超音波法を用いて男子
大学生（n=86, 19.9±3.8歳）および女子大学生（n=96, 
18.8 ± 1.0 歳）の皮脂厚を上腕後部（男子：6.7 ±
2.0mm, 女子：12.1 ± 2.4mm) と大腿前部（男子：
7.2 ± 1.9mm, 女子：12.4 ± 2.3mm) について報告
しているが、この報告は、本研究の結果と比較的類
似した値を示している。超音波法による皮脂厚、筋
厚の値を異なる研究の間で比較する際に大きな問題
となるのが測定部位の特定である。本研究では、先
行研究や解剖学の文献を参考に測定部位の特定の厳
密化に努めた。

B) 筋厚・皮脂厚と周囲長との関連

四肢の周囲長は、主として皮脂厚、筋厚、骨の太
さによって決まるが、周囲長と皮脂厚、周囲長と筋
厚の関係は図 1・図 2 のようであった。男子の場合、
皮脂厚よりも筋厚と周囲長の相関が高いことがわか
る。一方女子の場合、大腿前部を除いては、筋厚よ
りも皮脂厚と周囲長の相関が高い。このことは、男
子においては四肢が太い（周囲長が大きい）被験者
は筋が大きく、女子においては皮脂厚が大きい傾向
を示している。このことと関連して、体重との相関
に注目すると、男子では筋厚も皮脂厚も目立った違
いはない（全部位の相関係数の平均は、筋厚対体
重が 0.43、皮脂厚対体重が 0.43）。一方、女子では、
いずれの部位でも筋厚よりも皮脂厚の相関が高かっ
た（全部位の相関係数の平均は、筋厚対体重が 0.34、
皮脂厚対体重が 0.57）。このことからも、女子は男
子に比べ、身体の体積や質量の大小に影響を及ぼし
ているのが筋よりも脂肪であることがうかがえる。

C) 筋厚・皮脂厚それぞれの、異なる部位間での比較

表 2 は、筋厚の異なる部位間での相関係数を示す。
男子においてはいずれの組み合わせにおいても有意
な相関が見られたが、女子においては 15 の組み合
わせのうち 4 つ（上腕前‒上腕後、上腕前‒肩甲骨下、
大腿後‒肩甲骨下、腹部‒肩甲骨下）において有意な
相関がみられなかった。また 15 の組み合わせのう
ち 3 つの例外（上腕後－大腿後、上腕後－腹部、大
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腿前－肩甲骨下）を除いては、女子よりも男子のほ
うが大きな相関を示した。女子よりも男子のほうが、
ある部位での筋が大きければ他の部位の筋も大きい、
という傾向が強いことが示唆される。表 3 は、皮脂
厚の、異なる部位間での相関係数を示す。男女とも、
いずれの組み合わせにおいても有意な相関がみられ
た。表 2 と表 3 を比較すると、皮脂厚のほうが筋厚
よりも、異なる部位間での相関が高いことがわかる。
すなわち、ある部位の皮脂厚が大きければ他の部位
の皮脂厚が大きい可能性が、筋厚のそれに比べて大
きい。これまで体脂肪率を測定する際に、キャリパ
ーで上腕後部と肩甲骨下部をつまんで測定する（長
嶺　1972）方法が広く用いられてきたが、皮脂厚に
部位間の相関が高い本研究の結果が、その方法の妥
当性を部分的にではあるが支持していると考えられ
る。

D) 部位ごとの、筋厚と皮脂厚の比較

筋厚が大きい部位は、皮脂厚も大きいのか、ある
いは小さいのかに注目した。男子はいずれも有意で
はなかった (p>0.05)。女子は同じく、上腕前部と
腹部で正の相関がみられ（p<0.05)、大腿前部では
負の相関が見られた（p<0.05)。ここで女子の上腕
前部と腹部の皮脂厚と、体重との相関係数をみてみ
るとそれぞれ、0.62、0.70 である。一方大腿前部皮
脂厚と体重の相関係数は 0.38 であった。すなわち、
女子の上腕前部と腹部については、皮脂厚の多い被
験者は筋厚も厚く、体重も大きいが、大腿前部につ
いては、皮脂厚の大きい被験者は筋厚が薄く、体重
との相関があまり高くない、ということが言える。
部位により皮脂厚と筋厚の関係が異なることは、人
の形態を理解する際に様々な部位を観察する必要性
を示唆しているといえよう。

E) 皮脂厚から推定した体脂肪率について

Abe ら（1994）の報告によると、男性の身体密
度（D) は、今回測定した 6 部位の皮脂厚の合計（X)
から以下の式で推定できる：

D= 1.087-0.00056X
同じく女性は、

D= 1.083-0.00048X
更に、Brozek ら（1963）の式により、体脂肪率（Ｆ）

が
F= (4.570/D - 4.142) × 100
により推定される。
本研究の測定値をこれらの式にあてはめると、
男子の体脂肪率は 13.7 ± 3.0％、女子は 20.5 ±

3.8％となり、本研究においてインピーダンス法（使
用機器：TANITA BM-003) で測定した値（男子
17.3 ± 3.9％、女子 25.1 ± 4.4％）と比べて顕著に少
ない値を示した。Sun (2005) らは、インピーダンス
法による体脂肪測定は、二重 X 線吸収法による体
脂肪率が男子で 15％、女子で 25％未満の被験者に
対しては、体脂肪率を過大評価してしまうと報告し
ている。その程度は、男子で 3.03％、女子で 4.40％
であるとしている。本研究におけるインピーダンス
法での体脂肪率からこれらを差し引くと、男子で
14.3％、女子で 20.7％となり、本研究における超音
波法での結果と類似した結果となる。ただし、久野
ら（2004）は、2 種類のインピーダンス法体脂肪計
で 44 名の被験者を測定したところ、平均で 3.2％の
差があったとしており、インピーダンス法の場合は
機種による違いも考慮する必要がある。超音波法も
インピーダンス法も間接的に体脂肪率を測定してい
るにすぎず、どちらが真の値に近いのかについての
判断は難しい。しかし、年齢的に内臓脂肪の問題が
少ないと考えられる大学生の場合、視覚的に捕らえ
ることができる皮脂厚から推定する超音波法は、体
脂肪率を求める上でも有力な方法であると考えられ
る。

F）本研究の問題点とその対策

第一の問題点として、今回の被験者は、慶應義塾
大学の大学生の平均像であると、必ずしもいえない
可能性があることが挙げられる。被験者の募集は方
法で述べたように、自由意志での応募によるもので
あった。そのため、自分の身体の形態に特に関心の
強い学生が応募してきた可能性は否定できない。こ
のような要因が、データにどのような影響を与える
のかは不明だが、今後、様々な方法で被験者を募集
するなどして、被験者が慶應義塾大学の平均像をよ
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り反映するよう検討しなければならない。
第二の問題点として、超音波法にとってほぼ不可

避の問題であるが、皮脂厚や筋厚の測定部位の特定
が、必ずしも完全ではない、ということが挙げられる。
例えば上腕前部の場合、上腕の長軸方向の位置につ
いては、方法で述べたように特定しているが、その
位置でどの部位にプローブを当てるのか、という点
については、必ずしも完全に特定できていない。先
行研究でこの点について言及しているものは見あた
らないが、本研究では、超音波画面上、上腕二頭筋
と上腕筋の境界がプローブと平行になる場所、とい
うことで特定している。現時点では、これ以上の厳
密さを得ることは困難であったが、特に一人の被験
者を縦断的に追跡する場合などには、大きな問題と
なりうるので、十分な検討が必要であると思われる。

【まとめ】

慶應義塾大学の 90 名の男子学生、および 75 名の
女子学生に対して、筋厚、皮脂厚、周囲長の測定を
行った。筋厚と皮脂厚は、上腕の前・後部、大腿の
前・後部、腹部、肩甲骨下部を対象にした。周囲長
は、上腕部と大腿部を対象にした。男子の周囲長は、
周囲長測定部位の皮脂厚よりも筋厚との高い相関を
示したが、女子については、筋厚よりも皮脂厚との
相関が高かった。また男女ともに、皮脂厚の方が筋
厚よりも、異なる部位間での高い相関を示した。

今回は、横断的な測定を行った。しかし、筋厚や
皮脂厚が生活習慣を反映するものである以上、縦断
的な測定にも大きな意義があると思われる。また、
日頃の学生との会話から、彼らの腹部に対する関心
が特に強いと考えられるので、今回行った臍の横だ
けでなく、腹横部や、腰部についても測定する意義
があるものと思われる。今後はこのような観点で測
定の幅を広げながら、被験者数を着実に増やし、慶
應義塾大学の大学生全体をより反映したデータベー
スを構築していく必要があると思われる。
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Ⅰ　目的

筋活動の持続に必要な酸素は血管内を通る血液に
よって供給される。各組織への血流調節に最も大き
な影響を持つのは小動脈であり、血管平滑筋の緊張
と弛緩によって血管の拡張と収縮が起こり、毛細血
管への血流の増減が起こる。血管内の血流速度の
変化は血管内皮において内皮由来血管弛緩因子 4)

を産生し、それが血管壁に作用して血管拡張を起こ
し 11)、反対に非活動部位の血管ではエンドセリン
が産生され血管に対して強力な血管収縮物質として
作用する 8)。したがって、血管は単に血液の通路と
しての意義を有するだけでなく、部位特異的に血管
拡張部室や血管収縮物質によって血管を拡大・縮小
し、運動時の血流再分配に貢献するという機能的な
役割を果たしていることがわかってきている。

一方、適度の規則的な運動は寿命を延長し、逆に
運動不足は心血管系疾患による死亡率を高める可能
性があると報告されており、安静時の血管形態にお
いても、加齢やトレーニングのような環境因子に
よって左右されることが報告されている 1)，6)，9-10)，

12-13)，16)。血管における加齢変化は主に大動脈や中
型動脈において顕著に認められ、内膜の肥厚 10)，16)、
弾性線維の変性の進行が認められる。また、内膜の
肥厚について、総頸動脈の内中膜複合体厚複合体厚
や頸動脈スティッフネスが高血圧、糖尿病、高脂血漿、
肥満、喫煙等の危険因子と強い関係にある 2)，5)，10)

ことや運動習慣やトレーニングが血管形態や機能と
関係する 9)，12)，15) ことが報告されており、日常の生
活習慣が血管形状や機能に影響を及ぼすことが示唆
されている。近年、血管形態や機能について多く報
告がみられるが、その多くは対象が中高齢者であり、
若齢者についてはあまりみられない。加齢に伴う血
管形状の変化を議論するには若者の血管形状を把握
することは極めて重要であると考えられる。そこで、
本研究は若齢者を対象として末梢血管形状、特に内
中膜複合体について 1）内中膜複合体厚の男女差、2）
内中膜複合体厚と血圧との関連、について検討する
ことを目的とした。

Ⅱ　方法

1．対象

対象者は身体形態・機能測定プロジェクト「Nice 
Body への道」の測定参加した、健常な男子 88 名

（年齢、20.7 ± 1.1 歳；身長、172.0 ± 5.8cm；体重、
63.6 ± 7.1kg）、女子 72 名（年齢、20.4 ± 1.5 歳；身長、
159.0 ± 5.2cm；体重、51.2 ± 6.6kg）の計 160 名で
あった。測定に先立ち、被検者には事前に目的と内
容、測定にともなう危険性と実験参加の任意性およ
び個人情報は厳重に取り扱うこと、を説明した上で、
測定参加への同意を書面によって得た。

塾生の内中膜複合体厚について

奥山靜代 1)，牛山潤一 2)，村松憲 1)，村山光義 3)，佐々木玲子 4)

報告Ⅲ

1) 慶応義塾大学体育研究所　専任講師
2) 慶応義塾大学体育研究所　助教
3) 慶応義塾大学体育研究所　准教授
4) 慶応義塾大学体育研究所　教授
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2．測定方法および分析方法

本測定では対象者を仰臥位姿勢とした。対象者に
は安静を保たせた後、安静時の血圧を測定し、総頸
動脈血管内の内中膜複合体厚の計測を行った。

⑴　内中膜複合体厚の測定

総頸動脈内中膜複合体厚の測定には小型循環器用
超音波診断装置（LOGIQ BOOK,GE 横河メディカ
ル）を使用した。まず右側総頸動脈に 7.5MHz の探
触子をあて、B モ－ド法を用いて画像上で血管形状
を十分観察し、分岐部にかからない地点とした（画
像 1）。総頸動脈径の計測は表層の内膜内側から深
部の内膜内側までとした。また内中膜複合体厚は、
深部の壁面を測定壁面とし、内膜の内側から外膜の
内側までとし、内中膜複合体厚計測ソフトインティ
マスコープ（メディアクロス社製）を用いて解析を
行った。 

⑵　血圧の測定

血圧は標準水銀柱式血圧計（株式会社ヤガミ）を
用いて収縮期血圧（SBP）および拡張期血圧（DBP）
を測定した。

3．統計処理

群の値は平均値±標準誤差で表した。2 群間の差
の検定には対応のない t 検定を用い、危険率 5％未
満（p<0.05）を有意とした。

Ⅲ　結果

・内中膜複合体の厚さ
本研究で得られた内中膜複合体厚は男性 0.53

± 0.01mm（0.38mm ～ 0.70mm）、 女 性 は 0.49 ±
0.01mm（0.32mm ～ 0.66mm）であった。男性と女
性の内中膜複合体厚値を比較すると（図 1）、男性
の方が女性に比べて平均 0.04mm 高値を示し、その
差は統計的に有意（p<0.001）であった。
・血圧

収縮期血圧は男性 117.7 ± 1.4mmHg、女性 102.1
± 1.3mmHg、拡張期血圧は男性 67.9 ± 0.9mmHg、
女性 63.7 ± 1.0mmHg であり、収縮期血圧（平均
15.6mmHg）、拡張期血圧（平均 4.2mmHg）ともに
男性のほうが女性より有意（収縮期：p<0.001、拡
張期：p<0.01）に高値を示した（図 2、3）。
・内中膜複合体厚と血圧との関係

図 4 に内中膜複合体厚と血圧との関係を示した。
男性、女性ともに収縮期血圧と内中膜複合体厚の値

画像 1．Bモード画像
超音波Bモード法で得られた縦断画像（総頸動脈）
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図 3．拡張期血圧における男性と女性の比較
＊＊：P<0.01

図 2．収縮期血圧における男性と女性の比較
＊＊＊：P<0.001

図 1．内中膜複合体厚における男性と女性の比較
＊＊＊：P<0.001
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と間に有意な関係はみられなかった。また拡張期血
圧についても同様に有意な関係は認められなかった。

Ⅳ　考察

本研究で得られた若齢者の内中膜複合体厚の値
は、高齢者を対象とした先行研究 13) の内中膜複合
体厚（男性 0.81 ± 0.02mm、女性 0.81 ± 0.01mm）
と比較し低値を示した。年齢の相違による内中膜複
合体厚値の変化についてはこれまでにいくつか報
告 7)，10), 16) されている。加齢にともなう内中膜複
合体厚の増加は、主に中膜における弾性線維におい
てカルシウム沈着が進行するとともに、弾性線維の
変性も進行して壁の伸展性が低下することが原因で
あると考えられている 5)。清水ら 14) は若齢者から
後期高齢者の男性 258 名、女性 518 名の内中膜複合

体厚を測定した結果によると、内中膜複合体厚は加
齢にともない増加し、高齢者では値にばらつきはあ
るものの有意に高値を示すことが報告されている。 
Dinenno ら 3) は若者群と比較し高齢者群では筋交
感神経活動のバースト頻度が 70％高値を示し、さ
らに動脈壁と筋交感神経活動との間に強い正の相関
関係（p<0.001）が認められたことを示した。すな
わち、加齢にともなう慢性的な筋交感神経活動の亢
進と動脈壁厚の増大との間に関連があることを示し
ている。本研究の対象者は 20 歳代の若齢者であり
加齢による持続的な筋交感神経活動の亢進は少ない
と考えられるため、先行研究による高齢者の値より
低値を示したのではないかと考えられる。

本研究で得られた男性と女性の内中膜複合体厚値
は、男性の方が女性に比べて有意に高値を示した。
血管機能の性差について、Jonason ら 5) は 50 歳代
を対象に頸動脈のスティッフネスを測定した結果、

図 4．内中膜複合体厚と血圧の関係
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スティッフネスおよび頸動脈径ともに女性より男性
の方が高値を示し。さらに女性と比較して男性のほ
うが喫煙、インシュリンレベル、LDL/HDL コレス
テロール比といった動脈硬化症の危険因子が有意に
高値を示し、頸動脈スティッフネスと関係がみられ
たと報告している。すなわち、男性は女性よりも多
く危険因子を有していることが、血管形状や機能に
影響を及ぼしており、そのことが一要因となり男女
に違いが生じると考えられる。さらに、男女差が生
じるもう一つの要因として、動脈の太さの違いを示
している。つまり、男性は女性より頸動脈の内径が
大きく、そのことが男女差が認められた原因の一つ
であると示唆している。本研究で対象とした 20 歳
代の男子および女子学生においても内中膜複合体の
値に有意な差が認められたことは、動脈硬化の危険
因子に男女差があったというよりは、頸動脈のサイ
ズの違いによるところが大きいと考えられるだろう。

内中膜複合体厚と血圧との関係について、本研
究では男性および女性ともに関係はみられなかっ
た。血管形状と血圧について、高齢女性において上
腕動脈血圧と末梢血管径との間には密接な関係があ
り、安静時の収縮期血圧が高いことは、末梢血管径
を大きくしている可能性を示唆している 13)。この
ことについて両者が密接な関係を示したのは、高齢
になるほど血管壁への高い刺激が長期間加わったた
めではないかと推測している。加齢にともなう血圧
の変化について、Tanaka ら 16)は圧平脈圧計（arterial 
applanation tonometer）を頸動脈上に固定する方
法を用いて推定した血圧と、上腕動脈部の血圧を比
較し、上腕動脈部の血圧は若齢群、中齢群および高
齢群において統計的差はみられなかったが、頸動脈
血圧では 3 群に有意な差がみられたことを示してい
る。さらに、頸動脈血圧と内中膜複合体厚の関係に
ついて有意な相関関係（r=0.55, p<0.001）が認めら
れたと報告している。本研究の血圧測定は中枢（頸
動脈）で測定した血圧ではなく、水銀血圧計の測定
により上腕部で得た血圧であった。形状変化を対象
とした血管と同部位の血圧値を測定することは今後
の課題である。

Ⅴ　まとめ

本研究は、日常の生活習慣が血管形状および機能
に影響を及ぼすことが示唆されていることから、若
者を対象として末梢血管形状、特に内中膜複合体厚
について男女差の検討、および内中膜複合体厚と血
圧との関連について検討した。その結果、本研究で
得られた内中膜複合体厚値は先行研究の高齢者と比
較して低値を示し、さらに、女性よりも男性の方が
有意に高値を示した。また、内中膜複合体厚と血圧
との関係は両者に有意な関係はみられなかった。今
回は若者の内中膜複合体に焦点を当てたが、末梢血
管形状や機能は運動習慣やトレーニングと関係する

（Miyachi et al. 2001, Segal et al. 1993，Tanaka et 
al. 2000）と報告されていることから、今後は運動
種目や身体活動量とあわせて検討を続け、さらに進
めていきたいと思う。

【助成】

本研究は、平成 17 年度慶應義塾学事振興資金の
補助によって執り行われた。
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要旨

The present study aimed to characterize the 
postural stability of Keio University students 
using various evaluation measures of the center 
of the pressure (COP) fluctuations. It also aimed 
to investigate the association between those 
parameters and muscle volume of the plantar 
flexors, which are regarded as the major agonist 
muscles for postural control during quiet standing. 
Healthy male (n=45) and female (n=81) students 
from Keio University participated in the study. 
Subjects were requested to maintain a quiet 

standing on a force platform in both eyes-open and 
eyes-closed conditions. Various time and frequency 
domain measures of the COP fluctuations were 
calculated. Muscle volume of the plantar flexors 
was estimated from muscle thickness measured 
by ultrasonography. The results showed that some 
time domain measures such as mean distance 
(MDIST), root mean square (RMS), and mean 
velocity (MVELO) had higher values than those 
previously reported in young adults. Our results 
suggest the inferiority of this group of Keio 
University students in the postural control during 
quiet standing. Gender differences were found in 
frequency domain measures such as mean and 

様々な重心動揺指標を用いた本塾塾生の平衡機能の評価
Evaluations of postural stability in 

Keio University students 
using various measures of static posturography 
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centroidal frequencies (P < 0.05). Moreover, time 
domain measures were negatively correlated to 
the estimated muscle volume in both eyes-open 
and eyes-closed conditions in males (MDIST, R 
=-0.514; RMS, R =-0.519; MVELO, R =-0.466; 
RANGE, R =-0.470; P < 0.05), but not in females 
(MDIST, R =-0.150; RMS, R = 0.150; MVELO, R 
= 0.151; RANGE, R = 0.128). Thus, muscle volume 
of the plantar flexors may influence time domain 
measures in posturography in males, but not in 
females. Although further investigation regarding 
the mechanisms of the observed gender differences 
is needed, we believe that this study is useful for 
resolving factors influencing individual differences 
in postural stability in healthy young adults.

キーワード：床反力計，足圧中心，超音波法，筋量
Key words：force platform, center of pressure, 
ultrasonography, muscle volume

緒言

静的立位姿勢は，我々の日常的な行動やスポーツ
動作のもっとも基本となる運動であり，我々が普段
これを保持する際には，とくに意識をすることもな
く何気なく実行していると言っていい．しかし，ヒ
トの立位姿勢は，支持面が狭い上，身体重心が高い
位置に存在するため，実はこれを保持することは困
難な作業である．現に，静的立位時の我々の身体は
厳密には静止しておらず，微少かつ複雑な動揺を示
す．これは，身体の様々な感覚情報を統合し，筋出
力を適切に調節する運動制御が反映された結果であ
ると考えられる（政二と阿部　2005）．

近年，加齢に伴い転倒が増大することが報告され
ており（Schltz et al. 1997），高齢者を寝たきりへ
と導きかねない，深刻な問題となっている．一方，
静的立位保持時の身体動揺もまた，加齢とともに
増大することから（Prieto et al. 1993；Prieto et al. 
1996），加齢に伴う平衡機能の減衰が転倒率増大の
一因となっていると考えられる．従って，こうした
動揺の量的評価は，高齢者の自活能力保持のための

転倒予防対策として有効であろう．
平衡機能の測定には，様々なタイプのものが存在

するが，なかでも静的立位でどの程度どのように足
圧中心（Center of pressure; COP）が揺れたかを
定量評価する重心動揺検査は，測定の難易度も低く，
測定機器も普及しており，多人数測定にも適してい
るため，加齢変化のほか，疾患患者を対象とした臨
床研究の場でも広く用いられている（丸田ら 1984；
Mauritz et al. 1979；Sahlstrand et al. 1978）．しか
し一方で，多人数測定という観点から言えば，若齢
健常成人を対象とした研究は比較的少なく，あくま
でも高齢者や疾患患者のコントロール群として扱わ
れることが多い．これは，高齢者や疾患患者に比し
て，若齢健常成人では個人差が明確に現れず，また
個人差の要因も特定しづらいからと推察される．し
かし，若齢成人の日常的な運動量の低下が叫ばれる
昨今，文部科学省が毎年実施している「体力・運動
能力調査」の結果が示す通り，若齢者の体力・運動
能力は年々低下しており（文部科学省　2006），そ
の歪みは平衡機能にも反映されているかもしれない．
従って，例え若齢者といえども，その運動機能の評
価には，筋力や走能力，跳能力のような比較的筋出
力の高い運動の評価のみでは不十分であり，微細な
身体の調節機能としての平衡機能の測定もまた意義
あるものといえる．筋出力の大きな測定項目に隔た
らず，様々な角度から個々の運動能力の特性を把握
し，それぞれに応じた運動プログラムを提供するこ
とこそが，健康科学・スポーツ科学に従事する我々
の使命といえる．

そこで我々は，本塾塾生の身体や健康への意識を
喚起すべく継続的に実施中の身体の形態・機能評価
プロジェクト「Nice Body への道」の身体機能の項
目に，2006 年度より新たに「静的姿勢動揺測定」
を追加し，測定を重ねてきた．本研究は，これら
の測定データから Prieto et al. (1996) が若齢者と
高齢者の動揺量の差異を定量評価するために用いた
様々な COP 動揺指標を算出し，1）先行研究との
対比から本塾塾生の平衡機能の特徴を検討すること，
2）指標間の関連性，および静的姿勢保持の主働筋
群である足関節底屈筋群（政ニと阿部　2005）の筋
体積と上記 COP 動揺の各指標との関連性から本塾
塾生の平衡機能の個人差の要因を検討すること，を
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目的に執り行われた．

方法

1．被検者

被検者は，2006 年度の春学期および秋学期に本
研究所において執り行われた，身体形態・機能測定
プロジェクト「Nice Body への道」に測定参加した，
健常な男子塾生 45 名（年齢，20.5 ± 1.6 歳；身長，
173.6 ± 4.9cm；体重，65.2 ± 7.0kg），女子塾生 81
名（年齢，20.2 ± 1.8 歳；身長，158.5 ± 6.2cm；体重，
51.2 ± 5.9kg）の計 126 名であった．測定に先立ち，
被検者には本研究の目的，意義，測定内容，測定に
より起こり得る危険性，測定開始後でも被検者の意
志で測定を回避できること，個人情報は厳重に取り
扱うこと，などを書面にて説明し，測定参加への同
意を得た．

2．運動課題および測定方法

被検者は，70 秒間の静的立位姿勢保持を，開閉
眼条件それぞれについて 1 試行ずつ行った．両踵間
の間隔ならびに角度は，Mcllory & Maki (1997)
において報告されている若齢成人の自然な立位時
の両踵間間隔および両足のなす角度の平均値に則
り，それぞれ 18cm，12 度と規定した．開眼条件では，
正面の目の高さに設定された視点を注視するように
被検者に教示した．閉眼条件では，同視点を注視し
た後に閉眼するように指示した（山本，2001）．床
反力計（Kisler，Type9281C）より得られたデータは，
AD 変換入力ボックス（DKH，PH-701）を介して
サンプリング周波数 1000Hz でパーソナルコンピュ
ータに保存された．測定開始 10 秒後から 60 秒間の
床反力データより COP を算出した．

3．指標の算出方法

COP 動揺は，前後・左右ふたつの座標軸を持つ
平面内での座標の時系列変化で表現される．以下，
前後動揺系列を AP，左右動揺系列を ML と表記す

る．各指標の算出に先立ち，APおよびMLデータを，
Prieto et al. (1996) に則り，サンプリング周波数
100Hz にダウンサンプリングした後，Butterworth 
filter 法により，高域遮断周波数を 5Hz とし，そ
れ以下の周波数帯域を抽出した．分析は Prieto et 
al. (1996) の分析時間 20 秒に則り，全データを 3
分割し，それぞれについて分析区間 20 秒の平均値
を減ずることでオフセットを除去した．前後方向，
左右方向に加えて，水平面動揺系列（RD）も以下
の通り算出した．

RD[n]=[AP[n]2+ML[n]2]1/2 n=1,2,...N  ⑴

典型例として，1 名の被検者における開眼条件時の
床反力平面上での COP の軌跡および対応した AP，
ML，RD の時系列変化を図 1 に示す．これらのデ
ータをもとに，Prieto et al. (1996) において報告
されている以下の各指標を，プログラミング言語 
Matlab（The Mathwork, Inc., Version 7.4）を用い
て算出した．なお，以下の各指標については，3 分
割した窓長 20 秒の窓からそれぞれ算出し，それら
の平均値を本研究の結果として採用した．

3-1．時間領域解析

3-1-1．変位に関する指標
COP 動揺量の定量的指標として，RD，AP，

ML の平均変位（それぞれ MDIST，MDISTAP，
MDISTML と表記する），2 乗平均平方根（それぞれ
RMS，RMS AP，RMS ML と表記する），総軌跡長

（TOTEX）を測定時間で除した平均軌跡速度（そ
れぞれ MVELO，MVELO AP，MVELO ML と表記
する．理論的には TOTEX と等価である），動揺範
囲（それぞれ RANGE，RANGEAP，RANGEML と
表記する）を算出した．以下がその算出法である．
なお，計算式については，TOTEX を除き，すべ
て RD に関してのみ記す．

平均変位；

MDIST=1/N RD[n]Σ  ⑵
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2 乗平均平方根；

[ ]RMS= 1/N RD[n]2
1/2.Σ  ⑶

総軌跡長；

ΣTOTEX= [(AP[n+1]－AP[n])2+(ML[n+1]－ML[n])2]   .1/2
N-1

n=1

 ⑷

前後方向，左右方向の総軌跡長（式は前後方向に関
してのみ記す）；

TOTEX      =Σ
N-1

n=1

AP AP[n+1]－AP[n]｜ ｜  ⑸

平均軌跡速度；

MVELO=TOTEX / T. ⑹

ここで，T は測定時間（秒）である．

動揺範囲；

RANGE=max(RD[n])－min(RD[n]). ⑺

ここで，max (RD [n])，min (RD [n]) は，1 ≤ n ≤ N
の RD の最大値，最小値である．

3-1-2．面積に関する指標
COP 動揺の面積に関する指標として，棄却円面

積（AREA-CC），棄却楕円面積（AREA-CE）を
算出した．それぞれの算出法は以下の通りである．

棄却円面積；

(                        )AREA－CC=π
2

0.5MDIST＋Z   SRD  ⑻

ここで，Z0.5 は信頼水準を 95% としたときの Z 統
計量で，その値は 1.645 である（Prieto et al. 1996）．
SRD は RD の標準偏差である．

[                       ] RMS    MDIST2 2SRD= － .
½ ⑼

つまり，ここでは，棄却円の半径を RD 系例の 
95% 信頼限界と設定したことになる．

一方，AREA-CE を求める際の長径を a，短径を b
とすると，Prieto et al. (1996) の算出法に則り，a，

b は以下のように求められる．

[                                  ] [      ] a = (                    ).05 2, 2－
1
2F n

2SAP 2SML D+ +  ⑽

－[                                  ] [      ] (                    ).05 2, 2－
1
2F n

2SAP 2SML D+b =  ⑾

F.05[2, n-2] はデータ数 n の二変量分布において信頼水
準を 95% と設定したときの F 統計量であり，サン
プル数が十分に多い場合（n > 120），その値は 3.0
となる（Prieto et al. 1996）．SAP，SML はそれぞれ
AP，ML の標準偏差である．D は以下のように算
出される．

4－ .
1
2(                              )2SAP 2SML S－+[                                                     ] D = (                )2SAP 2 2SML APML+  ⑿

ここで，SAPML は共分散である．

=SAPML 1/N AP[n]ML[n]Σ  ⒀

以上より，式⑿を式⑽⑾に代入することにより，
AREA-CE は算出される．

[      ] 2, 2－n [                         ] 1 22
AP

2SS ML S－ APMLAREA－CC=πab= πF.052  ⒁

3-1-3．その他の指標
その他の指標として，連続する 2 点と COP の原

点とがなす三角形の面積を積分して求める動揺面
積（AREA-SW），TOTEX と MDIST を 用 い て 
COP の正弦波振動の周波数を算定する平均周波数

（MFREQ）を算出した．算出法は以下の通りである．

動揺面積；

.AREA－SW= Σ
N-1

n=1

AP[n+1]ML[n]－AP[n]ML[n+1]1
π2

 ⒂

平均周波数；

MFREQ= =
MDIST T
TOTEX

MDIST
MVELO

π2 π2
 ⒃

平均周波数に関しては，AP，ML についても計測
した．算出法は AP についてのみ記す．

AP

AP
APMFREQ    = =

MDIST     T
TOTEX APMVELO
√24 APMDIST√24

 ⒄
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図 1　開眼条件下での静的立位保持時におけるCOP動揺の典型例．
A：床反力計平面状でのCOPの軌跡．
B：前後方向の変位．
C：左右方向の変位．
D：水平面上の変位．
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3-2．周波数領域解析

周波数解析を用いて，周波数領域における COP
動揺の質的・量的特性を検討した．RD，AP，ML
の各系列について，ウェルチ法によりパワー
スペクトル密度を計算した．解析は，Prieto et 
al. (1996) に従い，0.15Hz から 5Hz の周波数領域
を対象に行い，この帯域のパワースペクトル密度の
分布の面積や形状に関する以下の指標を算出した．

離散パワースペクトル密度関数 G[m] における周波
数増分をΔf とすると，スペクトルモーメントμ k 

は以下のように求めることが出来る．

(         )+ +=k km fμ Σ
j

m=i

G[m]Δ  ⒅

ここで，分析対象の周波数領域の総パワー（それぞ
れ POWER，POWERAP，POWERML と表記する）
は k=0 のときのスペクトルモーメントμ0 である．

POWER =μ0  ⒆

これをもとに，RD，AP，ML それぞれについ
て，パワースペクトル面積がトータルパワーの
50%，95% となる周波数（それぞれ PF50，PF50AP，
PF50ML，PF95，PF95AP，PF95ML と表記する） を
求めた．これらは以下の式より得られる u，v に 
Δf を乗じることで求めることが出来る．

>Σ
j

m=i

G[m] μ00.5_  ⒇

Σ
j

m=i

μ00.95>_G[m]  21

また，2 次のスペクトルモーメントを 0 次のス
ペクトルモーメントで除した値の平方根より得
られる重心周波数（それぞれ CFEQ，CFREQAP，
CFREQML と表記する），パワースペクトル密度の
ばらつきを評価する周波数分散（それぞれ FREQD，
FREQDAP，FREQDML と表記する）についても算
出した．算出式は RD に関してのみ記す．

CFREQ=
μ[       ] 1 22
μ0  22

FREQD=[              ] －
1
22

1
μ0

μ2μ0  23

4．筋量の算出方法

COP 動揺は身体重心（Center of mass; COM）に
代表される身体の動揺ではなく，足関節トルクの挙
動を反映している．通常の静的立位姿勢では，身体
重心は足関節よりも前方に位置するため，後ろ向き
の足関節トルク，すなわち足関節底屈トルクが常に
身体を保持している．従って，静的立位を倒立振子
でモデル化した場合，足関節底屈筋群がその主働筋
群であると言える（政二と阿部　2005）（静的立位
の力学に関しては付録に記す）．そこで，本研究では，
超音波 B モード法（ALOKA，SSD-900）により測
定された足関節底屈筋群の筋厚と下肢長から，足関
節底屈筋群の体積を推定した．下肢長は脛骨頭から
外顆の下端までの長さとし，筋厚測定位置は，Abe 
et al. (1994) に則り，下肢長の近位 30% 部位の外
側腓腹筋筋腹上とし，表層筋膜から脛骨までの距離
を筋厚とした．筋体積の推定には，宮谷（1999）
らが報告している，MRI 法により測定した筋体積 
MVMRI と，超音波測定より得られた筋厚の 2 乗に
下肢長を乗じた ULTMVI との一次回帰式から推定し
た．回帰式は以下の通りである．

+
MRI MVIMV      = +0.4285 157.86ULT  24

推定した足関節底屈筋群の筋体積はすべて体重で規
格化された（以降，これを MV-PLA と表記し，筋
量の指標として用いる）．なお，MV-PLA の平均値

（±標準偏差）は，男子塾生で 15.1（± 1.78） cm3/
kg，女子塾生で 13.6（± 1.69）cm3/kg であった．

5．統計解析

COP 動揺の各指標の性別間ならび開閉眼条件
間の比較には，混合モデルの分散分析（a mixed-
model ANOVA）を用い，post-hoc 分析としてはテ
ューキーの多重比較法を適用した．平均周波数と平
均変位との間の関係性，ならびに COP の各指標と
MV-PLA との関係性に関しては，一次回帰分析を
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用いて比較した．得られた値からピアソンの相関係
数を計算し，その有意性を有意水準 5% で検定した．
すべての統計解析には，STATISTICA（StatSoft, 
Inc., Version 5.5）を使用した．

結果

1．各指標の開閉眼条件間および男女間の比較

表 1 には男女，開閉眼におけるすべての指標の
平均値±標準偏差を示した．また，リファレンス
データとして，Prieto et al.（1996) において報
告されている，若齢男女 20 名（年齢，26.4 ± 4.9
歳），高齢男女 20 名（年齢，68.0 ± 1.3 歳）のデ
ータも示した．開閉眼条件間の差異に着目すると，
男女の RMS，MVELO，MVELOAP，MVELOML，
RANGE，RANGEAP，RANGEML，AREA-CC，
AREA-CE，AREA-SW，MFREQ，MFREQAP，
POWER，POWERAP，POWERML，男子の MDIST，
MDISTAP，MDISTTML，RMSAP，RMSML，
CFREQML において有意差がみられた．このう
ち，MDISTML，RMSML，MVELOML，RANGEML，
MFREQ，MFREQAP，POWERML，CFREQML に
関しては，Prieto et al. (1996) の若齢者において
開閉眼条件間差は見出されていない．一方，Prieto 
et al. (1996) の若齢者において開閉眼条件間に有
意差が観察された PF50，PF95 に関しては，本研
究の被検者では差がみられなかった．一方，開閉眼
時の MVELO，MVELOAP，MFREQ，MFREQAP，
PF95，CFREQ，CFREQAP，FREQDAP， な ら び
に開眼時の PF95ML，CFREQML に関しては，有意
な性差が検出された．

2．平均周波数‐平均変位関係

Maurer et al. (2005) は，コンピューターシミュ
レーションによって静止立位の制御器をモデル化
し，比例ゲイン KP（神経系のなかでの位置制御成
分を意味する）や微分ゲイン KD（神経系のなかで
の速度制御成分を意味する）の値をいろいろと変え
た場合に，Prieto et al. (1996) が報告した様々な

指標がどのように変化するかを検討している．結
果，KP は MDIST，RMS，RANGE などの変位に
関する指標と負の相関を示し，MFREQ や CFREQ
などの周波数に関する指標と正の相関を示すこと
が報告されている．そこで，図 2A‐F は，Maurer 
et al. (2005) において，KP と最も負の相関が高い
MFREQ（R = -0.84）と，KP と最も正の相関が高
い MDIST（R = 0.96）との関係を，男女それぞれ
の RD，AP，ML のすべての系列について示した．
その結果，開眼時，閉眼時ともに，RD，AP，ML
すべての系列において，平均周波数と平均変位との
間には有意な負の相関関係が得られた（P < 0.05）．

3．COPの各指標と MV-PLA との関係

表 2 には，一次回帰分析より得られた，COP
の各指標と MV-PLA との間の相関係数を示し
た．男子・開閉眼両条件での MDIST，MDISTML，
RMS，RMSML，MVELO，MVELOAP，MVELOML，
RANGE，RANGEML，AREA-CC，AREA-CE，
AREA-SW，POWER，POWERAP，POWERML に
おいて有意な負の相関関係が（P < 0.05），FREQD 

ML において有意な正の相関関係が得られた（P < 
0.05）．また，MDISTAP，RMSAP，RANGEAP につ
いては，男子開眼条件においてのみ有意な負の相関

（P < 0.05）が，FREQD については，男子開眼条
件においてのみ有意な正の相関（P < 0.05）が，そ
れぞれ観察された．女子両条件においては，いずれ
の指標も MV-PLA との間には有意な相関関係は得
られなかった．

考察

1．Prieto et al. (1996) との比較

表1において，本研究の結果をPrieto et al.(1996)
のデータと比較すると，MDIST や MVELO などの
指標は，高齢群ほどではないにせよ，若齢群データ
よりも高値を示していることが分かる．これはすな
わち，本塾塾生は，先行研究の若齢群に比して静的
立位保持時の揺れが大きいことを示している．また，
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MFREQ，PF95，CFREQ，FREQD な ど の COP
動揺の周波数に関する指標に関しても，高齢群と同
等の高値を示すことから，本塾塾生の COP 動揺は，
Prieto et al.（1996) の若齢群に比して，スペクト
ルの広がりが大きく，かつ高周波の揺れが大きいこ
とが示唆される．

一方，各指標の開閉眼条件間差に着目してみよう．
ヒトの姿勢調節には，視覚系，前庭系，体性感覚系
からの情報をもとにしたフィードバック調節系が
重要な役割を果たすと考えられている（Fitzpatrick 
et al. 1994）．従って，このうちのひとつである視
覚系からの入力を遮断した場合には，動揺量も増
すものと推測される．現に，表 1 に示されるよう
に，Prieto et al.（1996) の報告では，ML 系列を
除き，若齢者では変位に関するすべての指標で開閉
眼条件間の有意差が検出されている．一方，本塾
塾生においても同様に，変位に関する多くの指標
において開閉眼条件間の差が検出されたが，なかで
も Prieto et al.（1996）の若齢群では条件間差のな
かった MVELOML や POWERML などの ML 系列の
揺れの大きさを表す指標においても差が観察された
点が興味深い．これはすなわち，本塾塾生は，視覚
遮断を行うと，前後方向のみならず左右方向の揺れ
も増大することを示しており，この傾向は閉眼時に
MVELOML が有意に増大するという高齢群の結果
と類似している．また，Prieto et al.（1996）では
高齢群でのみ差がみられた MFREQ や MFREQAP

についても，男女ともに開閉眼条件間差がみられ
た．一階微分系列の平均振幅とみなせる MVELO

（一階微分系列は原時系列に比して高周波のパワー
が増大する）や MFREQ が閉眼時に増大すること
は，すなわち，高齢者においては視覚系入力の有無
が，より高周波の COP の揺れに影響するものと考
えられ，こうした傾向が本塾塾生にもみられたこと
は注目すべき点であろう．

以上のように，静的立位姿勢保持時の本塾塾生
の COP 動揺は，その量的指標の絶対値に着目する
と Prieto et al.（1996）の若齢群に比して高値を示
し，動揺の周波数特性や開閉眼条件間差に着目する
と，随所で Prieto et al.（1996）の高齢群と似た傾
向をとることが分かった．こうした結果は，本塾塾
生の平衡機能が Prieto et al.（1996）の若齢群より

も劣っている可能性を示唆するものであり，本塾塾
生の身体機能の特徴のひとつとして認知されるべき
問題であろう．

2．平均周波数‐平均変位関係について

Maurer et al.（2005）のシミュレーション研究に
おいて，位置制御成分を意味する比例ゲイン KP と
最も負の相関の強い MFREQ と，最も正の相関が
強い MDIST との関係を検討したところ，RD，AP，
ML のすべての系列で両者の間には有意な負の相関
が得られた（図 2）．この結果はすなわち，位置制
御情報が大きい被検者ほど，身体動揺量が増える
傾向にあることを示している．Masani et al.（2003; 
2006）は，1) 静的立位中の身体動揺と筋電図とを
相互相関解析すると，身体動揺に一致した筋活動が
身体動揺に先行して起こること，2) 身体動揺の小
さな被検者ほどこの相関が小さいこと，3) 静止立
位の制御を単純な PD 制御器でシミュレートした場
合，比較的微分ゲイン KD の大きい制御器ほど身体
動揺と運動指令の相関が低くなること，を報告し，
静的立位の制御における速度情報の重要性を示唆し
ている．すなわち，図 2 の左上部に位置するような
被検者は，速度情報に比して位置情報優位の制御方
策をとるが故に，身体動揺量が増えてしまっている
ことを意味すると考えられる．従って，図 2 のよう
な指標の関連性から，位置情報への依存度の大小が
動揺量の個人差を生む要因となっている可能性が導
き出される．

3．COP動揺の各指標と足底屈筋群の筋量との関係性について

表 2 に示されるように，男子塾生の開閉眼時にお
いてのみ，いくつかの指標で MV-PLA との間に有
意な相関関係が認められた．このうち，ML 系列に
関するものは，足底屈筋群と股関節内外転筋群と
の筋量同士の相関性から間接的に導き出された結
果と考えられるため，足底屈筋群の筋量が直接的に
関係すると思われる RD，AP 系列に関するものの
みに注目する．開閉眼時ともに有意な負の相関関係
が得られた指標としては MDIST，RMS，MVELO，
MVELOAP，RANGE，AREA-CC，AREA-CE，
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図 2：COP動揺の平均周波数－平均変位間の関係．
すべてのグラフは男女別に記載されており，A；男子 RD，B；女子 RD，C；男子 AP，D；女子 AP，E；男子 ML，
F；女子 ML となっている．男女，開閉眼をとわず，すべての条件で有意な相関関係（P < 0,05）が得られた．
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表 2．COP動揺の各指標とMV-PLA との相関関係

Male Female

Measure Eyes-Open Eyes-Closed Eyes-Open Eyes-Closed

MDIST
MDISTAP

MDISTML

-0.514*
-0.416*
-0.492*

-0.370*
-0.234
-0.445*

-0.150
0.200
0.051

0.073
0.082
0.040

RMS
RMSAP

RMSML

-0.519*
-0.423*
-0.505*

-0.378*
-0.255
-0.448*

0.150
0.210
0.044

0.080
0.086
0.052

MVELO
MVELOAP

MVELOML

-0.466*
-0.486*
-0.400*

-0.367*
-0.298*
-0.390*

0.151
0.080
0.166

0.065
0.048
0.057

RANGE
RANGEAP

RANGEML

-0.470*
-0.448*
-0.550*

-0.355*
-0.248
-0.504*

0.128
0.188
0.020

0.073
0.070
0.089

AREA-CC
AREA-CE
AREA-SW

-0.509*
-0.567*
-0.535*

-0.371*
-0.428*
-0.404*

0.144
0.163
0.121

0.048
0.051
0.033

MFREQ
MFREQAP

MFREQML

-0.010
-0.074
-0.079

0.037
0.037
0.150

0.050
-0.120
0.076

-0.083
-0.042
-0.083

POWER
POWERAP

POWERML

-0.518*
-0.412*
-0.466*

-0.358*
-0.365*
-0.414*

0.039
0.066
0.039

0.093
0.050
0.118

PF50
PF50AP

PF50ML

-0.187
-0.052
-0.029

-0.026
0.066
0.043

0.004
0.054
0.060

-0.047
-0.097
0.080

PF95
PF95AP

PF95ML

0.128
-0.055
-0.012

0.005
0.031
0.016

0.023
0.008

-0.018

-0.062
0.015
0.017

CFREQ
CFREQAP

CFREQML

-0.057
-0.041
0.183

0.067
0.079
0.140

0.055
0.041
0.047

-0.096
0.005

-0.022

FREQD
FREQDAP

FREQDML

0.343*
0.197
0.361*

0.162
0.006
0.377*

-0.002
-0.037
-0.018

-0.095
0.017

-0.103

表内の数値はすべて一次回帰より得られた相関係数であり，* がついているもののみ
が MV-PLA との間に有意な相関が認められた指標である（P < 0.05）．
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AREA-SW，POWER，POWERAP，が挙げられるが，
これらは身体動揺の大きさを評価する指標といえ，
従って体重に対して筋量の割合が大きい人ほど揺れ
にくい性質にあるものと考えられる．Yoshitake et 
al.（2004）によると，静的筋力発揮時の力の変動は，
発揮張力レベルの上昇とともに増加する．静的立位
時の発揮トルクレベルは体重に依存して決定され
るため，MV-PLA が小さな人ほど姿勢保持のため
に要求される相対的な発揮トルクレベルが大きくな
り，結果，揺れが大きくなるものと考えられる．ま
た，MVELO，MVELOAP にも負の相関が得られる
ことから，比較的高周波成分の揺れが筋量と深い関
係を持つことが示唆される．

ここで，動揺の大きさの個人差を生むひとつの要
因として，足関節の柔軟性のような形態的な特徴の
影響が想像される．しかし，Maurer et al.（2005）
のシミュレーション研究では，足関節の機械的なス
ティフネスは固定されているため，この変化により
COP 動揺の各指標がどのように変わるかは定かで
はない．小田ら（2002）は 21 名の健常な男女を対
象に，足関節の柔軟性（足関節の最大背屈角度，お
よび受動トルクと角度変化の関係を 2 次回帰した
時の係数であるスティフネス係数で評価）と下腿周
径囲，筋腹長，足底屈筋力との間には有意な負の相
関があることを示し，筋横断面積が足関節の柔軟性
の主な規定因子である可能性を示唆している．こ
の報告と，開閉眼時いずれにおいても MV-PLA と
COP 動揺の大きさを表わす指標との間に有意な負
の相関が得られたという結果を合わせ考えると，足
関節の柔軟性は開閉眼条件間で変化するものでは
ないため，筋量が足関節の柔軟性を規定することで，
間接的に COP 動揺量の個人差を生み出す要因とな
った可能性が示唆される．ただし，小田ら（2002）
の研究は筋量と柔軟性との関係性を明言するにはサ
ンプル数が若干不足しており，より詳細な議論を行
うためには，今後，足関節の柔軟性を示す指標を計
測し，足関節底屈筋群の筋量や COP 動揺の各指標
との関連性について更に検討していく必要があろう．

一方，FREQD と MV-PLA との間には，開眼
時においてのみ有意な正の相関関係が得られた．
Maurer et al.（2005）によると，FREQD は，微分
ゲイン KD（神経系のなかの速度制御成分を意味す

る）と強い正の相関関係を示す指標である．すなわ
ち，上記の筋量と動揺量との関係と合わせ考えると，
特に視覚系も含めた各種感覚情報を活用した適切な
制御が行われている場合（すなわち開眼時の静的立
位保持を意味する）には，筋量が多い人ほど微分ゲ
イン KD が大きい制御方策をとることで，幅の広い
周波数領域での揺れを持つようになり，結果，動揺
量が小さくなる，と解釈される．こうした速度情報
優位の制御を行っている被検者ほど揺れが小さくな
るという結果は，上記 Masani et al.（2003;2006）
の主張を支持するものである．

4．男女間の差異について

COP 動揺でみた揺れの大きさの男女差につい
てはこれまで多くの研究で報告されてきたが，性
差があるという報告（今岡ら 1997；Thyssen et 
al. 1982）と，ないという報告（五島　1985）が
あり，議論が分かれるところである．本塾塾生の
様々な COP 動揺の指標に着目すると，開閉眼時
の MVELO，MVELOAP，MFREQ，MFREQAP，
PF95，CFREQ，CFREQAP，FREQDAP， な ら び
に開眼時の PF95ML，CFREQML において，有意な
性差が認められ，男子のほうが有意に高値を示した

（表 1）．こうした結果は，男子の COP 動揺のほう
が，スペクトルの広がりが大きく，かつ高周波の揺
れが大きいことを意味するものと思われる．また， 
MVELO，MVELOAP を除き，これらの指標はいず
れも筋量との間に有意な相関がみられなかった指標
である点も興味深い．また，表 2 が示すように，サ
ンプル数が男子塾生の約 2 倍いる上，MV-PLA の
分散はほぼ男子と等価であったにも関わらず，女子
塾生においてはすべての指標で MV-PLA との間に
有意な相関が検出されなかった．このことからも，
女子に関しては，筋量は静的立位姿勢保持時の動揺
量に影響せず，従って，いくつかの COP 動揺指標
で観察された性差は，筋量に起因するものではない
ことが示唆される．女子の平衡機能の個人差の規定
因子に関しては，脂肪量や骨盤の広さなどの形態的
な特徴の差異も示唆されるが，これらはいずれも推
測の域を出ず，今後更なる検討が必要であろう．
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まとめ

本研究は，本塾塾生の平衡機能の特性を探るべく，
Prieto et al.（1996）に則り，さまざまな指標で塾
生の COP 動揺を定量的に評価した．加えて，これ
ら指標と，静的姿勢保持の主働筋群である足関節
底屈筋群の筋量との関係性についても検討した．そ
の結果，MDIST や MVELO などの COP 動揺の揺
れの大きさを評価する指標において，本塾塾生は
Prieto et al.（1996）の若齢群よりも高値を示した．
また，動揺の周波数特性や開閉眼条件間の差異に着
目すると，随所で Prieto et al.（1996）の高齢群と
似た傾向をとることが分かった．このことは，本塾
塾生の平衡機能の低さを示唆するものである．一方，
シミュレーションを用いた先行研究の結果（Masani 
et al. 2003; Masani et al. 2006; Maurer et al. 2005）
との対比から，静的立位の制御にはとくに速度情報
が重要であり，位置情報優位の制御を行っている被
検者ほど動揺量が増えることが示唆された．さらに，
筋量と各指標との一次回帰分析より，男子塾生にお
いてのみ，RD，AP 系列における COP の揺れの大
きさと筋量との間に負の相関関係が見出された．こ

のことから，少なくとも男子塾生においては，筋量
が平衡機能の個人差の一因となる可能性が示唆され
た．一方，女子に関しては，筋量が平衡機能の個人
差を規定する因子でないことが示唆された．

今後は，本研究で観察された男女差のメカニズム
の解明に取り組むとともに，女性の平衡機能の個人
差の要因についてより詳細に検討していくことが必
要となるであろう．こうした研究を積み重ねていく
ことが，将来的には，個々人の特性に合わせた平衡
機能向上のための運動プログラムの開発につながる
ものと考えられる．

付録

静的立位の力学
重心動揺検査で用いられる COP 動揺は，COM

の動揺とは正確には一致しない．基礎研究にお
いては古くから両者の区別は明確であるが（e.g. 
Gurfinkel 1973; Caron et al. 1997），臨床研究では両
者の区別が明確になされていない傾向にある．本項
では，静的立位の力学を付記し，両者の相違を明示
する．

ヒトの静的立位は，しばしば倒立振子でモデル化
される（図 3）．系の運動方程式は，

図 3　倒立振子モデル．詳細は本文に詳しい．
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I  =mghsin  +T+θ θ ε¨  25

と書ける．ここでθは動揺角度，m は身体重量，I
は身体慣性モーメント，hは足関節からのCOM変位，
g は重力加速度，T は足関節トルク，εは微小な雑
音である．COM が足関節より前方に位置するため
に，後方向きの足関節トルクが常に身体を保持して
いる（Smith 1957）．従って，静的立位中には足関
節背屈筋群の活動は小さく，足関節底屈筋群が主に
活動しており，故に，倒立振子でモデル化される静
的立位においては，腓腹筋やヒラメ筋に代表される
足関節底屈筋群が主働筋群であるといえる．

足関節トルクについては以下の近似が成り立つ．

T+fvu .0  26

ここで，fv は床反力垂直成分，u は COP の位置
である．さらに，静的立位中には，fv mg と近似
できるので，COP 位置は足関節トルクとほぼ比例
する変数であることが分かる．

式2526より，

I
mgθ̈u    y－  27

を得る．ここで y は COM の位置である．COP 位
置と COM 位置は，静的平衡条件下，すなわち右辺
の慣性項が 0 の場合では一致するが（u = y），立位
中には，足関節トルクの過不足により，COP は瞬
時平衡点（u ≠ y）から偏倚する．この足関節トル
クの過不足が COM の加速度（ ≠ 0）を生じさせる．
従って，COM と COP はこの慣性項の分だけ異なる．
言い換えれば，立位姿勢の制御機構とは，足関節ト
ルクの過不足を増減して足関節トルクを COM 位置
に適したものにすること，あるいは COP と COM
を一致させること，と言い表すことができる．

助成

本研究は，平成 18 年度・19 年度文部科学省科学
研究費（若手研究（B））ならびに平成 18 年度慶應
義塾学事振興資金（共同）の補助によって執り行わ
れた．
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体育･スポーツに関する 
人文･社会科学的研究

プロジェクトメンバー：加藤大仁（代表），近藤明彦，山内賢，野口和行

人文・社会科学研究班では、研究プロジェクトが始まった当初から、各メンバーの意向を最大限尊重する
形で研究を進めていくことにした。というのも、無理やり全体を統一するようなテーマを設定してしまうと、
それに縛られてしまい、各メンバーが自由に議論を展開できなくなってしまうのではないかと考えたからで
ある。結果として、各報告における一貫性が乏しいように見えることは否定できない。しかし、たとえ明示
的でないにせよ、何れの報告も「大学体育」をよりよいものにしていくためにはどうしたらいいのかという
問題意識を共有したうえで議論を展開している。

以下、各報告の概略を簡単に示す。
『大学生のスポーツ・運動行動とその意識に関する調査』は慶應義塾大学の全学部全学年を対象に「大学

生のスポーツ・運動行動とその意識」に関する調査を実施したものである。その目的は、①運動実施に関す
る学部・学年別比較、②運動実施形態別の実施頻度・時間・意識の比較、③運動非実施の意識及びその理由、
④自由時間の活動として重視すること、等について分析を行い、その結果をもとに今後の体育研究所の教育
活動等の方向性を検討するための基礎資料を得ることである。因みに、以前にこのような調査が行われたの
は 1999 年のことであり、今回は約 8 年ぶりの調査ということになる。

『学校教育現場での BLS 教育普及活動への提言』では、日本における BLS 教育の普及・啓発状況ならび
に本塾における実施状況を俯瞰している。さらに、大学における BLS 教育普及のための基礎資料を作成す
ることを目的として、体育研究所設置科目･体育学演習「ライフセービング（救急法の基礎）」の履修学生を
対象とした意識調査を実施し、今後の方向性についての提言も行っている。

『公共政策としてのスポーツ政策に関する一考察』では、公共政策としてスポーツを展開していく意義を
政治経済学的観点から考察したうえで、スポーツは準公共財とみなされる部分が大きく、最終的にスポーツ
が積極的に振興されるかどうかは政治的な決定に委ねられることを指摘している。また、政治的な決定は公
平と効率のバランスをどのようにとるかという価値判断を含むものであるが、これを「価値判断＝好みの問
題」として放置せず、政策の合理性を検証する作業の重要性を指摘している。

大学体育がどうあるべきかという問いに対しては、これまでも多くの議論が積み上げられてきたし、大学
を取り巻く社会情勢の変化に応じて、これからも議論され続けていくことになるだろう。当グループの各メ
ンバーとも、以下の 3 報告がこの問いに対する議論を進めていくうえでの基礎的な資料となればと考えてい
る。
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〈研究助成金〉

・平成 19 年度慶應義塾学事振興資金  共同研究（70 万円）
　　「本塾学生を対象としたスポーツと健康に関する意識調査」  研究代表者　近藤 明彦
・平成 19 年度慶應義塾学事振興資金  個人研究（10 万円）
　　「現代日本のスポーツ政策とスポーツの公共性に関する一考察」 研究代表者　加藤 大仁
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Ⅰ　はじめに

慶應義塾大学（以下本塾という）体育研究所では、
これまで保健体育が必修科目として設置されていた
時期から、学生の体力把握やスポーツ実施状況の調
査を行っていた（村山ら 1996）。大学設置基準の大
綱化に伴うカリキュラム改定により、8 学部中 6 学
部で保健体育科目を選択科目としたが、その後も継
続的な調査を行い、塾生のスポーツ・運動行動に関
する検討を続けてきた（村山ら 1997）。1996 年から
は研究所全体の取り組みとしてプロジェクト研究が
推進された。その成果の一つが、1997 年に、体育
実技未履修者を含む 6 学部（湘南藤沢キャンパス
を除く）の 1 ～ 4 年生を対象とした「大学生のスポ
ーツ・運動行動に関する意識調査」である（植田ら
1998、田中ら 1999）。さらに、1999 年には、より詳
細な分析を加えるため、調査対象を湘南藤沢キャン
パスの 2 学部を加えた全学部全学年（医学部 5、6
年生を含む）に拡大し、「大学生のスポーツ・運動
行動とその意識に関する調査」を実施した（村山ら
2001）。

前回の調査以降 8 年がたち、その間に、体育研究
所では 2004 年に、科目名の変更（体育実技 A、体
育実技 B、体育学講義）、成績評価の方法（従来の
ABCD による評価に加え、Pass & Fail 方式による
成績評価の実施）、新設置科目の開設（体育学演習）
等のカリキュラム改定を行った。また、看護医療学
部が開設され、全部で 9 学部となった。2008 年に
は本塾が創立 150 年を迎え、体育研究所の新棟への
移転、旧体育研究所のトレーニングルーム、エクサ
サイズスタジオ、プール等を含む日吉キャンパス複
合施設（仮称）の建設、陸上競技場の整備、記念館

の建て替えなど、本塾の体育・スポーツを取り巻く
環境は大きく変わるものと思われる。

ところで、体育研究所がその使命のひとつである
塾内の研究・教育・スポーツ振興を担っていくため
には、塾生のスポーツ・運動行動とその意識を把握
することが必要不可欠である。そこで、本調査では、
本塾の全学部全学年を対象としたスポーツ・運動行
動とその意識に関する調査を行い、今後の体育研究
所の教育活動等の方向性を検討するための基礎資料
を得ることを目的とした。本稿では、塾生のスポー
ツ・運動の実施状況を中心に報告する。

Ⅱ　方法

1．対象

調査対象は本塾文学部、経済学部、法学部、商学
部、医学部、理工学部、総合政策学部、環境情報学
部、看護医療学部の 9 学部 1 ～ 6 年生とした。先
行研究（慶應義塾大学学生総合センター 2007）を
参考に、各学部、学年とも約 7 分の 1（医学部、看
護医療学部は約 7 分の 5）の学生を無作為に抽出し、
合計 4600 名を対象とした。

2．調査内容

質問紙法を用いた。調査内容は、①個人のプロフ
ィール、②現在の運動実施状況、③体育実技の履修
状況、④過去の運動経験、⑤自由時間の活動として
重視すること、⑥運動・スポーツへの意識、⑦日常
体力についての自己評価、⑧将来のスポーツ実施で
ある。作成にあたっては、先行研究による結果を参

大学生のスポーツ・運動行動とその意識に関する調査

野口和行，近藤明彦，加藤大仁，山内賢
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考にし、「大学生のスポーツ・運動行動に関する調査」
として、再構築した。

3．調査時期

平成 19 年 12 月に質問紙を郵送により配布し、平
成 20 年 1 月までに郵送で回収した。回答は 1115 名

（回収率 24.2％）から得られた。

4．分析方法

本報告では、①運動実施に関する学部・学年別比
較、②運動実施形態別の実施頻度・時間・意識の比
較、③運動非実施の意識及びその理由、④自由時間
の活動として重視すること、について分析を行った。

なお、本報告では得られた回答のうちの 583 名を
分析対象とする。

Ⅲ　結果と考察

1．運動実施状況に関する学部・学年別比較

分析対象 583 名の学部・学年・男女別回答数を表
1 に示した。

総合政策学部、環境情報学部の比率が少なかった
が、両者は学部横断的なカリキュラムを組んでいる
こと、湘南藤沢キャンパスで 4 年間を過ごすことな
どから、類似性が高いと考えられるため、以下総合
政策・環境情報学部としてまとめることとした。看
護医療学部は同じ湘南藤沢キャンパスであるが、カ
リキュラム等が大幅に違うことから、独立した学部
として取り扱うこととした。この結果、各学部の比
率は、8％から 17％の範囲となった。

現在の運動実施状況に関する質問（Q1．現在の
あなたのスポーツや運動の実施状況に合うものを 1
つ選び、番号に○印をつけて下さい。）に対する回
答群、

Q1-1． 大学の体育実技の授業を履修し、自発
的に運動している（体育会・サークル
活動等含む）

Q1-2． 体育実技の授業は履修していないが、

自発的に運動している
Q1-3． 体育実技の授業のみである
Q1-4． スポーツ・運動はしていない

について、全体及び学部別の回答率を図 1 に示した。
全体では 65.2％が定期的に運動を実施していた。

村山ら（2001）の調査では、「毎週ではないが月や
年に何度か実施するものがある」を含めると 68.1％
が定期的に運動しており、植田ら（1998）の調査で
も運動の非実施者は 36.6％であることから、10 年
間であまり変化はみられず、定期的な運動実施者は
6 割程度と考えてよいであろう。

学部別実施状況の比較では、村山ら（2001）の調
査と同様に、医学部において実施者が顕著に多いこ
とが明らかになった。また、総合政策・環境情報学
部において定期的な運動実施が体育実技のみという
比率が他学部に比べて高かった。これは、総合政策
学部、環境情報学部において体育実技が必修科目で
あることが影響していると考えられる。このことか
ら、大学生にとって体育実技の授業は、定期的な運
動実施の機会となっていることを示唆していると考
えられる。これに対して、看護医療学部では定期的
な運動実施者が 40％を切っており、体育実技の履
修率も 10％程度である。これは、看護医療学部の
体育実技が選択科目であること、同じ湘南藤沢キャ
ンパスでありながら校舎が運動施設と離れているこ
と等が要因として考えられる。

次に、体育実技の授業が卒業単位にならず、医学
部体育会への所属率が高いため他学部とは特徴的な
面がある医学部を除いた学年別の回答率を図 2 に示
した。

Q1-2「自発的運動のみ」の割合は学年による差
があまり見られない一方、Q1-1「体育実技＋自発
的運動」、Q1-3「体育実技のみ」の割合は学年が上
がるに従って減少する傾向にある。これは、必要単
位数が充足すること、上級生になると、運動施設が
集中する日吉キャンパスから、三田・矢上キャンパ
ス等に移動すること等も原因として挙げられるであ
ろう。特に 3 年生では、定期的な運動実施が 52.0％
にまで減少している。これは、調査時期が就職活動
の時期と重なっていることも影響していると考えら
れる。また、4 年生では定期的な運動実施が増加し
ている。4 年生以上でも約 16％の学生が体育実技の
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表 1　各学部・学年・男女別の回答数

総数 ％
全体 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

文学部 55 9.4 13 42 0 10 0 14 4 5 9 13

経済学部 100 17.2 72 28 19 6 21 6 13 10 19 6

法学部 102 17.5 55 47 15 10 9 11 12 15 19 11

商学部 77 13.2 54 23 15 6 9 9 12 5 18 3

医学部 73 12.5 59 14 10 4 10 2 16 2 6 1 12 2 5 3

理工学部 74 12.7 60 14 13 2 14 3 23 4 10 5

総合政策学部 31 5.3 17 14 3 5 4 4 4 3 6 2

環境情報学部 24 4.1 11 13 1 3 1 3 1 3 8 4

看護医療学部 47 8.1 4 43 2 9 1 12 1 12 0 10

計 583 100 345 238 78 55 69 64 86 59 95 55 12 2 5 3

図 1　運動・スポーツの現在の実施状況（全体・学部別）

図 2　運動・スポーツの実施状況（学年別・医学部除く）
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授業を履修しているということは、体育科目が選択
科目となり、4 年間にわたって履修可能になったこ
とにより、定期的な運動実施の場となっていると考
えることもできるであろう。また、4 年生になると、
卒業後の進路が大体決まり、3 年次までの授業時間・
生活時間と異なってくることにより運動する機会が
得られやすくなること、社会人への準備といった気
持ちの変化）等が考えられる（村山 2001）。4 年時
の定期的な運動実施は社会人になってからの運動実
施につながる可能性があると考えられ、4 年生への
積極的なアプローチが重要になるであろう。4 年生
のスポーツ・運動行動とその意識については、今後
詳細な調査が必要であり、今後の課題としたい。

2．運動実施形態別の実施種目・頻度・時間・意識の比較

表 2 は、定期的な運動実施者について、実施種目
別人数を全体及び各実施形態（サークル・体育会・
自主的実施・民間クラブ／その他）に示したもので
ある。

全体を村山ら（2001）の調査と比較すると、上
位 3 位のテニス、サッカー、水泳は変わらなかった。
一方で本調査ではダンスの実施が 4 位と多くなって
いる。本塾公認学生団体でも 4 団体 466 名が登録し
ており（慶應義塾大学学生総合センター 2007）、昨
今のダンスブームを反映しているといえるであろう。
実施形態別の特徴としては、サークルではダンスの
実施者が多く、自主的実施、民間クラブ等ではジョ
ギング、水泳、筋力トレーニング等、1 人でも実施
できるフィットネス系の種目が上位となっている。

続いて、実施形態別の実施頻度・時間の平均値と
標準偏差を表 3 に示した。

体育会の実施頻度が 3.8 日／週（±1.46）と高く、
実施時間も約 3 時間と長かった。サークル、自主
的実施、民間クラブその他は比較的類似し、週に 2
日程度で、1 時間半から 2 時間半程度の実施であっ
た。運動の実施頻度・時間は前回の調査（村山ら
2001）と比較して変化はなかったといえる。

現在の運動実施における環境面に関する質問につ
いて図 3 に示した。これは、「一緒に運動する仲間
がいる」、「実施場所・施設の確保にいつも困ってい
る」、「お金がかかりすぎて困っている」というスポ

ーツ実施における「ヒト・モノ・カネ」について、1．
全くあてはまらない～ 5．よくあてはまる、までの
5 段階を得点化し、実施形態別に比較したものであ
る。
「一緒に運動する仲間の存在」については、自主

的実施や民間クラブその他に比べて、体育会・サー
クルの値が高く、大学で同じクラブ・サークルのメ
ンバーとして活動することによるメリットが示唆さ
れた。一方、「実施場所」及び「費用」については、
実施形態別による大きな違いは見られず、「どちら
ともいえない」に近い得点結果であった。塾内の運
動施設が使用できないサークル、自主的実施、民間
クラブその他だけでなく、基本的に塾内の施設を使
用している体育会においても得点が高くないことは、
塾内の運動施設をさらに充実させる必要があること
を示唆していると考えられる。

現在の運動実施に関わる意識に関する質問につい
て図4に示した。これは、「実施の頻度は十分だ」、「今
やっているスポーツ種目は、将来も是非続けたい」、

「もっと他のスポーツを始めたい」という、現在の
運動実施に関わる満足度と現在の実施種目の将来に
ついて、5 段階得点を実施形態別に比較したもので
ある。

体育会では、実施頻度が十分であると回答したの
に対し、サークル、自主的実施、民間クラブその他
では、「どちらともいえない」に近い得点結果であ
った。現在の実施種目の将来については、「新しい
スポーツの実施」よりも「現在の種目の実施」で得
点が高いが、その傾向は体育会・サークルよりも自
主的実施・民間クラブその他で得点が高い傾向が見
られた。これは、前回の調査と比較して変化はなか
ったといえる。村山ら（2001）は、体育会における
否定・嫌悪感を持つ者の存在、意欲がありながら十
分実施できていない自主的実施者の存在を、本塾の
スポーツ振興におけるターゲットとすべきことを指
摘しており、今後もその視点は重要であると考えら
れる。

3．運動非実施者の意識及びその理由

Q1 の運動実施状況の回答結果で、「スポーツ・運
動はしていない」と回答したのは 203 名（34.8％）
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全体

種目 人数 ％

テニス 72 18.9 

サッカー 18 4.7 

水泳 18 4.7 

ダンス 17 4.5 

バスケットボール 16 4.2 

ゴルフ 12 3.2 

ジョギング 12 3.2 

フットサル 11 2.9 

筋力トレーニング 11 2.9 

バレーボール 10 2.6 

陸上 10 2.6 

卓球 9 2.4 

野球 9 2.4 

ソフトテニス 9 2.4 

アイスホッケー 8 2.1 

弓道 8 2.1 

バドミントン 7 1.8 

ラグビー 7 1.8 

空手 7 1.8 

スキー 7 1.8 

その他 102 26.8 

合計 380

表 2　実施種目の人数及び比率（実施形態別：全体集計・サークル・体育会･自主的実施・民間クラブ /その他）

サークル

種目 人数 ％

テニス 53 35.1 

ダンス 14 9.3 

バスケットボール 10 6.6 

サッカー 9 6.0 

フットサル 7 4.6 

バレーボール 5 3.3 

ゴルフ 4 2.6 

水泳 4 2.6 

アイスホッケー 3 2.0 

スカッシュ 3 2.0 

ソフトボール 3 2.0 

バドミントン 3 2.0 

卓球 3 2.0 

その他 30 19.9 

合計 151

体育会

種目 人数 ％

陸上 9 9.2 

ソフトテニス 6 6.1 

ラグビー 6 6.1 

ゴルフ 5 5.1 

空手 5 5.1 

野球 5 5.1 

アイスホッケー 5 5.1 

スキー 4 4.1 

バドミントン 4 4.1 

ヨット 4 4.1 

ラクロス 4 4.1 

弓道 4 4.1 

その他 37 37.8 

合計 98

民間その他

種目 人数 ％

ジョギング 11 14.9 

水泳 10 13.5 

テニス 8 10.8 

筋力トレーニング 8 10.8 

ウォーキング 4 5.4 

フットサル 4 5.4 

ゴルフ 3 4.1 

サッカー 3 4.1 

ヨガ 3 4.1 

その他 20 27.0 

74

自主的

種目 人数 ％

ジョギング 10 19.2 

水泳 7 13.5 

筋力トレーニング 6 11.5 

ウォーキング 4 7.7 

テニス 4 7.7 

ゴルフ 3 5.8 

フットサル 3 5.8 

その他 15 28.8 

合計 52
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表 3　実施形態別の実施頻度・時間の平均値と標準偏差

実施形態 実施頻度
回 / 週 SD 回答数 実施時間

分 / 回 SD 回答数

体育会 3.80 1.46 97 171.75 77.94 97

サークル 1.95 1.17 112 142.00 66.46 143

自主的 2.47 1.91 34 97.16 66.32 51

民間 / その他 1.82 1.27 34 110.00 83.46 41

図 3　運動実施に関わる環境面に関する質問

図 4　運動実施に関する意識
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であった。Q4 では、これらの運動非実施者に、運
動実施に対する意識と、実施しない理由を聞いてい
る。運動実施に対する意識を図 5 に、実施しない理
由を表 4 に示した。

運動非実施者の 62.6％は「できればやりたい」と
回答し、「やってもいいとは思う」は 29.6％、「やる
つもりはない」は 7.8％にとどまった。スポーツを
実施しない理由については、項目の中から理由とし
て強い順に 1 位～ 3 位までの順位をつけてもらい、
1 位を 3 点、2 位を 2 点、3 位を 1 点として総合得
点を求め、総合得点の高い順に示している。その結
果、1 位が「時間がない」、2 位が「他に優先する
ことがある」、3 位が「きっかけがない」であった。
これは、前回の調査と全く同様であった。

運動非実施者の中には、運動をしたいのに様々な
理由でできない運動実施予備群が、本調査では 6 割
存在し、できない理由として「時間がない」、「きっ
かけがない」というような環境的な条件が理由とし
て挙げられていることから、このような環境的な条
件を改善することによって、運動に参加する可能性
を広げることになると考えられる。

また、運動非実施者は体育実技の授業も履修して
いない。そこで、体育実技を履修しない理由につい
て複数回答で求めたものを図 6 に示した。

その結果、1 位が「時間割の都合で履修できない
から」33.7％、2 位が「履修する気持ちがないから」
24.1％、3 位が「必要でない」21.7％であった。「時
間割の都合で履修できない」、「この先履修する予定
だから」を合わせると約 4 割が、この先体育実技を
履修する可能性があると考えられる。その一方で、

「履修する気持ちがないから」、「必要でない」を合
わせると約 4 割が履修する可能性がないといえるで
あろう。また、体育実技に対して特に消極的な理由
である「運動が嫌い」という項目は 4.0％であった。
これらの結果は田中ら（1999）の報告と一致していた。

以上をまとめると、運動非実施者の 6 割は、機会
があれば運動をしたいという運動実施予備群であり、

「時間がない」、「きっかけがない」等の環境面の整
備を心がけることにより、運動実施の可能性が広が
ること、その方策のひとつとして体育実技があり、
4 割の学生が体育実技の授業を履修する可能性があ
ることが示唆された。

4．自由時間の活動として重視すること

Q6 では、「今の生活の中で自由な時間の活動とし
て重視すること」について、各項目の中から重視す
るものとして強い順に 1 位～ 3 位までの順位をつけ
てもらい、1 位を 3 点、2 位を 2 点、3 位を 1 点と
して総合得点を求め、総合得点の高い順に示してい
る。表 5-1 ～表 5-4 に、現在の運動実施状況別によ
る結果を示した。
「体育実技＋自発的運動」では、「スポーツ種目」

が 1 位にあげられているのに対し、「自発的運動」、
「体育実技のみ」、「運動しない」では「勉強」が 1
位にあげられている。また、「自発的運動」では、「ス
ポーツ種目」が 3 位にあげられており、自由時間に
重視することと、運動実施の状況や形態には関連
性が見られた。その他には、「アルバイト」、「娯楽

（自宅で）」、「本を読む」等が上位にあげられている。
これは村山ら（2001）らの報告と一致しており、こ
の 10 年間で学生の趣向に変化はないといえるだろ
う。

次に、学年別の結果を表 6-1 ～表 6-4 に示した。
各学年とも 1 位に「勉強」をあげ、「娯楽（自宅で）」
が上位 3 位の中にあげられている。また、「アルバ
イト」は 1 年生、2 年生、4 年生で上位 3 項目の中
にあげられている。3 年生では「就職活動」が 2 位
にあげられており、調査時期が影響していると考え
られる。いずれの学年においても「スポーツ種目」
が 4 位にあげられ、スポーツが大学生活の中で比較
的高い位置を占めていることがうかがわれた。以上
をまとめると、自由時間に重視する活動は、「勉強」、

「アルバイト」、「娯楽（自宅で）」が共通してあげら
れている。積極的運動実施者では、「スポーツ種目」
の回答が上位にあげられ、運動実施の状況や形態と
関連性があり、スポーツが大学生活の中で比較的高
い位置を占めていることが示唆された。

Ⅳ　まとめ

慶應義塾大学の全学部全学年を対象に「大学生の
スポーツ・運動行動とその意識」に関する質問紙に
よる調査を実施した。本報告の目的は、調査項目の
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表 4　運動・スポーツを実施しない理由

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

時間がない 336 70 53 20 143 69.4 

他に優先することがある 306 59 52 25 136 66.0 

きっかけがない 170 19 34 45 98 47.6 

面倒くさい 118 18 18 28 64 31.1 

場所がない 73 6 12 31 49 23.8 

スポーツに興味がない 50 7 11 7 25 12.1 

お金がない 48 3 11 17 31 15.0 

運動が嫌いだから 45 12 0 9 21 10.2 

一緒にやる仲間がいない 41 5 7 12 24 11.7 

その他 24 4 3 6 13 6.3 

身体的事情でできない 5 0 2 1 3 1.5 

計（人数） 203 203 201

図 5　運動非実施者の運動実施に関する意識

図 6　体育実技を履修しない理由
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表 5-1　自由時間に重視する活動（体育実技＋自発的運動、n=112）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

スポーツ種目 150 36 15 12 63 56.3 

勉強 115 23 13 20 56 50.0 

娯楽（自宅で） 85 11 17 18 46 41.1 

アルバイト 80 8 21 14 43 38.4 

本を読む 42 9 2 11 22 19.6 

ショッピング 32 1 11 7 19 17.0 

娯楽（娯楽施設） 30 5 5 5 15 13.4 

就職活動 28 4 6 4 14 12.5 

その他 28 5 5 3 13 11.6 

トレーニング・
エクササイズ 24 2 5 8 15 13.4 

劇場鑑賞 24 3 6 3 12 10.7 

スポーツ以外の
サークル活動 18 3 3 3 9 8.0 

ゼミ活動 13 2 3 1 6 5.4 

ドライブ 3 0 0 3 3 2.7 

112 112 112

表 5-2　自由時間に重視する活動（自発的運動、n=235）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 253 52 33 31 116 49.4 

アルバイト 205 28 45 31 104 44.3 

スポーツ種目 196 37 29 27 93 39.6 

娯楽（自宅で） 190 31 32 33 96 40.9 

就職活動 91 25 6 4 35 14.9 

本を読む 85 12 17 15 44 18.7 

トレーニング・
エクササイズ 82 6 22 20 48 20.4 

ショッピング 70 9 13 17 39 16.6 

ゼミ活動 47 6 12 5 23 9.8 

その他 46 10 3 10 23 9.8 

スポーツ以外の
サークル活動 44 8 7 6 21 8.9 

娯楽（娯楽施設） 44 7 4 15 26 11.1 

劇場鑑賞 37 3 8 12 35 14.9 

ドライブ 14 1 2 7 10 4.3 

235 233 233
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表 5-3　自由時間に重視する活動（体育実技のみ、n=33）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 38 7 4 9 20 60.6 

娯楽（自宅で） 31 6 5 3 14 42.4 

スポーツ以外の
サークル活動 30 7 4 1 12 36.4 

アルバイト 29 5 5 4 14 42.4 

ショッピング 19 3 3 4 10 30.3 

本を読む 13 0 4 5 9 27.3 

ゼミ活動 9 2 1 1 4 12.1 

娯楽（娯楽施設） 8 1 1 3 5 15.2 

トレーニング・
エクササイズ 6 0 2 2 4 12.1 

スポーツ種目 5 1 1 0 2 6.1 

劇場鑑賞 5 0 2 1 3 9.1 

就職活動 3 1 0 0 1 3.0 

その他 2 0 1 0 1 3.0 

ドライブ 0 0 0 0 0 0.0 

33 33 33

表 5-4　自由時間に重視する活動（運動しない、n=202）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 282 65 33 21 119 58.6 

娯楽（自宅で） 177 27 28 40 95 46.8 

アルバイト 150 21 32 23 76 37.4 

スポーツ以外の
サークル活動 123 22 20 17 59 29.1 

本を読む 105 9 27 24 60 29.6 

ショッピング 79 10 13 23 46 22.7 

その他 65 13 11 4 28 13.8 

就職活動 58 15 6 1 22 10.8 

劇場鑑賞 53 3 13 18 34 16.7 

ゼミ活動 47 6 11 7 24 11.8 

娯楽（娯楽施設） 41 5 6 14 25 12.3 

スポーツ種目 12 4 0 0 4 2.0 

トレーニング・
エクササイズ 12 1 2 5 8 3.9 

ドライブ 3 1 0 0 1 0.5 

202 202 197
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表 6-1　自由時間に重視する活動（学年別：1年、　n=133）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 161 32 21 23 76 57.1 

娯楽（自宅で） 124 22 14 30 66 49.6 

アルバイト 116 17 25 15 57 42.9 

スポーツ種目 101 22 13 9 44 33.1 

スポーツ以外の
サークル活動 88 19 12 7 38 28.6 

ショッピング 56 6 14 10 30 22.6 

本を読む 51 5 11 14 30 22.6 

娯楽（娯楽施設） 30 5 4 7 16 12.0 

トレーニング・
エクササイズ 24 2 5 8 15 11.3 

劇場鑑賞 22 1 7 5 13 9.8 

その他 21 2 7 1 10 7.5 

ドライブ 2 0 0 2 2 1.5 

ゼミ活動 1 0 0 1 1 0.8 

就職活動 0 0 0 0 0 0.0 

133 133 132

表 6-2　自由時間に重視する活動（学年別：2年　n=133）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 163 33 19 26 78 58.6 

アルバイト 137 21 29 16 66 49.6 

娯楽（自宅で） 110 16 22 18 56 42.1 

スポーツ種目 83 18 10 9 37 27.8 

ショッピング 67 10 12 13 35 26.3 

スポーツ以外の
サークル活動 49 8 9 7 24 18.0 

本を読む 44 6 7 12 25 18.8 

娯楽（娯楽施設） 32 5 4 9 18 13.5 

その他 32 7 3 5 15 11.3 

劇場鑑賞 28 3 6 7 16 12.0 

トレーニング・
エクササイズ 21 2 5 5 12 9.0 

ゼミ活動 14 2 3 2 7 5.3 

ドライブ 8 1 1 3 5 3.8 

就職活動 7 1 2 0 3 2.3 

133 132 132
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表 6-3　自由時間に重視する活動（学年別：3年　n=145）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 156 33 20 17 70 48.3 

就職活動 153 39 14 8 61 42.1 

娯楽（自宅で） 101 12 22 21 55 37.9 

スポーツ種目 78 19 8 5 32 22.1 

アルバイト 77 7 20 16 43 29.7 

本を読む 53 7 10 12 29 20.0 

ショッピング 40 4 9 10 23 15.9 

ゼミ活動 38 3 11 7 21 14.5 

その他 38 8 5 4 17 11.7 

スポーツ以外の
サークル活動 37 6 7 5 18 12.4 

トレーニング・
エクササイズ 31 1 8 12 21 14.5 

娯楽（娯楽施設） 31 5 3 10 18 12.4 

劇場鑑賞 28 1 7 11 19 13.1 

ドライブ 7 0 1 5 6 4.1 

145 145 143

表 6-4　自由時間に重視する活動（学年別：4年以上　n=172）

得点 1 位 2 位 3 位 人数 ％

勉強 208 49 23 15 87 50.6 

娯楽（自宅で） 148 25 24 25 74 43.0 

アルバイト 134 17 29 25 71 41.3 

スポーツ種目 101 19 14 16 49 28.5 

本を読む 97 12 22 17 51 29.7 

ゼミ活動 63 11 13 4 28 16.3 

その他 50 11 5 7 23 13.4 

トレーニング・
エクササイズ 48 4 13 10 27 15.7 

スポーツ以外の
サークル活動 41 7 6 8 21 12.2 

劇場鑑賞 41 4 9 11 24 14.0 

ショッピング 37 3 5 18 26 15.1 

娯楽（娯楽施設） 30 3 5 11 19 11.0 

就職活動 20 5 2 1 8 4.7 

ドライブ 3 1 0 0 1 0.6 

171 170 168
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うち、①運動実施に関する学部・学年別比較、②運
動実施形態別の実施頻度・時間・意識の比較、③運
動非実施の意識及びその理由、④自由時間の活動と
して重視すること、に関して分析を行い、今後の体
育研究所の教育活動等の方向性を検討するための基
礎資料を得ることを目的とした。以下に主な結果を
示す。

全体では 65.2％が定期的に運動を実施していた。
これは前回の調査と比較しても変化が見られなかっ
た。

学部別に現在の運動実施状況を見ると、医学部が
他学部と比較して運動実施者が多かった。また、総
合政策・環境情報学部では、「体育実技のみ」とい
う実施者が他学部に比べて多かった。一方、看護医
療学部では他学部と比較して運動非実施者が多かっ
た。これは、医学部では医科系大学の運動部対抗戦
があり、医学部体育会への所属率が高いこと、総合
政策・環境情報学部では体育実技が必修であること、
看護医療学部では体育実技が選択科目で、運動施設
が校舎から離れている等、周りの環境が影響を与え
ていることが示唆された。

学年別に現在の運動実施状況を見ると、「自発的
運動のみ」の割合は学年による差が見られない一方、

「体育実技＋自発的運動」、「体育実技のみ」の割合
は学年が上がるにつれて減少する傾向にある。特に、
3 年生では、定期的な運動実施が 52％まで減少して
いるが、4 年生では定期的な運動実施が増加してい
た。

全体の 34.8％を占める運動非実施者のうち、運動
非実施者の 6 割は、機会があれば運動をしたいとい
う運動実施予備群であり、「時間がない」、「きっか
けがない」等の環境面の整備を心がけることにより、
運動実施の可能性が広がること、その方策のひとつ
として体育実技があり、4 割の学生が体育実技の授
業を履修する可能性があることが示唆された。

自由時間に重視する活動は、「勉強」、「アルバイト」、
「娯楽（自宅で）」が共通してあげられている。積極
的運動実施者では、「スポーツ種目」の回答が上位
にあげられ、運動実施の状況や形態と関連性があり、
スポーツが大学生活の中で比較的高い位置を占めて
いることがうかがわれた。

今後は全てのデータを元にさらに詳細な分析を進

めるとともに、現在の運動実施状況や、運動実施形
態、将来のスポーツ実施の意思と、スポーツ活動に
関する意識及び日常体力についての自己評価の関係
等について分析を行い、体育研究所の教育活動の方
向性を検討していきたい。
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Ⅰ　緒言

厚生労働省の報告によると、わが国の死亡原因
は、男女とも心疾患が第 2 位となっており、年々死
亡数増加の傾向がうかがえる。中でも心臓突然死は、

「年間に約 5 万人」にも上っている（厚生統計協会
2007）。多くの人は、「突然、目の前の人が倒れた時、
また、突然死から命を守るのは医者の仕事である。」
と考えている。実際には、一番近くに居合わせた人

（バイスタンダー）の協力が不可欠である。バイス
タンダーが迅速かつ協力して応急手当を行えば、傷
病者が病院へ搬送された後の救命率向上や治療経過
にも良い影響を与えることは、医学的にも明らかで
ある（救急救命士教育研究会 2005）。

救命の方法としては、心肺蘇生法（CPR：Cardio-
pulmonary Resuscitation）と自動体外式除細動器

（AED：Automated External Defibrillator）がある。
AED は、2004 年 7 月の法改正により、条件つきな
がら、一般市民による使用が認められた。その結
果、バイスタンダーによる効果的な救命活動は、よ
り効果的になった（厚生労働省 2004）。現在、通報
から救急車到着までの平均所要時間は約 6.5 分であ
る。仮に傷病者の発見から通報までに約 3 分かかる
とすると、救急車の到着までには約 10 分かかるこ
とになる（総務省消防庁 2007）。この間に行うバイ
スタンダーの応急手当の良し悪しが救命率を左右す
る訳であるが、日本の救命率は 2 ～ 5％である。世
界で最も救命率の高いアメリカ合衆国が 20％であ
ることを考えると、わが国の心原性心停止患者の生
存退院率はかなり低いことがわかる（総務省消防庁
2007）。

この要因として考えられることは、日本における

一般市民の救命意識が、医師や救急隊員に過度な期
待をしすぎており、救急隊到着前の一次救命処置

（BLS：Basic Life Support）体制の不備に他ならない。
心原性、非心原性を問わず、院外心停止（OHCA：
out-of-hospital cardiac arrest）患者の生存退院率を
欧米なみに改善するためには、「市民が救命の主役」
になるような、プレホスピタルケアとしての法改正
や整備を行い、そして、「救命の心」の裾野を広げ
ることを目的とした、BLS 教育を充実させることが、
救急救命の重要課題であると考えられる。厚生労働
省が非医療従事者による除細動実施（PAD：Public 
Access Defibrillation）の導入を図ったことは、そ
の一例としてあげられる。

Ⅱ　日本のBLSの現状と啓発の提言

総務省消防庁の調査によれば、平成 17 年中にお
ける全国の救急隊員が搬送した心肺停止状態の傷病
者総数は 102,704 人、そのうち家族等により応急手
当が実施された傷病者数が 34,623 人、実施されな
かった者が 68,181 人である。応急手当を実施した
事例は、実施しなかった事例の約半数となっている。
これは、最も身近な家族でさえも、発見直後に、応
急手当を行っていない現状を表している。両事例
の 1 ヵ月後の生存者数と生存率を比較すると、応急
手当ありの事例は 1,611 人（4.7％）、なしの事例は
2,875 人（4.2％）である。応急手当を行うと、生存
率が 0.5％高くなっているので、家庭内の事故の場合、
身近にいる家族が直ちに応急手当を行うことは、病
院搬送後の救命率を向上させる効果がある。

また、心肺停止状態の傷病者が家族以外の市民に
発見され、その後、家族により病院に搬送された傷

学校教育現場でのBLS 教育普及活動への提言
～慶應義塾におけるBLS 教育の事例～

山内賢，野口和行，近藤明彦，加藤大仁
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病者総数は 18,680 人、そのうち家族等による応急
手当が実施された事例が 7,663 人、実施されなかっ
た事例が 11,017 人である。これも、緊急時の家族
による応急手当の現状と合わせて、バイスタンダー
による対応の鈍さを表しており、日本の BLS によ
る救命効果向上をねらいとした市民啓発は、未だ不
十分であることがうかがえる。両事例の 1 ヶ月後の
生存者数と生存率は、応急手当ありが 648 人（8.5
％）、なしが 681 人（6.2％）である。家庭外で起こ
った事故の場合、応急手当が施されることによって、
病院搬送後の生存率（院内生存率）は、2.3％も高く、
百分率で比べると 1.4 倍もの違いがでてくる。特に、
家庭以外で起こった事故の場合、家族への通報時間
が加算されることもあり、発見から救急隊到着まで
の所要時間は、家庭内の事故に比べて長くなるであ
ろう。

応急手当の有無による院内生存率の違いは、家庭
内での事故が 0.5％、家庭外での事故が 2.3％である。
ゆえに、家庭外で事故が起きた場合、BLS による
救命効果が、家庭内の事故よりも 4 ～ 5 倍程度大き
くなり、バイスタンダーによる救命処置は、家庭内
で起きた場合よりも、さらに迅速で協力的に行うこ
とが要求される。

2008 年の東京消防庁の発表によると、突然の心
臓発作による心停止で亡くなる人は、一日あたり
全国で約 100 人に上り、そして、救命処置に AED
を使用すると鼓動が再開する確率は約 7 倍に向上
するという報告もある。また、2007 年 9 月 7 日に
総務省消防庁によって発表された調査結果によれ
ば、AED や人工呼吸などによる市民の応急手当て
実施率が 35.3％に達し、心肺停止状態に陥った急病
人に対し、AED を使った救急処置がなされた場合は、

使わなかった場合に比べ 1 カ月後の生存率が約 4 倍
に上ることが判明した。また、心拍停止後約 3 分で
生存の確率が 50％となるということから、バイス
タンダーによる AED を用いた応急手当の必要性は、
救命効果の大きなカギとなる（救急救命士教育研究
会 2005）。

従来、心肺停止状態になった人を発見して、バイ
スタンダーにできることは、「二次災害の危険性の
確認」、「意識の確認」、「協力者の要請」、「気道確保」、

「呼吸の確認」、「人工呼吸」、「生の兆候（脈）の確
認」、「心臓マッサージ」といった一連の心肺蘇生法
を施しながら、救急車の到着を待つことに限られて
いた。しかし、2004 年 7 月の厚生労働省による法
改正によって、「⑴医師による速やかな対応が難し
い、⑵患者に意識がなく呼吸をしていない、⑶使用
者が自動体外式除細動器の講習を受けている、⑷国
の承認を得ている安全性の高い AED を使う」等の
条件付きで、一般人（非医療従事者）にも AED の
使用は規制緩和されるようになった。AED 使用が
公認されることにより、今後の救命率は、格段に向
上していくであろう。また、2008 年 4 月 1 日からは、
新たに携帯電話・IP 電話等からの連絡による、位
置情報通知システムの運用が始まることになってい
る。

近年、救急救命をとりまく環境整備がされつつあ
り、AED をはじめとする救命道具が発達していく
ことに相成って、BLS で重要な「バイスタンダー
の役割」、「救命道具の使用」、「救急隊員への引継ぎ」、

「病院での治療」で構成される救命の鎖（Chain of 
Survival）は、さらに迅速かつ強固で救命率の向上
に有効なものとなる（図 1 参照）。

しかし、いくら救急救命の周辺環境や道具が整

図 1　救命の鎖（Chain of Survival）の図
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備されても、講習会による BLS 教育の普及と啓発
は、最も重要な課題である。BLS と PAD が一般に
もっと普及すれば、心肺停止傷病者への応急手当率
は、さらに向上していくであろう（図 2 参照）。具
体的に BLS 教育を実施する場所としては、①学校
教育、②消防署、③日本赤十字社、④自動車学校等
が考えられるが、その中でも一番身近な学校教育の
中に BLS を普及させることは、将来の日本におけ
る救命の鎖をよりスムーズに連鎖させるための得策
となりうる。

そこで、本報告では、特に学校教育現場での
BLS 教育に焦点をあて、大学教育の中で「命の大
切さ」、「命の回復の難しさ」、「PAD の理論と実践」
等を学ばせる機会を与えていくことの重要性を論じ
ていく。

Ⅲ　慶應義塾におけるBLS教育の変遷と提言

1998 年、慶應義塾志木高等学校のマラソン大会で、
不幸にも心肺停止による死亡事故が発生した。事故
の再発防止を図るために、翌年同校では、初めての
BLS 講習を行い、生徒全員が心肺蘇生術を履修し
たうえで、マラソン大会に臨むことになった（慶應
義塾 BLS 委員会 2005）。その後、新入生は、必ず
BLS 講習を受けることになっている。志木高等学

校で行われている BLS 教育が、塾内一貫校間でも
高い評価を受け、三田塾監局にある一貫教育支援セ
ンターは、BLS 委員会を組織した。2002 年、同委
員会は、諸学校より選任された委員とともに、小学
校 5 年生、中学校 1 年生、高校 1 年生を対象とする
2 年毎、各学年 3 時間の普通救命講習の反復履修を
計画し、慶應義塾諸学校全体に BLS 教育プログラ
ムを展開した。また、委員会は、単なる講習会の実
施だけではなく、講習会の更なる質を向上させるた
めに、受講後に「BLS 講習の経験」、「講習内容の
満足度」、「講習環境」、「指導員の教授法」、「救命活
動への意欲・達成度」、「講習の感想」、「講習会内容
への願望」等のアンケートを行い、結果を父兄に公
開することにした。アンケートの結果を見ると、「講
習内容の満足度」、「指導員の教授法」、「救命活動へ
の意欲・達成度」に関して、小学生が中学生や高校
生よりも肯定的な回答をしており、講習の内容は成
人用に作られているにもかかわらず、小学生に良く
受け入れられた結果となっている。今後、中学生及
び高校生の講習内容は、改良の余地があると考えら
れる。

現在、塾の諸学校には多くの AED が配備される
ことになった。このように塾一貫校の BLS 教育は、
BLS 講習による救命への大切さを理解させ、緊急
時の対応に備えるソフト面と、諸学校施設内に多く
の AED を配備するハード面の整備が、互いにマッ

（総務省消防庁：平成 18年版救急・救助の状況 .2007）
図 2　応急手当講習受講者数と心肺停止傷病者への応急手当実施率の推移
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チすることによって、理想的なものとなってきた。
大学生の BLS 教育については、まだ整備がされ

ていないので、現在のところ全塾生完全受講では
ない。キャンパス内には、多くの AED が配備され、
ハード面の整備がなされた。2007 年現在において、
大学体育研究所体育教員（植田、吉田、山内）は、
BLS 委員会のオブザーバーとなっている。今後の
大学キャンパス内での普及活動は、我々が同委員会
と協力して、具体的なソフト面の対策を、一貫校の
動向と合わせて模索していくことになる。提言と
しては、慶應義塾体育会部員への普及活動、キャン
パス内講習（市民公開講座：BLS CPR in School や
教職員対象の BLS 講習、医学部医学教育統括セン
ター BLS ワーキンググループ主催の救命処置講習
会、慶應義塾塾生により結成された KAPPA: Keio 
ACLS Popularizing and Promoting Association に
よる BLS 講習会等）、授業講座の開講（2007 年現
在では、体育研究所設置科目・体育学演習での「ラ
イフセービング～救急法の基礎～」、看護医療学部・
医学部生の設置科目）等の活用が考えられる。

Ⅳ　「ライフセービング（救急法の基礎）」の事例

現在、体育研究所では、BLS 教育に関する授業
として、体育研究所設置科目・体育学演習「ライフ
セービング（救急法の基礎）」を開講している。受
講者数は 16 名であった。授業の内容は、以下のよ
うなプログラムであり、講義のほか、BLS、AED、
PAD の模擬体験を行っている。

1） 事前アンケート（受講前の BLS に関する知
識と意識調査）と BLS に関する講義（2 回）

2） 三角巾の使い方の実習（3 回）
3） テーピングの実習：足首（1 回）
4） CPR と AED の実習（5 回）
5） 傷病者の運搬の方法と止血の実習（1 回）
6） 災害時・火災時・緊急時の行動についての講

義（1 回）
7） 事故を想定した応急手当の実演会：ワークシ

ョップ形式の寸劇（1 回）
8） 事後アンケート（受講後の BLS に関する知

識と意識調査）、レポート及びディスカッシ

ョン（1 回）
この授業の開講の目的は、BLS 活動を行えるバ

イスタンダーが一人でも多く育つように、「救命の
知識や意識を高め、塾生が住む地域社会で、仮に緊
急事態が起きた場合に、率先して協力する人格形
成」をつくることにある。上記のプログラムは、消
防署や日本赤十字社行われている普通救命講習の内
容を参考にして組み立てられている。授業内容の独
自性は、BLS に必要な救急・救命の基本技術を習
得するとともに、テーピング、事故を模擬した救命
活動の寸劇を取り入れたところにある。授業の設定
時間は、総計 20 時間を越えており、普通救命講習
よりも、かなり長いところが特徴となっている。

授業内容の充実度に関しては、上記のプログラム
が大学生にとって、ふさわしい教育内容であるかを
判定する必要がある。したがって、大学での BLS
教育の必要性や普及の可能性を模索するために、受
講生に対して、「BLS の認知度」、「BLS 教育の必要
性」、「救命に関する考え方の変化」、「救急・救命技
術の上達度合い」等に関する調査を試みており、調
査の趣旨は、「大学における有効な BLS 教育プログ
ラム開発」の基礎的な資料作りである。

調査について

アンケートは、BLS 受講前（事前）と受講後（事
後）の学習効果を調査するために、半期授業日程の
うち初回（以下：事前）と最終会（以下：事後）
の 2 回行った。質問紙は、回答を選択記述する方
法と自由に記述する方法から成り、BLS に関する

「講習の体験履歴」、「意識の変化」、「理解の度合い」、
「忘れやすい実技」、「受講の感想」等の項目からな
る事前 14 問、事後 7 問を実施した（資料 1、2 参照）。

受講前の回答者数は 15 名、受講後の回答者数は
16 名であった。

⑴　事前アンケートの解説

表 1 は「BLS の経験と認知度」に関するアンケ
ート結果である。実際に BLS を経験した者は殆ど
いないが、言葉は知っているようである。

表 2 は「受講経験と受講場所」に関するアンケー
ト結果である。授業以外で心肺蘇生法の講座を受講
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表 1　BLSの経験と認知度

質問項目 はい いいえ

応急手当を知っていますか？ 12 3

応急手当をしたことがありますか？ 1 11

心肺蘇生法を知っていますか？ 15 0

心肺蘇生法をしたことがありますか？ 0 15

あなたは、過去に、心肺蘇生法の講座を受講したことがありますか？ 10 5

表 2　受講経験と受講場所

質問項目：心肺蘇生法をいつ、どこで受講しましたか？ 人数

1 年以内 3

それ以前 7

受講場所 人数

自動車教習所 4

消防署 2

小・中・高の授業 4

表 3　応急手当の体験

経験談（自分はこんな応急処置や心肺蘇生をしたことがある等）

・捻挫を冷やして固定した。

・彫刻刀で指を切った子が保健室に行くまでの手当て。心臓より上に手を上げておいた
ほうが良いといったアドバイスができた。

・熱中症の応急処置。日陰に移動させ、意識の確認、服を脱がせて脇の下、太もも etc.
太い血管のあるところに氷をあてて水分を摂らせた。

・小学校で同級生が衝突事故により、前歯を折ってしまい病院に運ばれたとき、折れた
歯を牛乳の中に入れて運んでいったのを覚えている。
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した学生がいて、その受講場所は、自動車教習所と
消防署があげられた。

表 3 は、「怪我の応急手当の経験」に関する自由
記述である。BLS の経験は未だ無かった。

⑵　事前・事後アンケートの比較と解説

表 4-1、4-2、4-3 は、「授業の達成度」、「受講に
よる CPR の上達度」、「受講による効果」に関する
アンケート結果である。学習効果は、ほとんどの受
講生が三角巾、テーピングを除いて、命の大切さの
理解と BLS を習得できた（表 4-1 参照）。CPR と
AED に関しては、受講後に心肺蘇生法手順が正確
に行えるようになった者が倍増した（表 4-2）。ただ、
CPR では、胸骨を圧迫する位置が、技術的に未熟
であった。授業開始時に普及の自信があると答えた
者は 3 名であったが、受講により 15 名に増加した

（表 4-3 参照）。これは、受講生自信の技術習得が確
実に向上し、他人に教えられるまでに成長したと考
えられる。

表 5 は、受講前後の「BLS の普及」に関する自
由記述である。普及への自信に関しては、前後の回
答における因果関係をふまえると、「BLS は時間が
たつと再び忘れがちとなり、その自信は半減する
が、また講習を受けなおすことによって自信を取り
戻す。」といった内容にまとめられる。BLS を普及
するにあたっては、一回限りの講習ではなく、定期
的に反復して講習会に参加する姿勢や意欲を受講生
に意識させることが大切であることがわかる。

表 6 は、「学校教育における BLS 教育の必要性」
に関する授業の受講前と受講後のアンケート結果で
ある。受講生のうち 1 名を除き、その他の者は、学
校教育の中に BLS 教育を取り入れる必要性を感じ
ていた。BLS 教育が学校教育の中に必要であると
感じている理由は、「BLS の技術や知識を習得する
重要性」、「肺蘇生法 2005 年ガイドラインに新たに
加わった AED への関心」といった、救命技術の習
得に関する記述、及び、「命の大切さ」、「協力・奉
仕の精神」といった、BLS 教育を通して学習できる、
他人を思いやる心に関する記述内容であった。

表 7 は、「受講後に変化した BLS を普及する意識」
に関するアンケート結果である。受講者の回答は、

「BLS は難しくなく、事故を発見したときに、自ら

BLS を行おうと思えるようになった。」という記述
内容がほとんどであった。

表 8 は、「BLS 受講前後における教育適正時期の
内省」に関するアンケート結果である。授業の終盤
は、BLS が「どれくらいの学年から必要か？」また、

「どれくらいの学年から理解できるか？」をイメー
ジさせるために、事故の状況を模擬した寸劇を取り
入れた。

受講前後ともに、BLS 教育を設定するのに適切
な学年、及び、BLS の内容が理解できる適正な学
年は、中学校か小学校の時期であると感じている。
このことは、慶應義塾が行う「幼稚舎の小学 5 年生
から一貫校 BLS 教育を導入するプラン」の妥当性
を支持する結果となった。

BLS 教育は、単に生命危機に対する救命技術の
取得のみならず、隣人の危機を助けようとする精神
の育成も、その目的にあげられている。この精神を
慶應義塾大学での BLS 教育に取り入れたいと考え
ているが、保健体育科目・選択科目として位置づけ
られている現状の下では、授業科目とキャンパス内
のサービスプログラムを上手く組み合わせることで、
BLS 受講の機会をつくらなければならない。受講
者は、本プログラムを通して、BLS に関する自発
的な行動や救命の心構えが身についたと思われる。

表 5 での解説にもあるように、塾での BLS 教育は、
「早いうちからの教育と繰り返し学習」が BLS 教育
プランの基本構想として定着することが望ましい。
そうなることによって、大学キャンパス内の学生は、
大学卒業後に、民間で行われている一般市民を対象
とした心肺蘇生法講習会への参加意欲が増すであろ
うし、社会でも繰り返し学習の機会もできあがると
考えられる。高校時期で途切れることなく、大学で
の普及活動を整備することは、更なる BLS 全塾教
育の完成モデルに近づくと考えられる。

Ⅴ　BLS教育普及に関する一考察

日本の BLS 教育は、欧米より数十年遅れている
といわれている。BLS 教育が発達しているアメリ
カでは、多くのバイスタンダーを養成するために、
学校教育での「BLS 授業」が早くから始まっていた。
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表 4-1　授業での達成度

△ ○ ◎

三角巾 11 3 2

心肺蘇生法 1 10 5

運搬 2 11 3

命の大切さ 0 5 11

テーピング 8 7 1

緊急（災害）時の行動や心構え 1 9 6

△：まだまだ不安　○：できる（理解）できるようになった　◎：人に伝え（教え）られるまで上達した

表 4-2　受講によるCPRの上達度

受講前 受講後

質問項目：現在の知識で知る限り心肺蘇生法手順を記述せよ（正解人数） 15 名 16 名

AED 要請 0 7

AED 使用 3 12

2 時災害の防止 4 9

意識の確認 10 14

協力者の要請 1 9

119 番通報 6 8

気道確保 13 12

口中確認 1 0

呼吸の確認 7 13

人工呼吸 13 14

吹き込み回数 1 13

脈の確認 3 10

生の兆候 0 0

心マッサージ 14 16

手技の位置 0 1

手技の回数 0 11

順番の正確性 0 4

合計人数 76 149

　　　　　　　表 4-3　受講による効果 事前（15 名）事後（16 名）

質問項目：あなたは、他人に、心肺蘇生法の手技を教えることが出来ますか？ 人数 人数

できる 0 2

たぶんできる 3 13

できない 8 1
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「BLS 教育」を学校の授業プログラムの必須科目と
することを計画したアメリカモデルの BLS 授業は、
消防署から職員が派遣されて行われている。授業の
内容は、「CPR 実技トレーニング」、及び、BLS に
より大切な家族や友人の命を救うことができるとい
う「BLS の必要性」が含まれている。アメリカ市民は、
学校を卒業後も再び民間で「BLS 講習」を積極的
に受講しており、このような教育の連鎖は、市民バ
イスタンダー育成の大きな力となっている。全ての
小学校は、児童教育プログラムの一環として消防職
員を派遣した「防火教育」と「BLS 教育」の授業
を恒常的に実施している。「Firestation Ture（消防
署見学）」は随時実施され、未就学児童や幼稚園児
に対しての安全教育の育成が、その後の BLS 普及
活動の基礎となっている。

市民を対象とした BLS 講習会の参加募集は、消
防局のホームページや新聞などによって情報公開さ

れている。講習会は、電話での申し込みにより受
け付けられ、住民が希望する時間と場所で開かれ
る。開講は、夜間となることが多いが、その近くに
居住する非番または休日の消防職員が、講師として
派遣されて行われている（厚生労働省 2003、2004）。
病院外において心肺停止に陥ったすべての傷病者が、
バイスタンダーによって適切な心肺蘇生法を受ける
ことのできる社会を目指して、アメリカのような教
育と市民の自発的な努力の組み合わせが必要である
と考える。

日本における一般市民への BLS を普及するため
には、BLS 指導員を養成するとともに、娯楽施設、
交通機関、警察官、自衛官、医療職、学校教職員な
どの市民と接する機会の多い職種を中心に BLS 講
習会を行うことが効果的であると考えられる。その
ためには、国が先頭に立って BLS 教育を推進して
いかなければならない。また、各地方自治体は、「家

表 5　BLS普及に関する自信の内省

事前アンケートにおける解答の例

・漠然としか覚えていないので危ないから。

・教えるほどはできないし、間違ったことを教えては危険だから。

・正しい方法を覚えていないから。

・あらすじは大体覚えているが、はっきりとした正確な知識となっていないので。

・押す位置や順番などの詳しいことを忘れたから。

・人の命に関わることなので、自分が間違った知識を教えてしまったらと不安になる。完全に自分がその知識
を身につけるまで教えられない。

・文字の上で学んだだけで、実践的なものをやっていなく、正直何も覚えていないから

事後アンケートにおける解答の例

・今ならできる。時間がたつと不安（繰り返し復習が必要）。

・心肺蘇生法にさいた時間が多く、最後に劇をやって非常に印象に残った。

・実技も混ぜて学ぶことができたから。

・間違ったことを教えてしまうことへの危険性に関して不安であるが、授業のおかげでできるようになった。

・手順に不安はあるが基本的なことは大体理解できた。

・授業で正しい蘇生法を身につけたと同時に、より多くの人が同方法を体得できるよう私自身が学んだ知識を
周囲にレクチャーしなくてはならないと感じたからこれからも救急法の勉強を続けたい。

・自信がついた。

・心肺蘇生に関する知識がついた。

・一連の流れは理解できたが、状況が重なった場合のアドバイスがまだできない。

・100% 正しいことを覚えているとは言えないから。
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表 6　学校教育におけるBLS教育の必要性

質問項目：心肺蘇生法は学校教育の中で必要だと思いますか？
事前（必要 14 名、必要ない 1 名）
必要と思う理由
・知っておく価値のある知識だから。
・できる限り知っている人を増やしたほうが人が助かる確率が増えるから。
・何かのときのために一通り知っていても損はないから。
・誰でも周りの人が倒れて危険な状況に合う可能性は日常生活であります。学校で学んでいれば、助けられる

人が増える。
・高齢者社会へ向かい、使う場面が増えそうだから。実行できなくても、少しでも知識があるかないかで違う

と思うから。
・できないよりもできるほうが良いから。
・何かしらの事故が起きたときに心肺蘇生法を使って人を助けることができるから。
・知っていることで、人を救える可能性が生まれる大事な物だから。
・どこで何が起こるかわからないし、命の尊さがわかると思う。命の大切さがわかれば、殺人や自殺を減らす

ことができるかもしれないから。
・机に向かった勉強よりもはるかに日常生活に必要かつ役に立つ知識であるから。
・救われる命が一つでも増えるなら、やる価値があると思う。
・いつか使うかもしれないから。
・少しでも知っているのと全く知らないのは、実際の場面に出会ったときに全然違うと思う。それで人の命が

助かるのなら、やるべきだと思う。
・人ごみをかきわけて自分から名乗り出て人助けをできる人間をより多くつくるためには、小さい頃からの教

育が最も有効だと思うから。また、生死の狭間にいる状態の人間を理解することで、命を尊び自他の安全確
保に対する意識を日常的に強められる可能性があるから。

必要でないと思う理由
・ちゃんとまじめに学ぶならいいが、私のように不真面目にやり、あいまいに覚える程度なら覚えないほうが

いい。あいまいなものを万が一実行されるものなら、それこそいのちにかかわることになってしまう。
事後（必要 15 名、必要ない 1 名）
必要と思う理由
・人を助けることを学ぶのは、他人への思いやりを育むことにつながると思うから。
・人として、生命の危機にさらされている人に出くわしたら自信を持って助けるべきと考えられるようになれ

るから。
・人の命を救う確率が少しでも増えるから。
・実際に人工呼吸などを実施できないにしても知っているだけで何も知らない人よりも緊急時落ち着くことが

できるし 119 番、AED の運搬、人の整理などで手伝うことができ、助けられる可能性も高められるから。
・知識を得ることじたいが大事だと思うから、安心、自信が一番役立つから。
・いつどこで傷病者を発見するかわからない。
・普通の授業よりも生活に身近で役立つ知識である。
・救急法をより身近なものとして意識することで、学生が日常から命の尊さ・重さを考えられるようになると

思うから。
・何かが起こったときは、すべきことをそばにいる人が知っていることが必要性である。しかし、それを任意

では学ぼうとはしないないから、学校教育に取り込めばよい。
・心肺蘇生法を知っている人が世界中に多いほうがいいと思う。
・忘れないためにも定期的に授業が開かれてほしい。
・命の尊さを知るべき、人が倒れた場合の対処を知ると、人に対する心構えも変化すると思う。小さいうちに

理解できなくても、継続して学校教育で学んでいけば、いつか理解できたときに効果が増幅されると思う。2
年に 1 度はやるべきである。

必要でないと思う理由
・有志としてはやるべき。必修は NG。この授業の様に希望者のみで実施するならやるべきだが、全体でやると

いうのは間違いだと思う。人の命が関わる以上、取り組むにはある程度の責任感が必要である。学校教育に
どう取り入れるか、そこが問題である。
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表 7　授業内BLS講習後の意識変化

質問項目：1 回目の授業と今との意識の違い

・大事である。という意識は変わらない。具体的に心肺蘇生がなかったら生還の確率が落ちていくこと、いか
にやる側も大変であるかということ等、深く知ることができた。

・駅や町中で AED によく気づくようになった。

・心肺蘇生は難しいものと思っていたが、がんばれば自分でもできるものである。

・前までは名前はよく知っていたがイメージできなかったが、この授業を通して、できるようになれた。それ
と同時に心肺蘇生法の難しさと大切さを知った。

・心肺蘇生の重要さや緊急時の対処によって救える命があることを自分のできる範囲で何かあったときにやっ
てみようと改めて思った。

・緊急時に何かしようと思うようになった。

・今までは心のどこかで倒れている人がいても絶対怖くて近寄ることができないと思っていたけど今では冷静
になって心構えさえできていれば心肺蘇生はできるかもしれないと思う。

・意外とおくが深くて難しい。

・的確な心肺蘇生によってプロじゃなくても人の命を救うのに役立つことができるのだと思うようになった。

・一秒が命取りになるということに気づき、素早い処置・行動の手際よさが必要とされると感じた。また、生
徒参加型の授業システムを通して、大勢のなかにいても自分から進んで積極的に前にふみ出す勇気が身につ
いた。心肺蘇生の実習を通して、「人を助ける」ということがいかに大変であるか身にしみた。

・1 回目の授業のときは、まだ心肺蘇生についてくわしくは分らなかった。ゆっくりとマイペースにやればとお
もっていたけど、この授業を通して緊迫した状況の中で、細かく着実にやらなければいけないという緊張感
を持って心肺蘇生を今後は、そういう状況になったらやろうという意識に変わった。

・一回目は心肺蘇生法を知らなかったが、授業で学んだことによって、もし自分が現場にいるなら心肺蘇生を
しようと思うようになった。

・今までだったら、もし人が倒れていても何もできなかったと思うが、今なら倒れている人がいたら助けられ
るかもしれないと思えるようになった。心肺蘇生のやり方が完璧でないにしてもわかったからだと思います。

・案外にややこしいものでないと感じるようになった。

・前だったら何からやればよいかあたふたするだろうが、今は何からやればよいのかがわかり心に余裕ができた。

・以前に学習したことがあるので最初は大変であると覚悟していたが、簡略化された非医療従事者の内容は複
雑ではなかった。ただ体力的な大変さは残った。

表 8　BLS受講前後における教育適正時期の内省
事前 事後

質問項目：どの年代くらいから、心肺蘇生法教育は必要だと思いますか？ 人数 実学年 人数 実学年

未就学児 0 0

小学生　　　　年生 4 4 ～ 5 6 4 ～ 5

中学生　　　　年生 8 1 ～ 3 8 1 ～ 3

高校生　　　　年生 2 1 ～ 1 2 ～

どの年代くらいから、心肺蘇生法教育を理解できると思いますか？ 人数 実学年 人数 実学年

未就学児 0 0

小学生　　　　年生 4 3 ～ 5 4 4 ～ 6

中学生　　　　年生 6 1 ～ 3 9 1 ～ 2

高校生　　　　年生 4 1 ～ 2 2 1 ～
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庭内での心室細動発生率」、「スポーツ現場での発症
例」、「BLS 施行率」や「社会復帰率」等の情報を
住民に公表し、BLS の必要性を広く市民に認識し
てもらうよう努力すべきである。さらには、PTA、
保育園・幼稚園の保護者を対象とする乳幼児・小児
の BLS 講習を計画する必要性もある。講習を実施
することによって、BLS 教育は、家庭や地域での
連携意識の高揚だけでなく、人への思いやり、防災
準備など、様々な波及効果も期待できると考えられ
る。

新聞報道によれば、国公立の幼・小・中・高校に
おける、AED の配備は、平成 19 年度末で約 4 割の
見込みとなるという。文部科学省では、「学校は地
域の拠点でもあり、全校に配備してほしい」として
いる（産経新聞 2008 年 1 月 24 日）。学校での AED
の配備が推進されるとともに、同時に行わなけれ
ばならないことは、使用法の研修である。学校での
BLS 教育は、その手段として、大いに役立つ。

学校教育に BLS を導入する教育モデルの展開は、
先に述べたような、慶應義塾の一貫校で BLS 教育
を行っている事例の他、2008 年度より、全大阪府
立高校で、AED の使い方を学ぶ授業を保健体育の
授業やホームルームに展開することを、大阪府教
育委員会が公表した例も見受けられる（産経新聞
2007年 10月 1日）。慶應義塾や大阪府の取り組みは、
市民による救命活動、緊急時におけるバイスタンダ
ーの行動等、BLS の普及に大きく貢献するはずで
ある。今後、全国の都道府県でも同じような試みが
行われることにより、心肺停止傷病者への応急手当
実施率は、より向上すると思われる。

Ⅵ　まとめ

学校現場での BLS 教育は、もしもの備えに必要
な心肺蘇生法の技術習得のみならず、「命の大切さ」
や「安全教育」等の分野を詳しく学習する場でもあ
る。しかし、中途半端な内容や不十分な実習では、
その効果は薄れてしまうので、目的を明確にしてそ
の講習内容を計画的に組み立てる必要がある。

救命処置を施すには、かなりの体力が必要である。
BLS に必要な体力を知ることは、「命の大切さと尊

さ」を知ることにもつながる。講義では、「生命維
持の生理学的・解剖学的な神秘」、「お互いを思いや
る優しさ」や「救命の鎖に示される協力・協調・共
感・助け合う心」等の内容を取り上げれば、今日の
日本における「凶悪犯罪の低年齢化」や「いじめ」
などの社会問題解決までにも貢献すると考えられる。
学校教育に「救命講習」を取り入れることは、小学
校教育（中・高学年）の健全教育に重要な意味をも
つと考えられる。

慶應義塾では、2002 年より、一貫教育校での
BLS 教育が本格的に始まった。2004 年には全国で
もいち早く校内に AED を配備し、塾内で救急救命
が必要となる場合の設備環境を整えた。慶應義塾の
一貫諸学校で行われている BLS 教育の精神は、上
述の教育効果をも含んでおり、この精神が大学へ進
学後もキャンパス内で途切れることのないように引
き継がれなければならない。大学における BLS 教
育の推進は、授業カリキュラムとサービスプログラ
ムを上手く組み合わせて企画することが大切であり、
BLS 塾生完習の第一歩となるであろう。

Ⅶ　今後の展望

慶應義塾における高等学校以下の諸学校では、す
でに BLS 教育が保健体育のカリキュラムの中に
浸透している。一貫校で行われている BLS 教育は、
小学校 5 年生、中学 1 年生、高校 1 年生を対象にし
た 3 時間の普通救命講習である。大学では 90 分の
講座を 13 回開講する BLS 教育を行っている。大学
で BLS 教育を行う利点としては、以下のような点
があげられよう。

1)　救急救命・応急手当に関連した資料配布によ
る、予習と復習ができる。

2)　教材の保有数によっては、人形に触れる時間
が非常に多い。大人タイプの人形だけでなく、
乳幼児、小児といった多種のタイプの人形に
よる実習時間が多くとれる。

3)　実技による CPR ＋ AED の手技の習得の他、
講義による「命の大切さ」、「助け合いの精神」
といったテーマを取り上げることができる。

4)　実際の事故を想定して事故時におけるシナリ
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オを作成するといった、ワークショップ的な
実技とディスカッションの場（ロールプレイ
ング）を設定できる。

また、問題点としては、以下の点があげられる。
1)　体育学演習は選択科目であるために、一部の

学生を対象にした授業にとどまる。
2)　授業内予算では、教材が高価であるために、

かなりの予算が必要となる。
3)　受講人数によっては、授業に「外部からの指

導員を招く」、「アシスタントを動員する」と
いった複数担任制を導入できない限り、指導
者に対する受講生の割り当てが高くなり指導
環境が不十分になる。

4)　社会的に認可されたレッスンの修了書の発行
は、所轄団体とのリンクが必要となるので出
来ない。よって、授業は普及にとどまる。

大学における BLS 教育計画は、塾における高校
以下の保健体育の授業や民間で行われている CPR
＋ AED 講習会に比べて、時間を多く使える点で、
多彩な学習課題の企てや学習課題の達成に関して、
ゆとりのある授業プログラムを展開することができ
る。大学での BLS 教育はこれからであり、上述の
長所と短所をふまえながら、全塾生に、そして、全
塾員に BLS を普及するような、大学キャンパス内
での様々な工夫と課題を残している。
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アンケート（事前）

1 ） 応急手当を知っていますか？
 はい　　いいえ
2 ） 1 ）で『はい』と答えた方
 応急手当をしたことがありますか？
 はい　　いいえ
3 ） 心肺蘇生法を知っていますか？
 はい　　いいえ
4 ） 3 ）で『はい』と答えた方
 心肺蘇生法をしたことがありますか？
 はい　　いいえ
5 ） あなたは、過去に、心肺蘇生法の講座を受講したことがありますか？
 はい　　いいえ
6 ） 5 ）で『はい』と答えた方にお聞きします。
 心肺蘇生法をいつ、どこで受講しましたか？
 1 年以内　　　2 年以内　　　3 年以内　　　それ以前
 受講場所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 あなたは、他人に、心肺蘇生法の手技を教えることが出来ますか？ 
 できる　　　　　　　たぶんできる　　　　　　　　できない
7 ） 6 ）で『できない』と答えた方にお聞きします。
 なぜできないのですか？
8 ） 心肺蘇生法は学校教育の中で必要だと思いますか？
 はい　　いいえ
9 ）  8 ）で『はい』と答えた方にお聞きします。
 理由をお答えください。
10） どの年代くらいから、心肺蘇生法教育は必要だと思いますか？
 未就学児・小・中・高　　　　年生
11） どの年代くらいから、心肺蘇生法教育を理解できると思いますか？
 未就学児・小・中・高　　　　年生
12） 8 ）で『いいえ』と答えた方にお聞きします。
 理由をお答えください。
13） 経験談（自分はこんな応急処置や心肺蘇生をしたことがある等）
14） 現在の知識でけっこうです。知る限り心肺蘇生法の手順を記述してみてください。

ご協力ありがとうございました。

資料 1　アンケート質問項目
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アンケート（事後）

0 ） 1 回目の授業から今とでは、どのように心肺蘇生について意識が変わりましたか？
1 ） 現在の知識でけっこうです。知る限り心肺蘇生法の手順を記述してみてください。
2 ） あなたは、他人に、心肺蘇生法の手技を教えることが出来ますか？
  できる　　　　　　　たぶんできる　　　　　　　　できない
3 ） 2 ）で答えた理由をお答えください。
4 ） 心肺蘇生法は学校教育の中で必要だと思いますか？
 はい　　いいえ
5 ） 4 ）で『はい』と答えた方にお聞きします。
 理由をお答えください。
 どの年代くらいから、心肺蘇生法教育は必要だと思いますか？
 未就学児・小・中・高　　　　年生
 どの年代くらいから、心肺蘇生法教育を理解できると思いますか？
 未就学児・小・中・高　　　　年生
6 ） 4 ）で『いいえ』と答えた方にお聞きします。
 理由をお答えください。
7 ） この授業での自己評価

ご協力ありがとうございました。

資料 2　アンケート質問項目

①授業での達成度
△　まだまだ不安　　　　　　　　○できる（理解できる）ようになった
◎　人に伝え（教え）られるまで上達（理解）した
三角巾　　　（　　　）　　　　　　心肺蘇生法　　　　　　　　　　（　　　）
運搬　　　　（　　　）　　　　　　命の大切さ　　　　　　　　　　（　　　）
テーピング　（　　　）　　　　　　緊急（災害）時の行動や心構え　（　　　）
②受講してよかった点

③受講して不満な点

④受講して不安な点

⑤社会においてどのような立場の人が心肺蘇生法を習得している必要があると思いますか？
（国民全員・小学生以上・中学生以上・高校生以上・20 歳以上・教職免許の取得者・スポーツ
スタッフや健康運動指導士など、具体的に挙げてください。）

⑥その他、救命・救急に関して感じたこと（自由な意見を書いてください）
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Ⅰ　はじめに

新聞報道によれば、自民党はスポーツに対する国
の支援を強化するために、スポーツ振興法を抜本的
に改正する方針を固めたようである。法案にはスポ
ーツ振興を ｢ 国の責務 ｣ と明記し、スポーツ関連
予算の充実を図る狙いがあるという (『読売新聞』
2008 年 1 月 15 日）。

そもそも現行のスポーツ振興法は 1961 年に公布･
施行されたものであり、法律の目的として「スポー
ツ振興に関する施策の基本を明らかにし、もって国
民の心身の健全な発達と明るく豊かな国民生活の形
成に寄与すること」(第 1 条第 1 項）が謳われている。
また、施策の方針として、国及び地方公共団体に国
民が「スポーツできるような諸条件の整備に努めな
ければならない」(第 3 条第 1 項）と定めている。

しかし、ここで注意しなければならないのは、ス
ポーツ振興法が国や地方自治体に対して課している
のはあくまで努力義務に過ぎないということであ
る。この種の規定としては、「～しなければならな
い」という義務規定、「努めなければならない」と
いう努力義務規定、そして「することができる」と
いう任意規定の 3 種類があるが、スポーツ振興法が
国や地方公共団体に要請しているのは条件整備の面
で「努力」することに過ぎない。従って、国や地方
公共団体は、指導者の育成や施設整備をはじめとす
る政策を実際に展開する義務を負っているわけでは
ないのである。

また、スポーツ振興法では文部大臣 (現文部科学
大臣）にスポーツの振興に関する基本的計画を定め
るよう求めているが (第 4 条）、実際に「スポーツ
振興基本計画」が定められたのは 2000 年になって

からである。もちろん 1972 年の答申をはじめ、保
健体育審議会が様々な答申や建議を発表しており、
これらの文書がスポーツ振興政策のガイドラインと
しての役割を果たしてきたと言えなくもないだろう。
しかし、約 40 年もの間、基本計画が策定されなか
ったのも事実なのである。

Ⅱ　 「スポーツ振興基本計画」策定 
の遅れと専門家による批判

では、何故スポーツ振興法に基づく基本計画は長
年に亘って策定されないまま放置されてきたのだろ
うか。 この点に関し、2001 年 3 月の参議院文部科
学委員会で、政府参考人として答弁に立った当時の
文部科学省スポーツ･青少年局長は、｢ スポーツ予
算の状況、あるいは財政事情が厳しい、こういった
ようなこともあり、歳出予算を伴うような中長期の
スポーツ振興政策を策定するのが困難であった ｣ と
述べている (第 153 国会参議院文教科学委員会議事
録 2001 年 11 月 20 日）。

いうまでもなく、今日では、かつてのように「自
由、生命、所有権、及び政府の第一義的責務として
の国防と治安維持」といった、ごく限られたもの
のみが重要な社会的価値とされた時代とは異なり、

「義務教育の実施、最低生活の保障、市民の健康や
安全の保護と増進、インフレ抑制、経済成長、社会
的差別の撤廃、文化･スポーツ施設や住宅等の建設
……など、様々なものが次から次へと重要な社会的
価値の項目に加えられ、しかもその実現が政府の
責務とみなされるように」なっている (足立 1983 
p.53）。

経済が順調に成長し、雇用も確保できている状況
にあれば、政府も様々な分野で積極的に政策を展開

公共政策としてのスポーツ政策に関する一考察

加藤大仁，野口和行，近藤明彦，山内賢
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していくことができるだろう。実際、我が国でも
1950 年代後半から 1970 年代初めにかけては、様々
な社会保障政策が普及し、国家の基本的なデザイン
も福祉国家を志向したものに変容していくかに見え
た。しかしその後は経済成長率が大きく低下し、雇
用の確保もままならない状況となった。その結果、
文化やスポーツに関する政策等は、経済成長や失業
対策といった、より多くの国民の関心を集める政策
の背後に押しやられてしまったのである。

欧米諸国の事情に通じ、スポーツの振興やスポー
ツ政策の更なる展開を求める専門家集団にとって、
このような状態が続くことは到底容認できることで
はない。加えてスポーツ政策を策定･展開する政治
行政機構の側も、どちらかといえば組織のルールを
優先する傾向にあるので、専門家集団の求める成果
との乖離は大きくなる。そもそも両者の内面化して
いる職業倫理は初めから大きく異なっているのであ
る (秋元 2007 pp.141-142）。結果として、専門家集
団は政治行政機構に対して批判的な態度をとる傾向
が強くなる (池田 2002 pp.18-19）。従来のスポーツ
政策に関する研究の多くがスポーツを振興する意義
の合理的な基礎付けを行ったり、政策形成過程に潜
む問題点を洗い出すことなく、「スポーツ政策の貧
困 ｣ を指摘してきた所以である (中村 1978 p.14）。

Ⅲ　スポーツ振興の意義

ところで、政府がスポーツの振興を政策の一つと
して掲げた場合、スポーツ団体等が財政的に国家の
統制下に入るといった懸念が出される可能性はある。
しかし、各論はともかくとして、一般論としてスポ
ーツを振興していくという政策を掲げることに対し
て強く反対する者はそれ程多くないだろう。国会に
限ってみても、スポーツ議員連盟は最大の議員数を
誇る議員連盟の 1 つになっており、1990 年代に議
員立法として提出された ｢ スポーツ振興くじ ｣ 法案
を可決成立させる過程でも大きな役割を果たしてい
る。また、同法案の審議を通じてスポーツ振興基本
計画の策定に至る道を開いたのも、スポーツ議員連
盟に所属する国会議員達である。

では、スポーツを「公的に」振興する意義はどこ

にあるのだろうか。
先ほども述べたように、スポーツ振興法には、ス

ポーツが「国民の心身の健全な発達と明るく豊か
な国民生活の形成に寄与する」(第 1 条第 1 項）と
いう認識が示されている。また、スポーツ振興基
本計画でも、「心身の両面に影響を与える文化とし
てのスポーツは、明るく豊かで活力に満ちた社会の
形成や個々人の心身の健全な発達に必要不可欠なも
のであり、人々が生涯にわたってスポーツに親しむ
ことは、極めて大きな意義を有している (Ⅰ．総論 
1．スポーツの意義）」と記されている。

一方、日本野球機構 (NPB）はプロ野球の憲法
といえる野球協約の目的に「わが国の野球を不朽の
国技にし、野球が社会の文化的公共財となるよう努
めることによって、野球の権威および技術に対する
国民の信頼を確保する（第 3 条第 1 項）」ことを挙
げている。同じように J リーグも、その理念として

「豊かなスポーツ文化の振興及び国民の心身の健全
な発達への寄与（J リーグの理念）」を謳っている。

ここで注目したいのは、日本野球機構が野球を
「文化的公共財」とするよう努めるとしている点で
ある。確かに野球やサッカーをはじめとするスポー
ツが人類の文化の一つであることに異論はないだろ
う。ではスポーツを公共財と呼ぶことはできるのだ
ろうか ?

Ⅳ　経済学における ｢公｣と「私」

実は、経済学で「公」と「私」を区分したり、「公
共性」を論じる際のキーワードが「公共財」である
(森村 2004 p24）。

論者の中には、政府によって供給されるものを公
共財と呼んだり、倫理的な観点から公共財を定義づ
ける者もいないわけではない。しかし、公共財を
私的財から区別する際には、1）消費の非競合性と、
2）排除不可能性という 2 つの基準を用いるのが一
般的である (スティグリッツ 2003 pp.160-161、野
口 1982 pp.161-162）。

第 1 の基準である消費の非競合性とは「ある人の
消費が他の人の消費を減少させたり、それを妨げた
りしない」ということである。つまり公共財の場合
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は追加的な需要に対する限界費用がゼロとなるので
ある。これとは逆に、私的財の場合は、｢ ある人に
よって使用されたならば、それは他の人に用いられ
ない ｣ ということになる。経済学の標準的なテキス
トで公共財の例としてよく挙げられるのは、国防や
灯台である。例えば政府が国を守るために軍事施設
を設けたとしよう。すると、その国に住む全ての国
民が守られることになり、国防費は国民の数が増減
しても影響を受けることはない。これに対してリン
ゴやペンのような私的財の場合は、複数の人間が同
時に消費することは不可能である。

第 2 の基準の排除不可能性とは料金の徴収が不可
能、あるいは著しく困難となるような財のことであ
る。先程挙げた国防を例にとると、一旦政府によっ
て国防サービスが提供されると、その効果は全ての
国民に及び、ある個人だけをその便益から排除する
ことは殆ど不可能となる。

このように、公共財とは消費の非競合性と排除不
可能性という 2 つの性質を持った財やサービスのこ
とだが、公共財を考えるうえでもう 1 つ忘れてはな
らないのが外部性という概念である。外部性とは、
ある経済主体の経済的活動の効果が、市場メカニズ
ムを通さずに直接他の経済主体に影響を与えること
であり、他の経済主体の効用を増加させる場合は正
の外部性、逆に他の経済主体の効用を減少させる場
合は負の外部性と分類される。正の外部性を有する
ものの典型的な例として挙げられるのは教育である。
一般的に、教育が普及すると、教育の提供を受けた
本人の収入が増加するだけでなく、社会全体として
も生産性が上がるといった効果が表れる。

本来公共財と外部性は本来異なる概念であり、区
別して考えるべきものではあるが、公共財は基本的
に外部性を有しているので、公共財を「多数の人々
に同量だけの外部効果を同時に及ぼす財 (奥野･鈴
村 1988 p.300）」と考えることもできるだろう。何
れにせよ、重要なことは公共財や正の外部性を持つ
財やサービスは、市場メカニズムによる調整に委ね
てしまうと、過小にしか供給されないという点を押
さえておくことである。このような場合、国や地方
公共団体が当事者となって財やサービスを提供した
り、何らかの規制を行うことが正当化される。また、
民間の経済主体に補助金を与えるといったことも検

討されるべきだろう。

Ⅴ　スポーツの外部効果

ではスポーツは、排除不可能性や非競合性といっ
た公共財としての性質や、外部性を有しているだろ
うか。

まずはスポーツによる外部効果について考えてみ
ることにしよう。

いうまでもなく、我が国における大きな政治的課
題の 1 つに、高齢化社会に伴う社会保障費の増加が
ある。社会保障制度自体は福祉国家にとって最も重
要な制度であり、国民が文化的で健康な生活を維持
するうえで、セーフティー･ネットとして大きな役
割を果たしている。他方、急速な高齢化を背景に、
社会保障関係費は増加の一途を辿り、一般会計予算
の中でも最も大きな項目となっている。中でも社会
保障制度の中核である社会保険、すなわち医療保険
と年金保険の財政危機は深刻である。

しかし、医療サービスは人の命や健康に関わる問
題であり、その供給量を抑制することには心理的に
大きな抵抗があるだろう。すると、財政的には泥沼
に陥ることになる。昨年来の社会保険庁による年金
記録漏れと年金未払いの問題が大きくクローズ･ア
ップされた結果、世論の関心は年金問題に向かいが
ちであるが、財政問題としてみた場合、医療制度の
ほうがより大きな問題を抱えているのである (井堀 
2005 pp.131-141）。

ところで、スポーツを行うかどうかを決めるに当
たって、国の財政問題に思いを巡らす人は殆どいな
いだろう。多くの人は自分の楽しみのため、あるい
は自分の健康のためといった私的な理由でスポーツ
活動に参加するはずである。しかし、多くの人々が
積極的にスポーツに取り組むようになると、医療費
削減のような、副次的な効果をもたらすことになる。
つまり、正の外部効果が表れてくるのである。かつ
てアメリカのカーター大統領が、国民に対してスポ
ーツ活動に参加するよう促すことを、「最も見返り
の期待できる投資」と述べたのは、こういった事情
を端的に表している（池田 1999 p.89）。

我が国でもスポーツをはじめとする身体活動を推
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進することによって、医療コストが抑えられると
いう研究結果が数多く発表されてきた (沢井 1979、
池田･松永 1999）。2000 年 3 月に厚生労働省によっ
て発表された「健康日本 21」は、国民の生活習慣
病を防ぎ、健康づくりに寄与することを目的に策定
されたと説明されている。その中には 9 分野 70 項
目に亘る具体的な政策目標が示されており、栄養･
食生活、休養等と並んで身体活動･運動習慣に関す
る具体的な目標も定められている。「健康日本 21」
が策定された背景に、健康増進策を通じた医療費削
減に対する期待があることはいうまでもない。

スポーツをはじめとする身体活動を振興すること
によって医療費が大きく削減できるのであれば、ス
ポーツの振興に補助金を出すなどして社会的な便益
を増大させることが政府にとっても合理的な行動と
なろう。

ところで、経済学にはメリット財という概念があ
る。メリット財とは教育や医療のように本来的に消
費されることが望ましいと考えられる財やサービス
のことであり、各個人ではなく国や地方公共団体に
よって供給が判断されることになる。当然ここには
パターナリスティックな考えが潜んでおり、消費者
主権には反することになる。しかし、例えば現在強
制的に実施されている義務教育を、完全に市場メカ
ニズムに委ねたらどうなるかを想像してみれば直ち
に分かるように、公的な強制力をもって供給されな
ければならない財やサービスが存在することも事実
なのである。そして健康や医療との関わりでみた場
合、スポーツもまたメリット財としての性格を有し
ているといえるだろう。

Ⅵ　公共財としてのスポーツ

次にスポーツに非競合性と排除不可能性があるか
どうか、すなわちスポーツが公共財としての性格を
有しているかどうか考えてみよう。

例えば、オリンピックをはじめとする国際競技大
会で日本人選手が活躍したとしよう。この時多くの
人々が日本人としての誇りや喜びを感じるだろう。
そして誰かが喜んでいるからといって他の人々の感
情が抑えられるということもない。つまり消費の非

競合性が成立しているのである。
また、このような人々が選手の育成費用を提供し

ているわけではない。しかし、だからといって喜ん
ではいけないということはできないだろう。その意
味では排除不可能性も認められるのである。

冒頭で引用した読売新聞の記事の中では、自民党
議員がスポーツ振興法の抜本改正を目指す理由とし
てトップアスリート育成が挙げられている。また、
スポーツ振興基本計画の中には生涯スポーツ社会の
実現に向けた環境整備と並んで、国際競技力の向上
が謳われており、具体的な政策目標としてオリンピ
ックでのメダル獲得率の向上が掲げられている。ス
ポーツが公共財であるという観点に立てば、このよ
うな政策も十分正当化されるだろう。

Ⅶ　公共財と政治的な決定

但し、スポーツが正の外部性をもたらすとか、公
共財としての性格を有しているといった議論をした
ところで、それはあくまで定性的な分析に過ぎない
ことには注意しておく必要がある。国や地方公共団
体がスポーツ振興に対してどの程度の費用を負担す
ればよいのかという問題は何ら解決されていないの
である。

また、スポーツに関連する財やサービスのうち、
どの程度のものが「純粋な」公共財とみなされる
のかというとかなり疑問が残る。先ほど挙げた例も、
純粋公共財にあてはまるようなスポーツの一側面を
意図的に切り出したにすぎない。むしろ公共財を理
論的に定義づける際に例示されるのが常に国防や灯
台であるように、純粋な公共財とみなしうる財やサ
ービスなどほとんど存在しないというべきだろう。

実際、「その消費が分割可能であっても管理コス
トがかさんでしまう場合や、分割されることが望ま
しくても追加的な需要に対応するためのコストが高
騰してしまう場合などが、公共財とみなされている
財やサービスの実態」なのであって、ほとんどの財
･サービスは公共財と私的財の中間に位置する準公
共財に分類されるのである。そして、ある財やサー
ビスが公共性をもっているかどうかの決定は、政治
的な判断に任されているのであり、理論的な考察よ



128

体
育･

ス
ポ
ー
ツ
に
関
す
る
人
文･

社
会
科
学
的
研
究

りは、むしろ決定に至る「制度」に依存することに
なる (佐々木 1997 pp.298-99）。

このように考えると、スポーツが公共財か否かと
いう議論は、理論的には成立しうるとしても、現実
の政策を考える際にはほとんど無意味となる。ここ
に政治的決定のプロセスを研究する意義が見出され
る訳だが (加藤 2004）、この点については別の機会
に論じることにして、準公共財に関する議論をもう
少し見ておこう。

Ⅷ　準公共財をめぐる議論

佐々木は教育や医療のようなサービスが公共財や
準公共財として供給されているのは、その決定に至
った「制度」に依存しているという考えの下に、図
1 のような財やサービスの分類を行っている (佐々
木 1997 pp.299-301）。ここでは取引の態様に注目し
て分類がなされており、第 1 の軸として消費の集団
性が、第 2 の軸として外部性の大きさが取られてい
る。さらに消費の区分可能性と消費の排除不可能性
という尺度を重ね合わせることによって、純粋公共
財と私的財との間に 2 種類の準公共財が定義される
ことになる。

図からも分かるように「準公共財 A」は外部性
が大きく、消費の区分可能性の小さい財やサービス
であり、具体的には教育や医療等が挙げられる。ま
た、｢ 準公共財 B｣ は消費の集団性が大きく、消費
の排除不可能性が小さい財であり、公園や市民ホー
ル等が相当する。

当然これまで公的な補助金を受けて整備･運営さ
れてきたスポーツ施設等は、準公共財 B に分類さ
れる。ということは理論的に利用料金を徴収する
ことも可能となる。すると議論の進め方によっては、
スポーツ施設を民営化して、その経費を受益者負担
にするという結論が導かれる可能性もある。

実際、多くの公共スポーツ施設でも施設使用料を
徴収している。しかし、施設使用料によって全ての
経費が賄われているような公共スポーツ施設はほと
んどないだろう。民間企業によって提供されている
割合が高いのは、ゴルフやボーリングのようなごく
一部の種目のみに限られているという事実は、この
辺りの事情を如実に物語っている。もし広大なスペ
ースを必要とする種目や、グループ種目の施設使用
料を 100％受益者負担にすると、とてもではないが
普通の人々には手が出ないような価格になってしま
うだろう (内海 2002 pp.14-16）。そもそも、利用者
に全ての費用を負担させられるような価格設定が可

消
費
の
排
除
不
可
能
性

消費の集団性

消費の区分可能性
（価格形成可能性）

外
　

部
　

性

大 小

小

小小

大

大

大

準公共財Ｂ
（公園・市民ホールなど）

純粋公共財

私的財

準公共財Ａ
（医療・教育等）

佐々木（1997）p. 300
図 1
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能であるなら、民間企業がスポーツ施設の運営に参
入してくるだろうし、公共施設として運営している
こと自体がナンセンスである。

Ⅸ　国家の役割の変容

近年では、苦しい財政事情を背景に、国や地方公
共団体は私的財と公共財の間に位置するような財や
サービスに対する財政支出を削減したり、民間企業
に供給を委ねる方向に動いている。また、多くの人々
が公共部門の効率性に対して疑いの眼差しを向ける
ようになってきた。その結果、何が公的な性格を持
った財なのかという問いに対する回答も変わりつつ
ある。2002 年のいわゆる「骨太の方針」で、音楽
やファッションと並んで健康やスポーツ分野の産業
化が謳われたのもこのような流れに沿ったものとい
えよう (｢ 経済財政運営と構造改革に関する基本方
針 2002｣）。

確かに全ての公共財、準公共財を公的部門が主体
となって供給する必要はないし、民営化や規制緩和
をはじめとしたより効率性の高い政府のあり方を探
ることは当然だといえよう。しかしだからといって
政府の役割が小さくなるわけではない。我が国が福
祉国家と呼べるのか否かは別として、福祉国家論の
登場以降人々は様々なことを国家に対して求めるよ

うになってきた。また、社会の複雑化や科学技術の
発展も国家の役割の拡大を求める要因となっている。

現在では人々の考え方も経済至上主義から、アメ
ニティーや文化の増大、健康の向上や福祉を求める
方向に変わってきたことも事実である (宮本 2003 
pp.184-185）。従って、福祉施設やスポーツ施設等
の設置には多くの人々の支持を得られるだろうし、
それらは地域社会の福利厚生の向上に寄与すること
になるだろう。

ここで確認しておきたいのは、公共財といっても、
それは個々人の評価から超越したものではないとい
う点である。公共財はその利用者にとって価値のあ
るものとみなされるから公共財とされるのであって、
公共財自体がこのような個人の利害とは別個の価値
を内在的に有しているわけではないのである (森村 
2004 p.26）。従って、ある財やサービスを供給する
かどうかという決定も人々の価値観に依存すること
になるし、そもそも人々の価値観からかけ離れてい
るような政策が有効に展開されることなど期待でき
ないだろう。

Ⅹ　スポーツ政策学の課題

市場メカニズムに任せると、スポーツ施設の多く
は供給されなくなってしまう可能性が高い。またた

公平
（非効率）

効率
（不公平）

権丈（2006）pp. 16～18
図 2
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とえ供給されたとしても、利用料金は非常に高額と
なり、スポーツを楽しみたい人々の活動の場は大き
く制限されてしまうだろう。経済的な効率性を重ん
じるのであれば、このような状態もやむなしとして
受け入れなければならない。逆にできるだけ多くの
人々がなるべく公平にスポーツを享受できるような
環境を整えることのほうが重要だと考えるなら、経
済的な効率性が犠牲にされることになる。スポーツ
の問題に限らず、効率性と公平性はトレードオフの
関係にあることが多い。残念ながら我々はこの問題
に対して、理論的にどちらが正しいのかを答えてく
れるような学問を持ちあわせていない。公平性と効
率性のどちらを重視するのかについて確定的な結論
を出せないということは、その時々の社会的な要請
に応じて政策も揺れ動くことを意味している (権丈 
2006 pp.15-19）。

従って、国や地方公共団体がスポーツの振興にど
の程度力を入れるべきかという問題に対する一義的
な答えも存在しない。スポーツ施設の運営等を効率
的に行うのは当然であるにしても、スポーツができ
るような環境の整備や、トップアスリートへの支援
をどの程度行うのかというのは価値判断に関わる問
題である。

しかし、だからといって政策を単に「好みの問題」
として片付けてしまってよいということにはならな
い。確かに政策について論じる際には、「そもそも
何が解決すべき問題であり、問題が解決されたか否
かをいかなる基準に基づいて判断するかが自明では
ない」し、「政策とは本来この種の厄介な問題に対
する処方箋なのである」(足立 2005 p.8）。

政策を学問として科学的に論じるということは、
価値の問題を単なる好みの問題として放置すること
なく、社会のあり方や政策の合理性を絶えず検証し
ていく作業である (佐野 2005 pp.115-116）。その意
味で、政策学とは本来的に未来に向かって改革を志
向する営みであるといえるだろう。
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ていなかったものや、既にすすめられていたものなど様々で、分野も多岐に渡りました。
テーマ決定の後、所員各自が希望するテーマを自主的に選び、それぞれのグループの構成
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本にあたっては、平成 19 年度慶應義塾大学日吉キャンパス調整予算の補助を受けました。
重ねて御礼申し上げます。
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